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１ 関係機関等連絡先一覧 

 



１－１　防災関係機関等連絡先

１　綾瀬市
（１）防災主管課

部　名 課　名 担　当 電話番号
県防災行政

通信網
所在地

市長室 危機管理課 危機管理担当
9-566-9209
FAX -9200

〒252-1192
綾瀬市早川550

（２）消　防

名　　　　　　　　称 電話番号
県防災行政

通信網
所在地

消防本部
消 防 署

9-566-9204
FAX -9220

〒252-1107
綾瀬市深谷中1-4-30

北 分 署
〒252-1133
綾瀬市寺尾本町2-7-15

南 分 署
〒252-1111
綾瀬市上土棚北3-2-15

２　神奈川県

（１）本　庁

部局名 課名等 担当名
電話番号
FAX番号

県防災行政
通信網

所在地

企画調整
グループ

9-400-9300

情報通信
グループ

9-400-9302
9-400-9303

9-400-9352
（水防室）

総務室

045-210-3418
045-210-8829

045-210-3441
045-210-8829

休日・夜間
の気象予報

県土整備局
河川下水道部

高圧ｶﾞｽ・ｺﾝﾋﾞ
ﾅｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ

―――
045-201-6409

0467-70-5641

0467-76-0119

0467-77-0119

0467-78-0119

危機管理
防災課

消防保安課

河港課

045-210-8829

045-210-8829

045-210-8829

045-210-3425

消防ｸﾞﾙｰﾌﾟ

調整
グループ

防災ｸﾞﾙｰﾌﾟ
045-210-6491

〒231-8588
横浜市中区日本大通１

045-210-8890

当直員

くらし
安全防災局

応急対策
グループ

045-210-3430
045-210-8829

9-400-9304

9-400-9301

9-400-9305

9-400-9225

9-400-9313
～9316

045-210-3479

045-210-3436
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機　関　名 部・課名
電話番号
FAX番号

県防災行政
通信網

所在地

9-402-9206 〒243-0004
FAX -9291 厚木市水引2-3-1
9-413-9232 〒252-1133

綾瀬市寺尾本町1-11-3
9-435-9201 〒242-0021

大和市中央1-5-26
9-458-9204 〒243-0434

海老名市上郷717

（３）警察署

課　名 電話番号 所在地

大和警察署 警備課

３　指定地方行政機関

課　名 電話番号
（夜間・休日）

県防災行政
通信網

所在地

〒231-0003
横浜市中区北仲通5-57

9-484-9209
FAX -9200

〒231-0862
横浜市中区山手町99

４　指定公共機関

部・室・課名 電話番号
県防災行政

通信網
所在地

設備部
災害対策室

9-668-1
〒231-0023
横浜市中区山下町198

企画総務部 9-669-1
〒220-8536
横浜市西区みなとみらい
4-7-3

事業部
救護課

9-600-9201
〒231-0023
横浜市中区山下町70-7

企画編成部 9-663-1
〒231-8324
横浜市中区山下町281

管理部 9-670-1
〒220-0011
横浜市西区高島1-1-2
横浜三井ビル25階
〒252-0303
相模原市南区
相模大野5-8-18

総務課

〒242-0021
大和市中央5-15-4

045-226-8009
045-222-7070

厚木保健福祉事務所大和センター

0467-79-2858

（２)出先機関

総務部
県民・防災課

工務・配水課

東京電力パワーグリッド㈱
（相模原支社）

KDDI㈱南関東総支社

日本赤十字社（神奈川県支部）

046-261-7129

管理課

046-234-4111

県央地域県政総合センター

日本郵便(株)綾瀬郵便局

0467-79-2800

関東農政局（神奈川支局）

046-234-4110

0467-70-9880

045-628-1977
(045-628-1965)

日本放送協会（横浜放送局）

045-681-2123

機　関　名

東日本電信電話㈱神奈川事業部

㈱ＮＴＴドコモ神奈川支店

東京管区気象台（横浜地方気象台）

日本銀行横浜支店

機　関　名

機　関　名

企業庁海老名水道営業所

046-224-1111
046-225-1743

046-261-0110

厚木土木事務所東部センター

046-261-2948

東京ガスネットワーク㈱
神奈川西支店

0120-995-007

日本通運㈱（藤沢支店）
〒247-0061
鎌倉市台1-1-6

〒229-0037
相模原市中央区千代田6-12-25

〒231-0021
横浜市中区日本大通20-1

045-661-8111
045-650-1312

045-212-2822
045-212-1674

0467-43-0102

〒252-1199
綾瀬市小園698-7

045-211-1331

管理企画課

042-766-3071

045-211-1671
045-211-1674

045-212-8945
045-212-8976
FAX045-212-8977
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５　指定地方公共機関

部・局・課名 電話番号
（夜間・休日）

県防災行政
通信網

所在地

運輸部
〒252-1121
綾瀬市小園847番地

〒252-1125
綾瀬市吉岡東2-9-1

地域保健課 9-601-9201
〒231-0037
横浜市中区富士見町3-1

事務局
事業課

9-602-9201
〒231-0013
横浜市中区住吉町6-68

事業課 9-603-9201
〒235-0007
横浜市磯子区西町14-11

経営管理局
総務部

9-667-1
〒231-8445
横浜市中区太田町2-23

総務部
総務広報課

〒231-8510
横浜市中区日本大通33

事業部
ＳＣ統括課

〒222-0033
横浜市港北区
新横浜2-11-1

６　自衛隊
駐屯地名
部・課名

電話番号
県防災行政

通信網
所在地

座　間
第３科

9-488-9209
FAX　-9200

〒252-0375
相模原市南区新戸2958

武　山
第３科

9-486-9201
FAX　-9220

〒238-0317
横須賀市御幸浜1-1

駒　門
第３係

9-636-9209
FAX　-9200

〒412-8585
静岡県御殿場市駒門5-1

厚　木
司令部

9-490-9209
FAX　-9200

〒252-1101
綾瀬市無番地

045-241-7000

045-681-2172
045-681-2426

機　関　名

(一社)神奈川県トラック協会
（県南サービスセンター）

神奈川中央交通㈱
（綾瀬営業所）

相鉄バス㈱
（綾瀬営業所）

機　関　名

神奈川県住宅供給公社

045-227-0020
(045-227-1111)

神奈川県薬剤師会

海上自衛隊第４航空群

陸上自衛隊第４施設群

陸上自衛隊第３１普通科連隊

神奈川県医師会

神奈川県歯科医師会

045-651-1842

045-471-8005

0467-78-8611

0550-87-1212
(内線430、

420)

046-253-7670
(内線2230、

2235)
046-856-1291
(内線630、

634)

0467-78-5681

0467-79-2180

陸上自衛隊第１高射特科大隊

㈱神奈川新聞社

045-761-3241
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７　関係団体等

課　名 電話番号
県防災行政

通信網
所在地

綾瀬市医師会
〒252-1107
綾瀬市深谷中4-2-1

大和綾瀬歯科医師会
〒242－0018
大和市深見西2-1-25

大和綾瀬薬剤師会
〒242-0021
大和市中央1-5-41

相模獣医師会
〒252-0241
相模原市中央区横山台2-2-9

〒252-1108
綾瀬市深谷上1-4-10

綾瀬市商工会
〒252-1107
綾瀬市深谷中4-6-18

〒252-1114
綾瀬市上土棚南2-9-38

綾瀬市社会福祉協議会

〒252-1107
綾瀬市深谷中4-7-10
（保健福祉プラザ内）

(一社)綾瀬市建設業協会
〒252-1114
綾瀬市上土棚南3-11-13

綾瀬市土木協会
〒252-1135
綾瀬市寺尾釜田1-17-24

綾瀬市造園業協会
〒252-1136
綾瀬市寺尾西3-9-58

機　関　名

綾瀬市管工事業協同組合 0467-78-0777

0467-78-0606

046-263-0681

046-263-2819

0467-76-1107

0467-78-2782

0467-71-5211

0467-77-8166

0467-79-0001

0467-77-5315

さがみ農業協同組合綾瀬支店

042-747-3377
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資料-２ 
[綾瀬市地域防災計画] 
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２－１ 綾瀬市防災行政用無線局管理運用規程 

平成４年 12 月 25日 

告示第 65号 

改正 平成８年 10 月 31日告示第 49号 

平成９年８月 21日告示第 33 号 

平成 10年３月 26日告示第８号 

平成 11年３月 29日告示第 22 号 

平成 12年 11月 28 日告示第 66 号 

平成 14年３月 29日告示第 19 号 

平成 15年３月 27日告示第 19 号 

平成 16年２月 19日告示第９号 

平成 17年３月 31日告示第 20 号 

平成 17年 10月 26 日告示第 55 号 

平成 19年９月 28日告示第 28 号 

平成 21年３月４日告示第 10 号 

平成 23年３月 31日告示第 19 号 

平成 24年３月 31日告示第 28 号 

平成 24年 11月 30 日告示第 52 号 

平成 25年３月 27日告示第 15 号 

平成 29年３月 24日告示第 17 号 

平成 29年９月 29日告示第 48 号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、電波法（昭和 25年法律第 131号。以下「法」という。）及び関係法令に定める

もののほか、綾瀬市防災行政用無線局（法第２条第５号に規定する無線局で、かつ、本市の防災及

び一般行政事務に使用することを目的として設置した無線局（以下「防災行政用無線」という。））

の管理及び運用について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 防災行政用無線 同報無線及び地域防災無線を総称したものをいう。 

(2) 同報無線 固定系親局、固定系子局及び個別受信機を総称したものをいう。 
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ア 固定系親局 特定の２以上の受信設備等に対し、同時に同一内容の通報を送信することがで

きる無線局をいう。 

イ 固定系子局 固定系親局の通信の相手方となる広域避難場所等に設置した無線設備をいう。 

ウ 個別受信機 固定系親局の通信の相手方となる一般世帯及び事業所等に設置した受信設備を

いう。 

(3) 地域防災無線 デジタル MCA 陸上移動通信を行う半固定型、車載型及び携帯型の無線局で陸

上移動局を総称したものをいう。 

（平 14告示 19・全改、平 23 告示 19・一部改正） 

（設置場所） 

第３条 同報無線（個別受信機を除く。）及び地域防災無線の設置場所は、同報無線設置場所一覧表（別

表第１）及び地域防災無線設置場所一覧表（別表第２）のとおりとする。 

（平 14告示 19・全改） 

（総括管理者） 

第４条 防災行政用無線に総括管理者を置く。 

２ 総括管理者は、市長室長をもって充てる。 

３ 総括管理者は、防災行政用無線の管理及び運用を総括し、管理責任者を指揮監督する。 

（平 14告示 19・一部改正） 

（管理責任者） 

第５条 防災行政用無線に管理責任者を置く。 

２ 管理責任者は、防災主管課長をもって充てる。 

３ 管理責任者は、総括管理者の命を受け、防災行政用無線の管理及び運用を行うとともに通信取扱

責任者及び通信管理者を指揮監督する。 

（平８告示 49・平 14告示 19・一部改正） 

（通信取扱責任者） 

第６条 防災行政用無線局に通信取扱責任者を置く。 

２ 通信取扱責任者は、管理責任者が、所属の無線従事者の中から指名し、これに充てる。 

３ 通信取扱責任者は、管理責任者の命を受け、無線従事者及び通信取扱者の通信操作及び取扱いを

指揮し、常に当該無線局の運用状況を把握するとともに機能の維持及び保全に努める。 

（平 14告示 19・全改） 
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（通信管理者） 

第７条 防災行政用無線の固定系親局及び陸上移動局に通信管理者を置く。 

２ 前項の無線局の通信管理者は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 固定系親局にあっては、防災主管課長 

(2) 市関係部署等に設置の陸上移動局にあっては、各無線局の設置場所の課長、車両管理所管の

課長、出先施設等の長、学校長及び自治会長 

(3) 市以外の機関等に設置する陸上移動局のうち、半固定型の無線局（以下「陸上移動局（半固

定型）」という。）にあっては、当該機関等の長が管理に属する職員の中から指名する者 

３ 通信管理者は、管理責任者の命を受け、第１項の無線局の運用並びに無線従事者及び通信取扱者

が行う無線設備の通信操作を総括する。 

（平 14告示 19・全改、平 21 告示 10・平 23告示 19・一部改正） 

（無線従事者） 

第８条 防災行政用無線局の同報無線固定系親局に、総務大臣の免許を受けた無線従事者を置く。 

２ 無線従事者は、通信取扱責任者の指揮により、無線設備の操作を行う。 

３ 無線従事者は、通信取扱者の行う無線設備の操作及び取扱いを指導する。 

（平 14告示 19・平 23 告示 19・一部改正） 

（通信取扱者） 

第９条 通信取扱者は、無線従事者以外で防災行政用無線の運用に携わる職員とする。 

２ 通信取扱者は、通信取扱責任者の指揮及び無線従事者の指導のもとに法及び関係法令に基づいた

無線局の運用を行う。 

（平 14告示 19・一部改正） 

（市以外の機関等に設置する陸上移動局（半固定型）の管理） 

第１０条 市以外の機関等に陸上移動局（半固定型）を設置する場合は、設置及び管理運用について、

当該機関の長と協定を締結するものとする。 

２ 前項の機関の長は、当該無線局を適正に管理し、運用する。 

（平 14告示 19・追加） 

（機器の譲渡等の禁止） 

第１１条 陸上移動局（半固定型）を設置した市以外の機関等の長は、機器を譲渡し、又は転貸して

はならない。 

（平 14告示 19・追加、平 21 告示 10・一部改正） 
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（通信訓練等） 

第１２条 総括管理者は、通信機能の確認及び通信運用の習熟を図るため、必要に応じて通信訓練及

び試験通信を行うものとする。 

（平 14告示 19・旧第 10条繰下・一部改正） 

（研修） 

第１３条 総括管理者は、無線従事者、通信取扱者等に対して法、関係法令、無線設備の取扱方法等

の研修を行うものとする。 

（平 14告示 19・旧第 11条繰下・一部改正） 

（無線従事者の養成） 

第１４条 総括管理者は、無線従事者を適正に配置するため、常に無線従事者の養成に努めるものと

する。 

（平 14告示 19・旧第 12条繰下） 

（書類の管理等） 

第１５条 管理責任者は、次の各号に掲げる事項を行うものとする。 

(1) 無線業務日誌（第１号様式）、月報及び年報の作成 

(2) 無線従事者の選解任及び名簿の作成 

(3) 法及び関係法令に基づく業務書類の管理 

（平 14告示 19・旧第 13条繰下・一部改正） 

（無線設備の点検） 

第１６条 通信取扱責任者は、固定系親局を毎日点検するものとする。 

２ 毎日点検は、毎日点検表（第２号様式）により行うものとする。 

３ 管理責任者は、毎年１回以上無線局の精密点検を行うものとする。 

（平 14告示 19・旧第 14条繰下・一部改正、平 23告示 19・一部改正） 

（同報無線の取扱区分） 

第１７条 同報無線を使用する通信（以下「放送」という。）の取扱区分については、原則として次の

各号に掲げるとおりとする。 

(1) 防災主管課の取扱区分 

ア 月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休

日並びに１月２日、同月３日及び 12 月 29 日から同月 31 日までの日を除く。）の午前８時 30

分から午後５時までの放送 
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イ 災害対策上必要な放送 

ウ 自動プログラムによる放送 

エ 全国瞬時警報システム（J―ALERT）による放送 

(2) 消防署の取扱区分 

ア 防災主管課の取扱時間以外の放送 

イ 緊急時の放送 

ウ 防災主管課が実施できない場合の放送 

（平９告示 33・一部改正、平 14 告示 19・旧第 15条繰下・一部改正、平 19告示 28・平 21

告示 10・一部改正） 

（同報無線の放送依頼） 

第１８条 同報無線の放送を希望する者は、原則として放送日の７日前までに広報依頼書（第３号様

式）により承認を得るものとする。ただし、緊急を要する場合はこの限りでない。この場合におい

て、緊急に放送したときは、事後速やかに広報依頼書を提出しなければならない。 

（平 14告示 19・旧第 16条繰下・一部改正、平 21告示 10・一部改正） 

（放送等の制限） 

第１９条 総括管理者は、災害の発生その他特別な事由があるときは、同報無線の放送及び地域防災

無線の通信を制限することができる。 

（平 14告示 19・旧第 17条繰下・一部改正） 

（委任） 

第２０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

（平 14告示 19・旧第 18条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成５年１月１日から施行する。 

（綾瀬市防災行政用無線局管理運用規程の廃止） 

２ 綾瀬市防災行政用無線局管理運用規程（昭和 63年綾瀬市告示第 18 号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお、当分の間、必要な調整をして使用することがで

きる。 
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附 則（平成８年 10月 31日告示第 49 号） 

この告示は、平成８年 11月１日から施行する。 

ただし、別表第２の改正規定は、平成８年 11 月 25日から施行する。 

附 則（平成９年８月 21日告示第 33 号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成 10年３月 26日告示第８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 10年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお、当分の間、必要な調整をして使用することがで

きる。 

附 則（平成 11年３月 29日告示第 22 号） 

この告示は、平成 11年４月１日から施行する。 

附 則（平成 12年 11 月 28 日告示第 66号） 

この告示は、平成 13年１月６日から施行する。 

附 則（平成 14年３月 29日告示第 19 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 14年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成 15年３月 27日告示第 19 号） 

この告示は、平成 15年４月１日から施行する。 

附 則（平成 16年２月 19日告示第９号） 

この告示は、平成 16年２月 23 日から施行する。 

附 則（平成 17年３月 31日告示第 20 号） 

この告示は、平成 17年４月１日から施行する。 

附 則（平成 17年 10 月 26 日告示第 55号） 

この告示は、平成 17年 11月７日から施行する。 
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附 則（平成 19年９月 28日告示第 28 号） 

この告示は、平成 19年 10月１日から施行する。 

ただし、第 17条の改正規定及び別表第２の改正規定（「綾瀬郵便局」を「郵便事業（株）綾瀬支店」

に改める部分を除く。）は、公表の日から施行する。 

附 則（平成 21年３月４日告示第 10 号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

ただし、第 17条第１号ア並びに別表第２地域防災無線設置場所一覧表陸上移動局（車載兼可搬型）

の部及び同表陸上移動局（携帯型）の部の改正規定は、平成 21年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23年３月 31日告示第 19 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、使用することができる。 

附 則（平成 24年３月 31日告示第 28 号） 

この告示は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則（平成 24年 11 月 30 日告示第 52号） 

この告示は、平成 24年 12月１日から施行する。 

附 則（平成 25年３月 27日告示第 15 号） 

この告示は、平成 25年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29年３月 24日告示第 17 号） 

この告示は、平成 29年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29年９月 29日告示第 48 号） 

この告示は、平成 29年 10月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

（平８告示 49・平 10告示８・一部改正、平 14告示 19・旧別表第２繰上、平 15告示 19・

平 16 告示９・平 17告示 55・平 19告示 28・平 21 告示 10・平 29 告示 17・平 29 告示 48・

一部改正） 

同報無線設置場所一覧表 

固定系親局（ぼうさいあやせ） 

区分 設置場所 所在地 

固定系親局 市役所 綾瀬市早川 550 番地 

消防署 綾瀬市深谷 3850番地 2 

海老名市・座間市・綾

瀬市消防指令センター 

海老名市柏ケ谷 1047番地 3 

固定系子局 

群 別

番号 

群別 管 理 番

号 

設置場所 所在地 

1 中央 1 綾瀬中学校 綾瀬市深谷南二丁目 3 番 1号 

2 綾瀬小学校 綾瀬市深谷中五丁目 1 番 1号 

3 上深谷自治会館 綾瀬市深谷 4292番地 

4 光綾公園 綾瀬市深谷上四丁目 5234番 

27 深谷森林公園 綾瀬市深谷 1757番 

28 鶴ヶ台公園 綾瀬市深谷中七丁目 2272番 22 

2 綾北 5 蓼川自治会館 綾瀬市蓼川二丁目 11番 33号 

6 深谷大上ふれあいの家 綾瀬市大上八丁目 23番 35号 

7 市有地（道路敷） 綾瀬市大上五丁目 249 番先 

29 北の台中学校 綾瀬市蓼川一丁目 2番 1号 

3 寺尾 8 寺尾児童館 綾瀬市寺尾北二丁目 2 番 1号 

9 寺尾台公園 綾瀬市寺尾台二丁目 2133番 24 

10 綾北福祉会館 綾瀬市寺尾中一丁目 3 番 22 号 

11 私有地 綾瀬市寺尾西二丁目 1107番 1 

  12 比留川第 3公園 綾瀬市寺尾南三丁目 690番 13 

13 釜田第 1 公園 綾瀬市寺尾釜田三丁目 95番 4 

4 早園 14 小園台第 2公園 綾瀬市小園 1233番 1 

15 市有地 綾瀬市小園南一丁目 164番 

16 早園地区センター 綾瀬市早川 2934番地 

17 城山公園駐車場 綾瀬市早川 1092番地 

30 早川城山多目的広場 綾瀬市早川城山四丁目 3番 1 号 

5 綾西 18 綾西公園 綾瀬市綾西二丁目 1800番 124 

19 私有地 綾瀬市吉岡 1546番 2 

20 私有地 綾瀬市吉岡東五丁目 339番 2 

26 根恩馬公園 綾瀬市吉岡 2722番 1 

31 ぞうさん公園 綾瀬市綾西五丁目 1502番 89 

6 綾南 21 私有地 綾瀬市落合北七丁目 1014番 2 

22 私有地 綾瀬市落合南二丁目 128番 2 

23 綾南小学校 綾瀬市上土棚中一丁目 12番 19 号 

24 私有地 綾瀬市上土棚中二丁目 623番 1 

25 私有地 綾瀬市上土棚南四丁目 1859 番 1 
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32 中原公園 綾瀬市上土棚北二丁目 324番 54 

別表第２（第３条関係） 

（平 23告示 19・全改、平 24 告示 28・平 24告示 52・平 25 告示 15・一部改正） 

地域防災無線設置場所一覧表 

 種別 呼出番号 設置場所又は設置車両所管 備考 

陸上移動局 

（半固定型） 

100 市役所（危機管理課） 統制用 

101 市役所（無線室１） 内線接続用 

102 市役所（無線室２） 内線接続用 

103 市役所（無線室３） 内線接続用 

110 大和警察署   

115 消防本部   

116 消防署管理担当   

117 消防北分署   

118 消防南分署   

151 綾北小学校   

152 天台小学校   

153 寺尾小学校   

154 早園小学校   

155 北の台小学校   

156 綾瀬小学校   

157 落合小学校   

158 綾西小学校   

159 綾南小学校   

160 土棚小学校   

161 北の台中学校   

162 綾北中学校   

163 綾瀬中学校   

164 城山中学校   

165 春日台中学校   

166 綾瀬高等学校   

167 綾瀬西高等学校   

 251 健康こども部 健康づくり推進課（保健

福祉プラザ） 

252 中央公民館   

253 中村地区センター   

254 大上保育園   

255 北の台地区センター   

256 綾北福祉会館   

257 寺尾児童館   

258 寺尾いずみ会館   

259 小園児童館   

260 早園地区センター   

261 ながぐつ児童館   

262 吉岡地区センター   

263 綾南地区センター   

264 綾南保育園   

265 南部ふれあい会館   

266 市民スポーツセンター   
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267 もみの木園   

500 海上自衛隊第４航空群   

701 神奈川県企業庁海老名水道営業所   

702 厚木保健福祉事務所大和センター   

703 日本郵便（株）綾瀬郵便局   

704 東京電力パワーグリッド（株）相模原

支社 

  

801 綾瀬市造園業協会   

802 綾瀬厚生病院   

803 綾瀬市土木協会   

910 消防団中央分団   

 920 消防団綾北分団   

930 消防団寺尾分団   

940 消防団早園分団   

950 消防団綾西分団   

960 消防団綾南分団   

121 経営企画部 企画課 

122 総務部 職員課 

510 米海軍厚木航空施設  

131 市長室 秘書広報課 

陸上移動局 

（車載型） 

10 土木部 道路管理課 

14 総務部 管財契約課 

15 教育部 教育指導課 

18 市長室 基地対策課 

20 土木部 道路管理課 

22 土木部 下水道課 

23 総務部 課税課 

36 都市部 建築課 

37 土木部 道路管理課 

40 土木部 道路管理課 

47 総務部 管財契約課 

48 総務部 管財契約課 

52 都市部 みどり公園課 

58 総務部 管財契約課 

60 福祉部 障がい福祉課（もみの木園） 

70 市長室 秘書広報課 

99 市長室 危機管理課 

105 市長室 危機管理課 

陸上移動局 

（携帯型） 

106 市長室 危機管理課 

107 市長室 危機管理課 

 119 消防本部 消防総務課 

120 消防本部 予防課 

123 福祉部 福祉総務課 

124 市民環境部 市民協働課 

125 健康こども部 青少年課 

126 都市部 都市計画課 

127 土木部 道路管理課 

128 土木部 下水道課 

129 教育部 教育総務課 

130 産業振興部 農業振興課 



資料 2-1-11 

268 市民環境部 リサイクルプラザ 

301 落合自治会館 落合自治会自主防災組織対

応用 

302 中村自治会館 中村自治会自主防災組織対

応用 

303 上深谷自治会館 上深谷自治会自主防災組織

対応用 

304 蓼川自治会館 蓼川自治会自主防災組織対

応用 

305 大上自治会館 大上自治会自主防災組織対

応用 

306 寺尾南自治会館 寺尾南自治会自主防災組織

対応用 

307 寺尾綾北自治会館 寺尾綾北自治会自主防災組

織対応用 

308 寺尾北自治会館 寺尾北自治会自主防災組織

対応用 

309 寺尾天台自治会館 寺尾天台自治会自主 

  防災組織対応用 

 310 小園自治会館 小園自治会自主防災組織対

応用 

311 早川自治会館 早川自治会自主防災組織対

応用 

312 吉岡自治会館 吉岡自治会自主防災組織対

応用 

313 綾西自治会館 綾西自治会自主防災組織対

応用 

314 上土棚自治会館 上土棚自治会自主防 

  災組織対応用 

911 消防団中央分団   

921 消防団綾北分団   

931 消防団寺尾分団   

941 消防団早園分団   

951 消防団綾西分団   

961 消防団綾南分団   

705 （一社）綾瀬市建設業協会  

510 陸上自衛隊 座間  
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第３号様式（第１８条関係） 

広  報    依    頼    書 

                          平成  年  月  日 

  管理責任者  殿         申請者    住  所    

                                    氏  名     ◯印  

次のとおり依頼します。           電  話    

件     名  

放 送 希 望 日 年  月  日（  ） ～   年  月  日（  ） 

放 送 時 間 □①  □②  □③  □④（     ） 

放 送 区 分 
□一斉放送（屋外子局放送）  □個別放送（個別受信機放送） 

□両方 

放 送 地 域 □市内全域 □地域別（                   ） 

放 送 文 

 

 

 

 

 

 

 

その他特記事項  

連絡先  担当者  

備考 

１ 太枠内のみ記入し、放送実施７日前までに提出してください。 

２ 放送区分・地域の「地域別」は、自治会単位、事業所又は公共施設と記入 

３ 放送時間 ①7：30～8：00 ②12：15～12：45 ③18：30～19：00 ④即時放送 
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第１号様式（第 15 条関係） 

（平 14 告示 19・一部改正、平 23 告示 19・旧第１号様式（その１）・一部改正） 

第２号様式（第 16 条関係） 

（平 14 告示 19・旧第３号様式繰上・一部改正、平 23 告示 19・一部改正） 

第３号様式（第 18 条関係） 

（平 10 告示８・一部改正、平 14 告示 19・旧第４号様式繰上・一部改正、平 29 告示

17・一部改正） 

 



ＡＣ100Ｖ ＡＣ100Ｖ

半固定型ＭＣＡ無線機

可搬型電源装置

ＭＣＡ無線イメージ海老名市 座間市 綾瀬市
消防指令センター

遠隔制御装置

モニター用受信機

消防庁舎

１Ｆ指令室

２Ｆ

車載型ＭＣＡ無線機

ホイップアンテナ

携帯型ＭＣＡ無線機

充電器

アンテナ

･ホイップアンテナ

･スリーブアンテナ

トランペットスピーカー

（レフレックス型）

受信装置用ダイポール型空中線

トランペットスピーカー

（ストレート型）

ＮＴＴ

Lアラート

屋外受信装置

携帯型ＭＣＡ無線機

ＰＢＸ

直流電源装置

空中線フィルター

無線送受信装置

同報系操作卓

ﾐｭｰｼﾞｯｸﾁｬｲﾑ

非常用発電機 直流電源装置

県防災行政通信網

半固定型MCA無線機ＮＴＴ3.4k

ＡＣ100Ｖ

電話接続装置

直流電源電源装置

モニター用受信機

地図表示盤

遠隔制御装置

Ｂ１Ｆ交換機室

音声応答装置

個別受信機

ＭＣＡ中継局自動通信記録装置

電波時計

ダイポール型空中線

鋼管柱
・選択呼出部

県災害情報ｼｽﾃﾑ

ＰＨＦ通信機械室

（秦野、八王子、横浜など）

スリーブ型空中線

モニター用受信機

ラジオ用・受信用空中線

市庁舎

自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ送出装置

被遠隔制御装置

個別受信機（屋外空中線付）

○一部に身障者用介助機器付個別受信機を設置する

同軸避雷器

（レフレックス型及びストレート型）

・マイクロホン

・電子チャイム

・電子サイレン

屋外受信子局

ロッドアンテナ
個別受信機

２－２　綾瀬市防災行政用無線系統図
　　　　（令和元年５月１日現在）

・子局監視制御部

・拡声増幅部

・非常用電源部

受信装置

トランペットスピーカー

（レフレックス型及びストレート型）

受信装置

三素子八木型空中線（送受信用）

トランペットスピーカー

地図表示盤

携帯型ＭＣＡ無線機衛星携帯電話

Ｅｍ－Ｎｅｔ J-ALERTモニター

１Ｆ防災無線室

２Ｆ防災対策課

・非常用電源部

半固定型MCA無線機

選択呼出部

子局監視装置

電子ｻｲﾚﾝ送出部

MAIL配信装置

J-ALERT

電話応答装置

鋼管柱
・選択呼出部

再送信拡声子局

三素子八木型空中線（送受信用）

・マイクロホン ・子局監視制御部

・電子チャイム ・拡声増幅部

・電子サイレン

資
料
-
2
-
2
-
1
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２－３　神奈川県防災行政無線系統図
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２－４ 防災行政用無線広報文例 
 

◆発生情報  
 
 ①綾瀬市役所から地震の発生についてお知らせします。 
  ただ今発生した地震は、綾瀬市で震度〇〇です。 
  火の元を点検するとともに、身の安全を図ってください。 
 
 ②綾瀬市役所から余震についてお知らせします。 
  ただ今、綾瀬市で震度○○の地震がありました。余震が続くと思われます。あわて

て外に飛び出すと危険です。落ち着いて行動してください。余震に備えて、身の安全

を図るとともに、火の元やガスの元栓を確認してください。 
 
 ③綾瀬市役所から台風〇〇号についてお知らせします。 
  ○月○日○曜日（時間帯）から、○月○日○曜日（時間帯）にかけて、台風○○号

の影響により、雨や風が強まる恐れがあります。 
今後の気象情報に注意し、災害に備えましょう。 
・浸水被害軽減のため、家の周りの点検を行いましょう。 
・防災ハザードマップで周囲の危険な場所を確認しましょう。 
・避難とは、災害の危険がある所から安全な場所へ逃げることです。避難所だけで

なく、自宅の２階や、親族・知人の家等、自分の身を守ることができる場所を確

認しましょう。 
 
 
◆洪水時避難指示等  
 

① 警戒レベル３ 

綾瀬市役所から洪水に関する警戒レベル３ 高齢者等避難の発令についてお知ら

せします。 
 ○○川が氾濫する恐れのある水位に近づいています。 

□□□○丁目、○丁目、○丁目の浸水想定区域に対し、警戒レベル３ 高齢者等

避難を発令しました。 
対象の区域にいるお年寄りなど、避難に時間のかかる方は、安全な場所に、速や

かに避難してください。 
 それ以外の方も、避難の準備を整え、危険だと思ったら早めに避難してください。 
 川の周辺には近づかず、外に出ることが危険だと思われるときは、少しでも浸水

しにくい高い場所に移動するなど、身の安全を確保してください。 
 ハザードマップで、自宅が安全だと確認できた場合は、自宅で避難しても構いま

せん。 
 

② 警戒レベル４ 

綾瀬市役所から洪水に関する警戒レベル４ 避難指示の発令についてお知らせ

します。 
○○川が氾濫する恐れがあります。 
□□□○丁目、○丁目、○丁目の浸水想定区域に対して、洪水に関する警戒レベ

ル４ 避難指示を発令しました。 
対象の区域にいる方は、全員、安全な場所に、今すぐ避難してください。 
川の周辺には近づかず、外に出ることが危険だと思われるときは、少しでも浸水

しにくい高い場所に移動するなど、身の安全を確保してください。 
ハザードマップで、自宅が安全だと確認できた場合は、自宅で避難しても構いま

せん。 
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 ③ 警戒レベル５ 

  （河川氾濫が切迫している状況） 

   緊急放送！緊急放送！ 
   綾瀬市区所から警戒レベル５ 緊急安全確保についてお知らせします。 

○○川が氾濫しているおそれがあります。 
   □□□○丁目、○丁目、○丁目の浸水想定区域に対して、警戒レベル５ 緊急安

全確保を発令しました。 
   命の危険が迫っています。外に出ることが危険だと思われるときは、自宅や近く

の建物で、少しでも浸水しにくい高い場所に移動するなど、直ちに身の安全を確保

してください。 
 
  （河川氾濫を確認した状況） 

緊急放送!緊急放送! 
   綾瀬市区所から警戒レベル５ 緊急安全確保についてお知らせします。 
   ○○川が氾濫しました。 
   □□□○丁目、○丁目、○丁目の浸水想定区域に対して、警戒レベル５ 緊急安

全確保を発令しました。 
   命の危険が迫っています。外に出ることが危険だと思われるときは、自宅や近く

の建物で、少しでも浸水しにくい高い場所に移動するなど、直ちに身の安全を確保

してください。 
 
 
◆土砂災害時避難指示等  
 

① 警戒レベル３ 

綾瀬市役所から土砂災害に関する警戒レベル３ 高齢者等避難の発令についてお

知らせします。 
 □□□○丁目、○丁目、○丁目の土砂災害警戒区域に対して、土砂災害に関する

警戒レベル３ 高齢者等避難を発令しました。 
 土砂災害が発生するおそれがあります。 

対象の区域にいるお年寄りなど、避難に時間のかかる方は、安全な場所に、速や

かに避難してください。 
 それ以外の方も、避難の準備を整え、危険だと思ったら早めに避難してください。 

 
② 警戒レベル４ 

綾瀬市役所から土砂災害に関する警戒レベル４ 避難指示の発令についてお知ら

せします。 
 □□□○丁目、○丁目、○丁目の土砂災害警戒区域に対して、土砂災害に関する

警戒レベル４ 避難指示を発令しました。 
土砂災害の危険性が高まっています。 
対象の区域にいる方は、全員、安全な場所に、今すぐ避難してください。 

   外に出ることが危険と思われる場合には、少しでも崖から離れた建物や自宅内の

部屋に移動するなど、身の安全を確保してください。 
 
 ③ 警戒レベル５ 

  （土砂災害発生が切迫している状況） 

   緊急放送！緊急放送！ 
   綾瀬市区所から警戒レベル５ 緊急安全確保についてお知らせします。 
   ○○地区では土砂災害が既に発生している可能性が高い状況です。 
   ○○地区の土砂災害警戒区域に対し、警戒レベル５ 緊急安全確保を発令しまし

た。 
   命の危険が迫っています。 

外に出ることが危険と思われる場合には、少しでも崖から離れた建物や自宅内の

部屋に移動するなど、身の安全を確保してください。 
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  （土砂災害発生を確認した状況） 

   緊急放送！緊急放送！ 
   綾瀬市区所から警戒レベル５ 緊急安全確保についてお知らせします。 
   ○○地区では土砂災害が発生しました。 
   ○○地区の土砂災害警戒区域に対し、警戒レベル５ 緊急安全確保を発令しまし

た。 
   命の危険が迫っています。 

外に出ることが危険と思われる場合には、少しでも崖から離れた建物や自宅内の

部屋に移動するなど、身の安全を確保してください。 
 
 
 
◆避難情報  
 
 ①綾瀬市役所から避難についてお知らせします。 
  先ほど発生した地震により、〇〇地区で火災が発生し、〇〇方向に延焼拡大してい 
 ます。〇〇地区の皆様は、広域避難場所に避難してください。避難する際には、車は 
 使用しないでください。 
 

②綾瀬市役所から避難所の開設についてお知らせします。  
○○地区、○○に避難所を開設しました。 
避難の必要がある方は、避難してください。避難する際には、車は使用しないでく 

 ださい。 
 
 ③綾瀬市役所から避難所についてお知らせします。 
  現在、〇〇地区〇〇避難所は、収容不能です。これから避難される方は、〇〇避難 
 所へ避難してください。 
 
 
◆被害情報  
 
 ①綾瀬市役所から地震の被害状況についてお知らせします。 
  先ほど発生した地震により、市内に被害が発生しています。 
  〇〇道の〇〇から〇〇までは、通行が禁止されています。警察官の指示に従って行 
 動してください。 
  また、市内の道路は大変混雑しています。車は使用しないでください。 
   
 ②綾瀬市役所から停電についてお知らせします。 
  ただ今、市内全域が（○○地区は）停電しています。 
  ※以下、次のアかイを状況に応じて使い分ける。 

 ア 現在、東京電力パワーグリッドでは復旧作業を急いでおります。 
 イ 東京電力パワーグリッドによりますと、復旧の見通しは、○月○日○○時頃

の見込です。 
     復旧の際には、電気器具からの出火防止に努めてください。 
 
 ③綾瀬市役所から断水についてお知らせします。 
  ただ今、市内全域が（○○地区は）断水しています。 
  ※以下、次のアかイを状況に応じて使い分ける。 

 ア現在、水道局では復旧作業を急いでおります。 
 イ水道局によりますと、復旧の見通しは、○月○日○○時頃の見込です。 

  
 ④綾瀬市役所からガスの供給停止についてお知らせします。 
  ただ今、市内全域で（○○地区は）ガスの供給が停止しています。 
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  復旧には、○○日程度、かかる見込です。 
  ガス会社が、安全を確認するまで、火を絶対に使用しないでください。 
 
 
 
 ⑤綾瀬市役所からガス漏れについてお知らせします。 
  ただ今、○○地区○○番地付近でガス漏れが発生しました。 
  付近住民の方は、当分の間、火を絶対に使用しないでください。 
 
 ⑥綾瀬市役所から電話の使用についてお知らせします。 
  ただ今、市内全域で（○○地区は）電話が不通となっております。       

※以下、次のアかイを状況に応じて使い分ける。 
 ア 現在、ＮＴＴでは復旧作業を急いでおります。 
 イ ＮＴＴによりますと、復旧の見通しは、○月○日○○時頃の見込です。 
   なお、○○に臨時電話が開設されていますので、ご利用ください。 

 
 
◆生活支援情報  

①綾瀬市役所から飲料水、食料品の配布についてお知らせします。 
○月○日○時から、○○地域は○○で、飲料水、食料品の配布を行います。 
 

②綾瀬市役所から応急救護所の開設についてお知らせします。 
○○地区、○○に応急救護所が開設されました。 
けがをされた方は、手当を受けてください。 
 
 

◆復旧情報  
 ①綾瀬市役所から電気の復旧についてお知らせします。 

ただ今、○○地区では、電気が復旧しました。電気器具からの出火がないか、確認 
し、出火防止に努めてください。 

 
②綾瀬市役所から水道の復旧についてお知らせします。 

ただ今、○○地区では、水道が復旧しました。 
 

③綾瀬市役所からガスの供給開始についてお知らせします。 
ただ今、○○地区では、ガスの供給が開始されました。 
 

④綾瀬市役所からガス漏れの復旧についてお知らせします。 
ただ今、○○地区のガス漏れは復旧しました。御協力ありがとうございました。 
 

⑤綾瀬市役所から電話の復旧についてお知らせします。 
ただ今、○○地区では電話が復旧しました。（○○地区では、復旧までに○日程度 

 かかる見込です。復旧していない地域では、引き続き臨時電話をご利用ください。） 
 
 
◆流言飛語の防止  
 ①綾瀬市役所から流言飛語についてお知らせします。 

ただ今、市内の一部で誤った情報が流れています。ラジオ・テレビなどの情報や、

防災行政用無線で正しい情報を知るようにしてください。 
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３－１ 飲料水兼用耐震性貯水槽設置場所及び給水資機材 

                      （令和４年４月１日現在） 

 １設置場所 

№ 設   置   場   所 名    称 容量 設置年度 

１ 綾瀬市深谷上四丁目５２３４ 光綾公園駐車場 
100 

m3 
平成２年度 

２ 綾瀬市大上九丁目１４番１号 北の台小学校 
100 

m3 
平成３年度 

３ 綾瀬市寺尾本町三丁目１０番１号 綾北小学校 
100 

m3 
平成４年度 

４ 綾瀬市小園４２０番地 早園小学校 
100 

m3 
平成５年度 

５ 綾瀬市綾西一丁目２番１号 綾西小学校 
100 

m3 
平成６年度 

６ 綾瀬市上土棚中一丁目１２番１９号 綾南小学校 
100 

m3 
平成７年度 

７ 綾瀬市深谷中一丁目４番３０号 消防本部庁舎 
100 

m3 
令和元年度 

 

 ２給水資機材 

№ 品        名 数量 № 品        名 数量 

１ 手押しポンプ 2 ６ 手押し台 1 

２ 手押しポンプ架台 1 ７ バルブキー 1 

３ エンジンポンプ 1 ８ レンチ類 1 

４ 立ち込み式水栓 1 ９ 手鉤 2 

５ フレキシブルホース 2    

 



○災害救助法施行規則 

（昭和二十二年十月三十日） 

（総理庁、厚生省、内務省、大蔵省、運輸省令第一号） 

改正 昭和三七年七月九日／総理府／大蔵省／厚生省／運輸省／自治省／令第一号 

同五六年三月三〇日同第一号 

同五九年六月二二日同第一号 

平成一二年一〇月一一日同第一号 

同一四年六月二八日内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、国土交通省令第一号 

同一九年三月三〇日同第一号 

同二五年一〇月一日内閣府令第六七号 

同三〇年一二月二八日同第五五号 

災害救助法施行規則を、次のように定める。 

災害救助法施行規則 

（公用令書の交付等） 

第一条 災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号。以下「法」という。）第五条第

一項又は第九条第一項の規定により物資の保管を命じ、物資を収用し、施設を管理

し、又は土地、家屋若しくは物資を使用する場合の公用令書は、当該の物資、施設、

土地又は家屋を所有する者に対して交付しなければならない。ただし、所有者に交

付することが困難な場合においては、権原に基づいてその物資、施設、土地又は家

屋を占有する者に対して交付することをもって足りる。 

２ 前項本文の場合において、所有者が占有者でないときは、占有者に対しても公用

令書を交付しなければならない。 

３ 公用令書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 公用令書の交付を受ける者の氏名（法人その他の団体については、その名称） 

二 保管させるべき物資の種類、数量、所在の場所及び保管の期間（物資を収用する

場合においては、収用すべき物資の種類、数量、所在の場所及び引渡時期、施設

を管理する場合においては、管理すべき施設の名称、種類及び所在の場所並びに

管理の範囲及び期間、土地又は家屋を使用する場合においては、使用すべき土地

又は家屋の種類及び所在の場所並びに使用の範囲及び期間、物資を使用する場合

においては、使用すべき物資の種類、数量、所在の場所、引渡時期及び使用の期
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間） 

三 その他必要と認める事項 

４ 指定行政機関の長（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条

第三号に規定する指定行政機関の長をいい、当該指定行政機関が内閣府設置法（平

成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項若しくは第二項若しくは国家行政組織

法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項の委員会若しくは災害対策基本法

第二条第三号ロに掲げる機関又は同号ニに掲げる機関のうち合議制のものである場

合にあっては、当該指定行政機関とする。以下同じ。）若しくは指定地方行政機関

の長（同条第四号に規定する指定地方行政機関の長をいう。以下同じ。）又は都道

府県知事若しくは救助実施市の長（以下「都道府県知事等」という。）が、公用令

書を交付した後前項各号に掲げる事項を変更したときは、遅滞なく公用変更令書を

交付しなければならない。 

５ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事等が、公用令

書を交付した後保管、収用、管理又は使用に関する処分を必要としなくなったとき

は、遅滞なく公用取消令書を交付しなければならない。 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・平一二総府蔵厚運自省令一・平二五内府令六

七・平三〇内府令五五・一部改正） 

（物資の引渡し） 

第二条 収用又は使用すべき物資は、公用令書に記載した引渡時期にその所在の場所

において、収用又は使用の処分を行う指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関

の長又は都道府県知事等に引き渡さなければならない。 

２ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事等は、当該職

員に、収用又は使用すべき物資の引渡しを受けさせるものとする。 

３ 当該職員が引渡しを受けたときは、受領調書を作り、引渡しを行った所有者又は

占有者に交付しなければならない。 

４ 当該職員が前項の規定により受領調書を占有者に交付した場合においては、遅滞

なく所有者にその謄本を交付しなければならない。 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・平一九内府総省財厚労国交令一・平二五内府

令六七・平三〇内府令五五・一部改正） 

（損失補償請求書の提出） 
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第三条 法第五条第三項（法第九条第二項の規定により準用される場合を含む。）の

規定による損失の補償を請求しようとする者は、保管、管理又は使用の場合におい

ては保管、管理又は使用の期間満了の後において、収用の場合においては収用の後

三月以内において、補償請求の事由、補償請求額その他必要と認める事項を記載し

た損失補償請求書を、当該処分を行った指定行政機関の長若しくは指定地方行政機

関の長又は都道府県知事等に提出しなければならない。ただし、保管、管理又は使

用の場合においては、保管、管理又は使用を開始した日から一月を経過するごとに

その経過した期間の分について直ちに損失補償請求書を提出することができる。 

２ 損失補償請求書には、損失補償額算出明細書を添付しなければならない。受領調

書の交付を受けた場合であるときは、なおその写しを添付しなければならない。 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・平二五内府令六七・平三〇内府令五五・一部

改正） 

（従事命令の方法） 

第四条 法第七条第一項又は第二項の規定により従事させる場合の公用令書には、次

に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 命令を受ける者の氏名、職業、出生の年月日及び居住の場所（法人その他の団体

についてはその名称、事業の種類及び主なる事務所の所在地） 

二 従事すべき業務 

三 従事すべき場所及び期間 

四 出頭すべき日時及び場所（法人その他の団体については従事すべき業務の内容計

画） 

五 その他必要と認める事項 

２ 公用令書の交付を受けた者がやむを得ない事故により救助の実施に従事すること

ができない場合には、直ちに事由を付して従事命令を発した都道府県知事等、地方

運輸局長（国土交通省設置法（平成十一年法律第百号）第四条第一項第十八号、第

八十六号及び第八十七号並びに第八十六号の事務に係る同項第十九号に掲げる事務

に係る権限については、運輸監理部長を含む。以下同じ。）にその旨を届け出なけ

ればならない。 

３ 前項の規定による届出があった場合において、都道府県知事等、地方運輸局長が

救助の実施に従事させることを適当でないと認めるときは、第一項の命令を取り消
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すことができる。この場合においては、公用取消令書を発し、その者に交付しなけ

ればならない。 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・昭五六総府蔵厚運自省令一・昭五九総府蔵厚

運自省令一・平一四内府総省財厚労国交令一・平二五内府令六七・平三〇内

府令五五・一部改正） 

（実費弁償請求書の提出） 

第五条 法第七条第五項の規定による実費弁償を受けようとする者は、実費弁償請求

の事実、実費弁償請求額その他必要と認める事項を記載した実費弁償請求書を従事

命令を発した都道府県知事等又は法第七条第二項の規定による要求をした都道府県

知事等（この場合においては、従事命令を発した地方運輸局長を経由しなければな

らない。）に提出しなければならない。 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・昭五九総府蔵厚運自省令一・平二五内府令六

七・平三〇内府令五五・一部改正） 

（扶助金支給申請書の提出） 

第六条 法第十二条の規定による扶助金を受けようとする者は、扶助金支給申請書を

従事命令若しくは協力命令を発した都道府県知事等又は法第七条第二項の規定によ

る要求をした都道府県知事等（この場合においては、従事命令を発した地方運輸局

長を経由しなければならない。）に提出しなければならない。 

２ 扶助金支給申請書には、次の区別に従い、所要書類を添付しなければならない。 

一 療養扶助金支給申請書については医師の診断書及び療養費に関する請求書又は

領収書 

二 障害扶助金支給申請書については身体障害の程度及び療養開始以来の経過を詳

記した医師の診断書 

三 遺族扶助金又は葬祭扶助金の支給申請書については医師の死亡診断書及び死亡

者との関係を証明する書類 

（昭三七総府蔵厚運自省令一・昭五九総府蔵厚運自省令一・平二五内府令六

七・平三〇内府令五五・一部改正） 

附 則 

① この命令は、公布の日から、これを施行する。 

② 罹災救助基金法施行手続、北海道罹災救助基金法施行手続及び明治三十八年大蔵



省令第三十八号は、これを廃止する。 

附 則 （昭和三七年七月九日／総理府／大蔵省／厚生省／運輸省／自治省／

令第一号） 

この命令は、災害対策基本法等の一部を改正する法律（昭和三十七年法律第百九号）

の施行の日から施行する。 

（施行の日＝昭和三七年七月一〇日） 

附 則 （昭和五六年三月三〇日／総理府／大蔵省／厚生省／運輸省／自治省

／令第一号） 

この命令は、地方支分部局の整理のための行政管理庁設置法等の一部を改正する法

律の施行の日（昭和五十六年四月一日）から施行する。 

附 則 （昭和五九年六月二二日／総理府／大蔵省／厚生省／運輸省／自治省

／令第一号） 

この命令は、昭和五十九年七月一日から施行する。 

附 則 （平成一二年一〇月一一日／総理府／大蔵省／厚生省／運輸省／自治

省／令第一号） 

この命令は、平成十三年一月六日から施行する。 

附 則 （平成一四年六月二八日内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、国土

交通省令第一号） 

この命令は、平成十四年七月一日から施行する。 

附 則 （平成一九年三月三〇日内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、国土

交通省令第一号） 

この命令は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二五年一〇月一日内閣府令第六七号） 

（施行期日） 

第一条 この府令は、災害対策基本法等の一部を改正する法律附則第一条第一号に掲

げる規定の施行の日（平成二十五年十月一日）から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この府令の施行前に開始した災害救助法第二条に規定する救助に係る災害対

策基本法等の一部を改正する法律第三条の規定による改正前の災害救助法第二十三

条の二第一項又は第二十六条第一項の規定に係る公用令書の交付、第二十三条の二
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第三項の規定による損失補償請求書の提出、第二十四条第一項又は第二項の規定に

よる従事命令の方法、第二十四条第五項の規定による実費弁償請求書の提出及びこ

の府令の施行前に支給すべき事由の生じた扶助金の支給に係る扶助金支給申請書の

提出については、この府令による改正後の災害救助法施行規則第一条、第三条、第

四条、第五条及び第六条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 （平成三〇年一二月二八日内閣府令第五五号） 

この命令は、平成三十一年四月一日から施行する。 
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災害救助法施行細則による救助の程度等 

 

昭和40年９月10日告示第561号 

改正  令和５年８月15日告示第392号 

  

災害救助法施行細則（昭和34年神奈川県規則第90号）第３条の規定による救助の程度、方法及び期

間並びに第11条の規定による実費弁償の程度を次のように定め、昭和40年８月１日から適用する。 

災害救助法による救助の程度、方法及び期間（昭和33年神奈川県告示第558号）及び災害救助法に

よる実費弁償の限度（昭和33年神奈川県告示第559号）は、廃止する。 

 

１ 救助の程度、方法及び期間 

救助の程度、方法及び期間は、次のとおりとする。 

(１) 避難所及び応急仮設住宅の供与 

ア 避難所 

(ア) 避難所は、災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者に供与するものとす

る。 

(イ) 避難所は、学校、公民館等既存の建物の利用を原則とするが、これらの適当な建物を利

用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、天幕を設営し、又はその他の適切な方

法により実施するものとする。 

(ウ) 避難所の設置のため支出する費用は、避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等

雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並び

に仮設便所等の設置費（災害救助法（昭和22年法律第118号。以下「法」という。）第４条

第２項の避難所については、災害が発生するおそれがある場合において必要となる建物の使

用謝金、光熱水費等）とし、１人１日当たり340円以内とする。 

(エ) 福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であつて避難所での避難

生活において特別な配慮を必要とするものに供与する避難所をいう。）を設置した場合は、

(ウ)の金額に、当該地域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算すること

ができるものとする。 

(オ) 避難所での避難生活が長期にわたる場合等においては、避難所で避難生活している者へ

の健康上の配慮等により、ホテル・旅館など宿泊施設の借上げを実施し、これを供与するこ

とができるものとする。 

(カ) 法第４条第１項第１号の避難所を開設する期間は、災害発生の日から７日以内とし、同

条第２項の避難所を開設する期間は、法第２条第２項の規定による救助を開始した日から、

災害が発生しなかったと判明し、現に救助の必要がなくなった日（災害が発生し、継続して

避難所の供与を行う必要が生じた場合は、同項の規定による救助を終了する旨を公示した

日）までの期間とする。 

イ 応急仮設住宅 

応急仮設住宅は、住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であつて、自らの資

力では住家を得ることができないものに、建設し供与するものであつて(ア)に掲げる要件を満

たすもの（以下「建設型応急住宅」という。）、民間賃貸住宅を借上げて供与するものであつ

て(イ)に掲げる要件を満たすもの（以下「賃貸型応急住宅」という。）又はその他適切な方法

により供与するものとする。 

(ア) 建設型応急住宅 

  ａ 建設型応急住宅の設置に当たつては、原則として、公有地を利用すること。ただし、こ

れら適当な公有地を利用することが困難な場合は、民有地を利用することが可能であるこ

と。 

ｂ １戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域の実情、世帯構成等に

応じて設定し、その設置のために支出できる費用は、設置にかかる原材料費、労務費、附

帯設備工事費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費として、677万5,000円以内とするこ
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と。 

ｃ 建設型応急住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね50戸以上設置した場合は、

居住者の集会等に利用するための施設を設置でき、50戸未満の場合でも戸数に応じた小規

模な施設を設置できること。 

ｄ 福祉仮設住宅（老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等で

あつて日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに供与する施設をいう。）を建設型応

急住宅として設置できること。 

ｅ 建設型応急住宅は、災害発生の日から20日以内に着工し、速やかに設置すること。 

ｆ 建設型応急住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準法（昭和25年法律第201

号）第85条第３項又は第４項に規定する期限までとすること。 

ｇ 建設型応急住宅の供与終了に伴う建設型応急住宅の解体撤去及び土地の原状回復のため

に支出できる費用は、当該地域における実費とすること。 

(イ) 賃貸型応急住宅 

    ａ 賃貸型応急住宅の１戸当たりの規模は、世帯の人数に応じて(ア)ｂに定める規模に準ず

ることとし、その借上げのために支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手

数料又は火災保険等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠なものとし

て、地域の実情に応じた額とすること。 

    ｂ 賃貸型応急住宅は、災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければ

ならないこと。 

    ｃ 賃貸型応急住宅を供与できる期間は、(ア)ｆと同様の期間とすること。 

(２) 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

ア 炊き出しその他による食品の給与 

(ア) 炊き出しその他による食品の給与は、避難所に避難している者又は住家に被害を受け、

若しくは災害により現に炊事のできない者に対して行う。 

(イ) 炊き出しその他による食品の給与は、被災者が直ちに食することができる現物により行

う。 

(ウ) 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出する費用は、主食、副食及び燃料

等の経費とし、１人１日当たり1,230円以内とする。 

(エ) 炊き出しその他による食品の給与を実施する期間は、災害発生の日から７日以内とす

る。 

イ 飲料水の供給 

(ア) 飲料水の供給は、災害のため現に飲料水を得ることができない者に対して行う。 

(イ) 飲料水の供給を実施するため支出する費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水に必要

な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用とし、当該地域にお

ける通常の実費とする。 

(ウ) 飲料水の供給を実施する期間は、災害発生の日から７日以内とする。 

(３) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

ア 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は

床上浸水（土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となつたものを含む。以

下同じ。）、全島避難等により、生活上必要な被服、寝具その他生活必需品を喪失又は損傷等

により使用することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行う。 

イ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲

内において現物をもつて行う。 

(ア) 被服、寝具及び身の回り品 

(イ) 日用品 

(ウ) 炊事用具及び食器 

(エ) 光熱材料 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出する費用は、季別及び世帯区分によ

り１世帯当たり次に掲げる額以内とする。この場合において、季別は、災害発生の日をもつて

決定する。 
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(ア) 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受けた世帯 

 世帯区分 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

世帯員が６人以

上の世帯 

 

 季別  

 
夏季（４月から９月ま

での期間をいう。以下

同じ。） 

19,200円 24,600円 36,500円 43,600円 55,200円 

55,200円に５人

を超える世帯員

１人につき8,000

円を加算した額 

 

 

冬季（10月から３月ま

での期間をいう。以下

同じ。） 

31,800円 41,100円 57,200円 66,900円 84,300円 

84,300円に５人

を超える世帯員

１人につき

11,600円を加算

した額 

 

(イ) 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯 

 世帯区分 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

世帯員が６人以

上の世帯 

 

 季別  

 

夏季 6,300円 8,400円 12,600円 15,400円 19,400円 

19,400円に５人

を超える世帯員

１人につき2,700

円を加算した額 

 

 

冬季 10,100円 13,200円 18,800円 22,300円 28,100円 

28,100円に５人

を超える世帯員

１人につき3,700

円を加算した額 

 

エ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、災害発生の日から10日以内に完了するもの

とする。 

(４) 医療及び助産 

ア 医療 

(ア) 医療は、災害のため医療の方途を失つた者に対して、応急的に処置するものとする。 

(イ) 医療は、救護班によつて行う。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合におい

ては、病院又は診療所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和

22年法律第217号）に規定するあん摩マツサージ指圧師、はり師若しくはきゆう師又は柔道

整復師法（昭和45年法律第19号）に規定する柔道整復師（以下これらを「施術者」とい

う。）を含む。）において医療（施術者が行うことのできる範囲の施術を含む。）を行うこ

とができる。 

(ウ) 医療は、次の範囲内において行う。 

ａ 診察 

ｂ 薬剤又は治療材料の支給 

ｃ 処置、手術その他の治療及び施術 

ｄ 病院又は診療所への収容 

ｅ 看護 

(エ) 医療のため支出する費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料及び破損した

医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療報酬の額

以内とし、施術者による場合は協定料金の額以内とする。 

(オ) 医療を実施する期間は、災害発生の日から14日以内とする。 

イ 助産 

(ア) 助産は、災害発生の日以前又は以後７日以内に分べんした者であつて、災害のため助産

の方途を失つた者に対して行う。 

(イ) 助産は、次の範囲内において行う。 

ａ 分べんの介助 
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ｂ 分べん前及び分べん後の処置 

ｃ 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

(ウ) 助産のため支出する費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし、助

産師による場合は慣行料金の100分の80以内の額とする。 

(エ) 助産を実施する期間は、分べんした日から７日以内とする。 

(５) 被災者の救出 

ア 被災者の救出は、災害のため、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の

状態にある者を捜索し、又は救出するものとする。 

イ 被災者の救出のため支出する費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費又は購

入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

ウ 被災者の救出を実施する期間は、災害発生の日から３日以内とする。 

(６) 被災した住宅の応急修理 

ア 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理 

 (ア) 災害のため住家が半壊、半焼又ははこれらに準ずる程度の損傷を受け、雨水の浸入等を

放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある者に対して行うものであること。  

(イ) 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必要な部分に対し、合成樹脂シート、

ロープ、土のう等を用いて行うものとし、その修理のために支出できる費用は、一世帯当たり

５万円以内とすること。 

(ウ) 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害発生の日から10日以内に完了す

ること。 

イ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 

(ア) 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力で 

は応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難であ

る程度に住 

家が半壊した者に対して行うものであること。 

(イ) 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものと 

し、その修理のために支出できる費用は、一世帯当たり次に掲げる額以内とすること。 

 ａ bに掲げる世帯以外の世帯 70万6,000円 

 ｂ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 34万3,000円 

(ウ) 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害発生の日から３月以内（災害対策基本 

法（昭和36年法律第223号）第23条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第24条第１ 

項に規定する非常災害対策本部又は同法第28条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置 

された災害にあっては、６月以内）に完了すること。(７) 学用品の給与 

ア 学用品の給与は、住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水による喪失若しくは損

傷等により学用品を使用することができず、就学上支障のある小学校児童（義務教育学校の前

期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。以下同じ。）、中学校生徒（義務教育学校の

後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部の生徒を含む。以下同じ。）及

び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後

期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、

専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行う。 

イ 学用品の給与は、被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物をもつて行

う。 

(ア) 教科書 

(イ) 文房具 

(ウ) 通学用品 

ウ 学用品の給与のため支出する費用は、次の額以内とする。 

(ア) 教科書代 

ａ 小学校児童及び中学校生徒 

教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律第132号）第２条第１項に規定する教

科書及び教科書以外の教材で、神奈川県教育委員会又は市町村の教育委員会に届け出て、
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又はその承認を受けて使用するものを給与するための実費 

ｂ 高等学校等生徒 

正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

(イ) 文房具及び通学用品費 

小学校児童１人当たり 4,800円 

中学校生徒１人当たり 5,100円 

高等学校等生徒１人当たり 5,600円 

エ 学用品の給与は、災害発生の日から教科書については１月以内、その他の学用品については

15日以内に完了するものとする。 

(８) 埋葬 

ア 埋葬は、災害の際死亡した者について、死体の応急的な処理程度のものを行う。 

イ 埋葬は、次の範囲内において、原則として棺又は棺材の現物をもつて行う。 

(ア) 棺（附属品を含む。） 

(イ) 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。） 

(ウ) 骨つぼ及び骨箱 

ウ 埋葬のため支出する費用は、１体当たり大人21万9,100円以内、小人17万5,200円以内とす

る。 

エ 埋葬は、災害発生の日から10日以内に完了するものとする。 

(９) 死体の捜索 

ア 死体の捜索は、災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡し

ていると推定される者に対して行う。 

イ 死体の捜索のため支出する費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又は購入

費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

ウ 死体の捜索は、災害発生の日から10日以内に完了するものとする。 

(10) 死体の処理 

ア 死体の処理は、災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行う。 

イ 死体の処理は、次の範囲内において行う。 

(ア) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

(イ) 死体の一時保存 

(ウ) 検案 

ウ 検案は、原則として救護班によつて行う。 

エ 死体の処理のため支出する費用は、次に掲げるところによる。 

(ア) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置のための費用は、１体当たり3,500円以内とする。 

(イ) 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するために既存の建物を利用する場合

は当該施設の借上げに要する通常の実費とし、既存の建物を利用できない場合は１体当たり

5,500円以内とする。この場合において、死体の一時保存にドライアイスの購入費等の経費

が必要なときは、当該地域における通常の実費を加算できる。 

(ウ) 救護班により検案ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内とする。 

オ 死体の処理は、災害発生の日から10日以内に完了するものとする。 

(11) 災害によつて住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼし

ているもの（以下「障害物」という。）の除去 

ア 障害物の除去は、居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運び込

まれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力をもつてしては、当該障

害物を除去することができない者に対して行う。 

イ 障害物の除去のため支出する費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具

等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、市町村内において障害物の除去を

行つた１世帯当たりの平均が13万8,700円以内とする。 

ウ 障害物の除去は、災害発生の日から10日以内に完了するものとする。 

(12) 救助のための輸送及び賃金職員等の雇用 

ア 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出する範囲は、次に掲げる範囲とする。 
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(ア) 被災者（法第４条第２項の救助にあっては、避難者）の避難に係る支援 

(イ) 医療及び助産 

(ウ) 被災者の救出 

(エ) 飲料水の供給 

(オ) 死体の捜索 

(カ) 死体の処理 

(キ) 救済用物資の整理配分 

イ 救助のため支出する輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とする。 

ウ 救助のための輸送及び賃金職員等の雇用をする期間は、当該救助を実施する期間内とする。 

２ 実費弁償 

実費弁償は、次のとおりとする。 

(１) 災害救助法施行令（昭和22年政令第225号。以下「政令」という。）第４条第１号から第４

号までに規定する者 

ア 日当 

(ア) 医師及び歯科医師１人１日当たり ２万3,300円以内 

(イ) 薬剤師１人１日当たり １万7,700円以内 

(ウ) 保健師及び看護師１人１日当たり １万7,200円以内 

(エ) 助産師１人１日当たり １万7,900円以内 

(オ) 准看護師１人１日当たり １万4,200円以内 

(カ) 診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士１人１日当たり １万6,000円以内 

(キ) 救急救命士１人１日当たり １万6,000円以内 

(ク) 歯科衛生士１人１日当たり １万5,100円以内 

(ケ) 土木技術者及び建築技術者１人１日当たり １万5,600円以内 

(コ) 大工１人１日当たり ２万7,500円以内 

(サ) 左官１人１日当たり ２万8,700円以内 

(シ) とび職１人１日当たり ３万円以内 

イ 時間外勤務手当 

職種ごとに、アの(ア)から(シ)までに定める日当額を基礎とし、かつ、常勤の県職員との均

衡を考慮して算定した額以内とする。 

ウ 旅費 

常勤の県職員の旅費の額に相当する額以内とする。 

(２) 政令第４条第５号から第10号までに規定する者 

業者のその地域における慣行料金による支出実績に手数料としてその100分の３の額を加算し

た額以内 

３ 災害救助事務 

  法第18条第１項の救助の事務を行うのに必要な費用（以下「救助事務費」という。）は、次のと

おりとする。 

(１) 救助事務費に支出できる範囲は、救助の事務を行うのに要した経費（救助の実施期間内のも

のに限る。）及び災害救助費の精算の事務を行うのに要した経費とし、次に掲げる費用とする。 

  ア 時間外勤務手当 

  イ 賃金職員等雇上費 

  ウ 旅費 

  エ 需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費及び修繕費をいう。） 

  オ 使用料及び賃借料 

  カ 通信運搬費 

  キ 委託費 

(２) 各年度において、(１)の救助事務費に支出できる費用は、法第21条に定める国庫負担を行う

年度（以下「国庫負担対象年度」という。）における各災害に係る(１)アからキまでに掲げる費

用について、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第143条に定める会計年度所属区分によ

り当該年度の歳出に区分される額を合算し、各災害の当該合算した額の合計額が、国庫負担対象
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年度に支出した救助事務費以外の費用の額の合算額に、次のアからキまでに掲げる区分に応じ、

それぞれアからキまでに定める割合を乗じて得た額の合計額以内とする。 

  ア 3,000万円以下の部分の金額については、100分の10 

  イ 3,000万円を超え6,000万円以下の部分の金額については、100分の９ 

  ウ 6,000万円を超え１億円以下の部分の金額については、100分の８ 

  エ １億円を超え２億円以下の部分の金額については、100分の７ 

  オ ２億円を超え３億円以下の部分の金額については、100分の６ 

  カ ３億円を超え５億円以下の部分の金額については、100分の５ 

  キ ５億円を超える部分の金額については、100分の４ 

(３) (２)の「救助事務費以外の費用の額」とは、１に規定する救助の実施のために支出した費用

及び２に規定する実費弁償のため支出した費用を合算した額、法第９条第２項において準用する

法第５条第３項に規定する損失補償に要した費用の額、政令第８条第２項に定めるところにより

算定した法第12条の扶助金の支給基礎額を合算した額、法第19条に規定する委託費用の補償に要

した費用の額並びに法第20条第１項に規定する求償に対する支払いに要した費用の額（救助事務

費の額を除く。）の合計額をいう。 
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３－４ 災害時における医療・医薬品に関する協定 
 

災害時における医療救護活動に関する協定書（綾瀬市医師会） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬市医師会（以下「乙」という。）は、綾瀬市内に地震、風水害及び

その他による災害が発生し、又は災害が発生するおそれのある場合（以下「災害時」という。）における医

療救護活動を実施するため、その要請の適正化と円滑なる運営を期するため、次のとおり協定を締結する。 

（協力の要請） 

第１条 甲は、災害時、綾瀬市災害対策本部（以下「災対本部」という。）が設置されたときは、乙に対し、      

その旨を連絡するものとする。 

２ 甲は、災対本部が設置された場合において、医療救護活動の実施のため、乙に対し医療救護班の要請を 

 求める必要があると認めたときは、次に掲げる事項を明らかにした医療救護活動応援要請書（第１号様式）  

 により乙に応援を要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話、口頭等により、乙に対し要 

 請し、事後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）災害の状況及び応援を必要とする事由 

（２）応援を必要とする期間、場所、人員、活動内容及び資機材等 

（３）その他必要とする事項 

（協力の実施） 

第２条 乙は、前条第１項の規定により、甲から災対本部の設置の連絡を受けたときは、直ちに医療救護班 

を設置し、甲からの応援要請に応じるものとする。 

２ 乙は、前条の規定により、甲から応援の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない 

 事由のない限りこれに応ずるものとし、いつでも要請に応じられる態勢を平常から確立しておくものとす 

 る。 

（協力の結果報告） 

第３条 乙は、前条の規定により、甲の要請する業務に従事した場合は、随時その活動内容を電話等により 

 報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次に掲げる事項を記載した医療救護活動報告書 

 （第２号様式）により、甲に報告するものとする。 

（１）活動の期間、場所 

（２）活動した医師等の人数 

（３）受診者数（重症、軽症、死亡の別） 

（４）使用した医療品、医療機材の種類及び数量 

（５）救急医療の概要 

（６）その他必要事項 

 

 

（経費の負担） 

第４条 第２条の規定により、甲の要請する業務を実施した場合において、そのために乙が要した実費弁償 

 及び損害補償は、甲が負担するものとする。 

２ 災害救助法が適用された災害において出動した医師等に対する実費弁償及び損害補償は、その適用の範 

囲で行い、県が支弁するものとする。 

３ 企業等の施設内に発生した災害において出動した医師等に対する実費弁償及び損害補償は、当該施設の

事業主又は管理者あるいは災害発生の第１原因者が負担するものとする。 

４ 前項以外の経費については、甲乙協議の上定める額とする。 

（実費弁償） 

第５条 甲は、第２条の規定に基づき出動した医師等に対して、災害救助法の規定に準じた手当を、また、

医療救護活動のために使用した医薬品及び医療機材等の消耗破損分を前条の負担区分に従い実費を弁償す

るものとする。 

（損害補償） 

第６条 甲は、第２条の規定に基づき業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にか

かり、又は負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、綾瀬市消防団員等公務災

害補償条例（昭和５３年綾瀬市条例第３号）の規定によりその損害を補償する。 

（連絡責任者） 

第７条 医療救護活動の実施に関する事項の伝達並びにこれに関する連絡の確実及び円滑を図るため、甲乙  

 ともに連絡責任者を定めておくものとする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項、又は協定内容に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定するものとす

る。 

（有効期間） 

第９条 この協定は、締結の日から効力を発し、甲乙双方の申し出がない限り、その効力は持続するものと

する。 

 

この協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

平成１８年２月２３日                   

        甲 綾瀬市早川５５０番地 

                        綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 綾瀬市寺尾南３丁目１３番１５号 

綾瀬市医師会 

会  長 宮 内 康 博 
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第１号様式（第１条関係） 

医療救護活動応援要請書 

                                     年  月  日 

様 

綾瀬市長 

次のとおり応急対策の応援を要請します。 

災 害 の 状 況 

 

 

 

応援を必要とする事由 

 

 

 

応  援  期  間 

自     年  月  日（ ）    時     分 

至     年  月  日（ ）    時     分 

場        所  

 

 

必   要   人   員  

 

必 要 資  機  材 

 

 

 

 

 

活    動    内   容 

 

 

 

 

そ      の      他 

 

 

 

 

 

第２号様式（第３条関係） 

医療救護活動報告書 

                                                     年  月  日 

（あて先） 

綾瀬市長             様  

                綾瀬市医師会 

            会長 

次のとおり報告します。 

 

活    動    期    間 

自    年  月  日（ ）    時    分 

至    年  月  日（ ）    時    分 

     延べ    日間    時     分間 

場                所 
 

別紙、内訳のとおり 

活動した医師の人数 延べ      人        別紙、内訳のとおり 

受    診    者    数 

 

           人 

内訳  重症     人 

    軽症     人 

    死亡     人 

使用した医薬品、医療機材

等の種類及び数量 

 

 

                別紙、内訳のとおり 

救 急 医 療 の 概 要 

 

 

 

そ の 他 必 要 事 項 

 

 

 

※ 別紙がない場合は、字消しをしてください。 
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災害時における医療救護活動に関する協定書（綾瀬市歯科医師会） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬市歯科医師会（以下「乙」という。）は、綾瀬市内に地震、風水害

及びその他による災害が発生し、又は災害が発生するおそれのある場合（以下「災害時」という。）におけ

る医療救護活動を実施するため、その要請の適正化と円滑なる運営を期するため、次のとおり協定を締結す

る。 

（協力の要請） 

第１条 甲は、災害時、綾瀬市災害対策本部（以下「災対本部」という。）が設置されたときは、乙に対し、

その旨を連絡するものとする。 

２ 甲は、災対本部が設置された場合において、医療救護活動の実施のため、乙に対し医療救護班の要請を

求める必要があると認めたときは、次に掲げる事項を明らかにした医療救護活動応援要請書（第１号様式）

により乙に応援を要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話、口頭等により、乙に対し要

請し、事後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）災害の状況及び応援を必要とする事由 

（２）応援を必要とする期間、場所、人員、活動内容 及び資機材等 

（３）その他必要とする事項 

（協力の実施） 

第２条 乙は、前条第１項の規定により、甲から災対本部の設置の連絡を受けたときは、直ちに医療救護班

を設置し、甲からの応援要請に応じるものとする。 

２ 乙は、前条の規定により、甲から応援の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない

事由のない限りこれに応ずるものとし、いつでも要請に応じられる態勢を平常から確立しておくものとす

る。 

（協力の結果報告） 

第３条 乙は、前条の規定により、甲の要請する業務に従事した場合は、随時その活動内容を電話等により 

 報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次に掲げる事項を記載した医療救護活動報告書 

 （第２号様式）により、甲に報告するものとする。 

（１）活動の期間、場所 

（２）活動した歯科医師等の人数 

（３）受診者数（重症、軽症、死亡の別） 

（４）使用した医療品、医療機材の種類及び数量 

（５）救急医療の概要 

（６）その他必要事項 

（経費の負担） 

第４条 第２条の規定により、甲の要請する業務を実施した場合において、そのために乙が要した実費弁償 

 及び損害補償は、甲が負担するものとする。 

２ 災害救助法が適用された災害において出動した歯科医師等に対する実費弁償及び損害補償は、その適用

の範囲で行い、県が支弁するものとする。 

３ 企業等の施設内に発生した災害において出動した歯科医師等に対する実費弁償及び損害補償は、当該施

設の事業主又は管理者あるいは災害発生の第１原因者が負担するものとする。 

４ 前項以外の経費については、甲乙協議の上定める額とする。 

（実費弁償） 

第５条 甲は、第２条の規定に基づき出動した歯科医師等に対して、災害救助法の規定に準じた手当を、ま 

 た、医療救護活動のために使用した医薬品及び医療機材等の消耗破損分を前条の負担区分に従い実費を弁 

 償するものとする。 

（損害補償） 

第６条 甲は、第２条の規定に基づき業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にか 

 かり、又は負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、綾瀬市消防団員等公務 

 災害補償条例（昭和５３年綾瀬市条例第３号）の規定によりその損害を補償する。 

（連絡責任者） 

第７条 医療救護活動の実施に関する事項の伝達並びにこれに関する連絡の確実及び円滑を図るため、甲乙 

 ともに連絡責任者を定めておくものとする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項、又は協定内容に疑義が生じたときは、甲乙協議の上、決定するものと 

 する。 

（有効期間） 

第９条 この協定は、締結の日から効力を発し、甲乙双方の申し出がない限り、その効力は持続するものと 

 する。 

 

この協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

  平成１８年２月２３日                   

 

            甲 綾瀬市早川５５０番地 

                          綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

 

乙 綾瀬市小園１３２８番地６７ 

綾瀬市歯科医師会 

会  長 徳 永 寛 司  
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第１号様式（第１条関係） 

 

医療救護活動応援要請書 

                                                                                 年  月  日 

様 

 

綾瀬市長 

次のとおり応急対策の応援を要請します。 

災 害 の 状 況 

 

 

 

応援を必要とする事由  

 

 

応  援  期  間 

自     年  月  日（ ）    時     分 

至     年  月  日（ ）    時     分 

場        所 

 

 

 

必  要  人  員  

 

必 要 資 機 材 

 

 

 

 

 

活    動    内   容 

 

 

 

 

そ      の      他 

 

 

 

第２号様式（第３条関係） 

医療救護活動報告書 

                                                       年  月  日 

（あて先） 

綾瀬市長             様 

                大和綾瀬歯科医師会 

           会長 

次のとおり報告します。 

 

活    動    期    間 

自    年  月  日（ ）    時    分 

至    年  月  日（ ）    時    分 

     延べ    日間    時     分間 

場                所 
 

別紙、内訳のとおり 

活動した歯科医師の人数 延べ      人       別紙、内訳のとおり 

受    診    者    数 

 

           人 

内訳  重症     人 

    軽症     人 

    死亡     人 

使用した医薬品、医療機材

等の種類及び数量 

 

 

                別紙、内訳のとおり 

救 急 医 療 の 概 要 

 

 

 

そ の 他 必 要 事 項 

 

 

 

※ 別紙がない場合は、字消しをしてください。 
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料
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災害時における医療救護活動に関する協定書（綾瀬市薬剤師会） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬市薬剤師会（以下「乙」という。）は、綾瀬市内に地震、風水害及

びその他による災害が発生し、又は災害が発生するおそれのある場合（以下「災害時」という。）における

医療救護活動を実施するため、その要請の適正化と円滑なる運営を期するため、次のとおり協定を締結する。 

（協力の要請） 

第１条 甲は、災害時、綾瀬市災害対策本部（以下「災対本部」という。）が設置されたときは、乙に対し、 

 その旨を連絡するものとする。 

２ 甲は、災対本部が設置された場合において、医療救護活動の実施のため、乙に対し薬剤師班の要請を求 

 める必要があると認めたときは、次に掲げる事項を明らかにした医療救護活動応援要請書（第１号様式） 

 により乙に応援を要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話、口頭等により、乙に対し要 

 請し、事後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）災害の状況及び応援を必要とする事由 

（２）応援を必要とする期間、場所、人員、活動内容及び資機材等 

（３）その他必要とする事項 

（協力の実施） 

第２条 乙は、前条第１項の規定により、甲から災対本部の設置の連絡を受けたときは、直ちに薬剤師班を 

 設置し、甲からの応援要請に応じるものとする。 

２ 乙は、前条の規定により、甲から応援の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない 

 事由のない限りこれに応ずるものとし、いつでも要請に応じられる態勢を平常から確立しておくものとす 

 る。 

（協力の結果報告） 

第３条 乙は、前条の規定により、甲の要請する業務に従事した場合は、随時その活動内容を電話等により 

 報告するとともに、その業務を完了したときは、速やかに次に掲げる事項を記載した医療救護活動報告書 

 （第２号様式）により、甲に報告するものとする。 

（１）活動の期間、場所 

（２）活動した薬剤師等の人数 

（３）受診者数（重症、軽症、死亡の別） 

（４）使用した医薬品等の種類及び数量 

（５）救急医療の概要 

（６）その他必要事項 

（経費の負担） 

第４条 第２条の規定により、甲の要請する業務を実施した場合において、そのために乙が要した実費弁償 

 及び損害補償は、甲が負担するものとする。 

 

２ 災害救助法が適用された災害において出動した薬剤師等に対する実費弁償及び損害補償は、その適用の

範囲で行い、県が支弁するものとする。 

３ 企業等の施設内に発生した災害において出動した薬剤師等に対する実費弁償及び損害補償は、当該施設

の事業主又は管理者あるいは災害発生の第１原因者が負担するものとする。 

４ 前項以外の経費については、甲乙協議の上定める額とする。 

（実費弁償） 

第５条 甲は、第２条の規定に基づき出動した薬剤師等に対して、災害救助法の規定に準じた手当を、また、 

 医療救護活動のために使用した医薬品等の消耗破損分を前条の負担区分に従い実費を弁償するものとする。 

（損害補償） 

第６条 甲は、第２条の規定に基づき業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にか 

 かり、又は負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、綾瀬市消防団員等公務 

 災害補償条例（昭和５３年綾瀬市条例第３号）の規定によりその損害を補償する。 

（連絡責任者） 

第７条 医療救護活動の実施に関する事項の伝達並びにこれに関する連絡の確実及び円滑を図るため、甲乙 

 ともに連絡責任者を定めておくものとする。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項、又は協定内容に疑義が生じたときは、甲乙協議の上、決定するものと 

 する。 

（有効期間） 

第９条 この協定は、締結の日から効力を発し、甲乙双方の申し出がない限り、その効力は持続するものと 

 する。 

 

この協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

  平成１８年２月２３日                   

 

              甲 綾瀬市早川５５０番地 

                           綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

 

                                          乙 綾瀬市小園南１丁目１６番１４号 

    綾瀬市薬剤師会 

    会  長 倉 本 由 行 
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第１号様式（第１条関係） 

 

医療救護活動応援要請書       

                                             年  月  日 

様 

 

綾瀬市長 

次のとおり応急対策の応援を要請します。 

災 害 の 状 況 

 

 

 

応援を必要とする事由 

 

 

 

応  援  期  間 自     年  月  日（ ）    時     分 

至     年  月  日（ ）    時     分 

場         所 

 

 

 

必   要  人  員  

 

必  要  資  機  材 

 

 

 

 

 

活     動     内    容 

 

 

 

 

そ        の        他 

 

 

 

第２号様式（第３条関係） 

医療救護活動報告書 

                                                       年  月  日 

（あて先） 

綾瀬市長             様 

                   大和綾瀬薬剤師会 

            会長 

次のとおり報告します。 

 

活    動    期    間 

自    年  月  日（ ）    時    分 

至    年  月  日（ ）    時    分 

     延べ    日間    時     分間 

場                所 
 

別紙、内訳のとおり 

活動した薬剤師の人数 延べ      人        別紙、内訳のとおり 

受    診    者    数 

 

           人 

内訳  重症     人 

    軽症     人 

    死亡     人 

使用した医薬品等の種 

類及び数量 

 

 

                別紙、内訳のとおり 

救 急 医 療 の 概 要 

 

 

 

そ の 他 必 要 事 項 

 

 

 

※ 別紙がない場合は、字消しをしてください。 

資
料

-
3
-
4
-
6 



資料-3-5-1 

３－５ 災害拠点病院一覧 

         （令和４年７月１日現在） 

No. 医療圏 名  称 住  所 病床数(床) 

1 

① 

横浜北部 

昭 和 大 学 藤 が 丘 病 院 横浜市青葉区藤が丘 1-30 584 

2 横 浜 労 災 病 院 横浜市港北区小机町 3211 650 

3 昭和大学横浜市北部病院 横浜市都筑区茅ヶ崎中央 35-1  689 

4 済 生 会 横 浜 市 東 部 病 院 横浜市鶴見区下末吉 3-6-1 562 

5 

② 

横浜東部 

聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 横浜市旭区矢指町 1197-1 518 

6 け い ゆ う 病 院 横浜市西区みなとみらい 3-7-3 410 

7 横 浜 市 立 市 民 病 院 横浜市神奈川区三ツ沢西町 1-1 650 

8 国立病院機構横浜医療センター 横浜市戸塚区原宿 3-60-2 510 

9 

③ 

横浜西部 

横浜市立大学附属市民総合医療センター  横 浜 市 南 区 浦 舟 町 4-57 726 

10 済 生 会 横 浜 市 南 部 病 院 横浜市港南区港南台 3-2-10 500 

11 横 浜 市 立 大 学 附 属 病 院 横 浜 市 金 沢 区 福 浦 3- 9 674 

12 横 浜 南 共 済 病 院 横浜市金沢区六浦東 1-21-1 565 

13 横浜市立みなと赤十字病院 横浜市中区新山下 3-12-1 634 

14 
④ 

川崎北部 

聖マリアンナ医科大学病院 川崎市宮前区菅生 2-16-1 1,175 

15 帝京大学医学部附属溝口病院 川崎市高津区二子 5-1-1 400 

16 川 崎 市 立 多 摩 病 院 川崎市多摩区宿河原 1-30-37 376 

17 

⑤ 

川崎南部 

川 崎 市 立 川 崎 病 院 川崎市川崎区新川通 12-1 713 

18 関 東 労 災 病 院 川崎市中原区木月住吉町 1-1 610 

19 日本医科大学武蔵小杉病院 川崎市中原区小杉町 1-383 372 

20 川 崎 市 立 井 田 病 院 川崎市中原区井田 2-27-1 383 

21 
⑥ 

相模原 

北 里 大 学 病 院 相模原市南区北里 1-15-1 1,135 

22 相 模 原 協 同 病 院 相模原市緑区橋本台 4-3-1 400 

23 相 模 原 赤 十 字 病 院 相 模 原 市 緑 区 中 野 25 6 132 

24 
⑦ 

横須賀三浦 

横 須 賀 共 済 病 院 横 須 賀 市 米 が 浜 通 1-16 740 

25 横 須 賀 市 立 市 民 病 院 横 須 賀 市 長 坂 1 - 3 - 2 482 

26 湘 南 鎌 倉 総 合 病 院 鎌 倉 市 岡 本 1 3 7 0 - 1 658 

27 ⑧ 

湘南東部 
藤 沢 市 民 病 院 藤 沢 市 藤 沢 2 - 6 - 1 536 

28 茅 ヶ 崎 市 立 病 院 茅 ヶ 崎 市 本 村 5 - 1 5 - 1 401 

29 
⑨ 

湘南西部 

東海大学医学部付属病院 伊 勢 原 市 下 糟 屋 1 4 3 804 

30 平 塚 市 民 病 院 平 塚 市 南 原 1 - 1 9 - 1 416 

31 秦 野 赤 十 字 病 院 秦 野 市 立 野 台 1 - 1 320 

32 ⑩ 

県央 

厚 木 市 立 病 院 厚 木 市 水 引 1 - 1 6 - 3 6 347 

33 大 和 市 立 病 院 大 和 市 深 見 西 8 - 3 - 6 403 

34 ⑪ 

県西 

県 立 足 柄 上 病 院 足柄上郡松田町惣領 866-1 296 

35 小 田 原 市 立 病 院 小 田 原 市 久 野 4 6 417 

合  計 19,188 

 



資料-3-6-1 

３－６ 市内医療機関一覧 

                     （令和５年９月１日現在、順不同） 

No. 名   称 所 在 地 電話番号 診 療 科 目 

1 紀医院 深谷中 6-19-18 78-0327 内科、小児科 

2 共ヶ岡診療所 大上 3-20-23 78-1598 内科、小児科、皮膚科 

3 あやせ耳鼻咽喉科 深谷上 1-12-46 78-3387 耳鼻咽喉科 

4 市川医院 寺尾南 1-6-17 78-7311 

消化器科、外科 

内科、皮膚科 

肛門科、放射線科 

5 菅原医院 小園南 1-11-13 77-0885 
内科、消化器科、 

小児科 

6 島田外科・内科 上土棚中 6-14-26 76-0006 

外科、 

内科（呼吸器・循環器・

消化器）、 

皮膚科、アレルギー科 

7 茂木産婦人科医院 深谷中 4-14-6 78-0300 産婦人科 

8 比留川医院 深谷南 1-6-3 79-0355 内科、小児科、皮膚科 

9 佐々木クリニック 寺尾北 3-22-10 78-4411 心療内科 

10 さとうこどもクリニック 深谷上 1-12-21 70-8031 
小児科、内科 

アレルギー科 

11 あやせ眼科 寺尾北 2-17-37 77-0041 眼科 

12 矢崎胃腸外科 上土棚中 1-1-16 76-6211 
消化器内科、外科、 

肛門科 

13 おかもと小児科 寺尾中 1-8-7-1 階 70-3993 小児科 

14 あやせ訪問クリニック 早川城山 2-13-5  84-7220 内科、脳神経外科 

15 綾瀬厚生病院 深谷中 1-4-16 77-5111 

内科、小児科、外科 

整形外科、形成外科 

脳神経外科、神経内科 

皮膚科、泌尿器科 

呼吸器科、リウマチ科、

産婦人科 

16 あやせ整形外科・眼科 早川城山 1-3-2 78-1660 

整形外科、美容外科、 

リハビリテーション科 

リウマチ科、眼科、 

 

 



                                       

資料-3-6-2 

No. 名   称 所 在 地 電話番号 診 療 科 目 

17 
綾瀬ライフスタイルクリ

ニック 
深谷中 1-16-35 71-0307 

糖尿病、循環器内科 

乳腺外来 

18 うえだ皮ふ科 深谷中 1-16-35 38-6363 

一般皮膚科、 

小児皮膚科 

美容皮膚科 

19 
綾瀬消化器内科クリニッ

ク 
深谷中 1-16-35 50-0422 

内科、消化器内科 

内視鏡内科 

20 原クリニック 寺尾釜田 1-1-8 79-8348 
内科、糖尿病内科 

消化器内科、心療内科 

21 綾瀬休日診療所 深谷中 4-2-1 77-5315 内科、小児科 

22 
とうめい綾瀬腎クリニッ

ク 
深谷中 1-8-20 70-1115 

内科、 

腎臓内科（人工透析） 

23 
きくち総合診療クリニッ

ク 
深谷中 7-18-2 76-1000 

内科、外科、救急科 

心療内科、循環器内科 

呼吸器内科、 

胃腸内科、 

アレルギー科 

 



３－７ 福祉避難所（要配慮者）に関する協定 
 

災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（メイプル） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と医療法人社団慈広会（以下「乙」という。）とは、災害時におけ

るねたきりや一人暮らし等の高齢者で緊急に入所が必要な者（以下「要援護者」という。）の緊急受

入れについて、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する介護老人保健施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または、要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項に規定する経費は、市の規定する１日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 
３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
 
 

（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 
（受入可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年１月４日 
 
                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                    綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 
 
 
                 乙 神奈川県綾瀬市吉岡２３６１番地７ 
                    医療法人社団 慈  広  会 
                    理 事 長  矢  崎   浩 

資
料

-
3
-
7
-
1 



災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（泉正園） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人泉正会（以下「乙」という。）とは、災害時におけ

るねたきりや一人暮らし等の高齢者で緊急に入所が必要な者（以下「要援護者」という。）の緊急受

入れについて、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する介護老人福祉施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または、要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項に規定する経費は、市の規定する１日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 
３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 
 

（受入可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年１月１２日 
 
                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                    綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 
 
 
                 乙 神奈川県綾瀬市上土棚南一丁目１１番２０号 
                    社会福祉法人 泉  正  会 
                    理 事 長  渡 井  正 見 

資
料

-
3
-
7
-
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災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（道志会） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人道志会（以下「乙」という。）とは、災害時におけ

るねたきりや一人暮らし等の高齢者で緊急に入所が必要な者（以下「要援護者」という。）の緊急受

入れについて、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する介護老人福祉施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または、要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項に規定する経費は、市の規定する１日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 
３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 
 

（受入可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年１月１２日 
 
                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                    綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 
 
 
                 乙 神奈川県綾瀬市早川城山二丁目１１番３号 
                    社会福祉法人 道  志  会 
                    理 事 長  川 邊  泰 男 

資
料

-
3
-
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災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（つぼみ保育園） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人唐池学園（以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける高齢者、障害者等（以下「要援護者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定を締結

する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲 が乙の 
 運営する、つぼみ保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが 
 できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす 
 る。 
 
 

（受入れ可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１ 
 ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年 
 間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議 
 して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年３月３０日 
 
                     甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                       綾瀬市長 笠 間 城治郎 
 
 
                     乙 神奈川県綾瀬市吉岡字芦久保２３７７番地ロ号 
                       社会福祉法人 唐池学園 
                       理 事 長 鶴 飼 一 晴 

資
料

-
3
-
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-
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災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（吉岡保育園） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人唐池学園（以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける高齢者、障害者等（以下「要援護者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定を締結

する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運 
 営する、吉岡保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが 
 できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす  
 る。 
  
 

（受入れ可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１ 
 ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年 
 間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議 
 して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年３月３０日 
 
                     甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                       綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 
 
 
                     乙 神奈川県綾瀬市吉岡字芦久保２３７７番地ロ号 
                       社会福祉法人 唐池学園 
                       理 事 長 鶴 飼 一 晴 
 

資
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災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（深谷保育園） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人湘南児童福祉会（以下「乙」という。）とは、災害

時における高齢者、障害者等（以下「要援護者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定

を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運 
 営する、深谷保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが 
 できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす 
 る。 
 
 

（受入れ可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１ 
 ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年 
 間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議 
 して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年３月３０日 
 
                      甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                        綾瀬市長 笠 間 城治郎 
 
 
                      乙 藤沢市鵠沼神明５丁目５番３２号 
                        社会福祉法人 湘南児童福祉会 
                        理 事 長 兼 子   肇 
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災害時における要援護者の緊急受入れに関する協定書（おとぎ保育園） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人誠心福祉協会（以下「乙」という。）とは、災害時

における高齢者、障害者等（以下「要援護者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定を

締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運 
 営する、おとぎ保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 
第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが 
 できる。 
（受入の受託） 
第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 
第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 
第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 
第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 
第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす 
 る。 
 
 

（受入れ可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 
（協定の効力及び更新） 
第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１ 
 ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年 
 間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 
第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議 
 して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成１８年３月３０日 
 
                      甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                        綾瀬市長 笠 間 城治郎 
 
 
                      乙 綾瀬市早川３０６７－５ 
                        社会福祉法人 誠心福祉協会 
                        理 事 長 関 原 史 人 
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災害時における要援護者の緊急受け入れに関する協定書（さがみ野ホーム） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人 聖音会 さがみ野ホーム（以下「乙」という。）

とは、災害時における知的障害児者（以下「要援護者」という。）の緊急受け入れについて、次のと

おり協定を締結する。 

（趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する更生施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（受入れの要請） 

第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 

（受入れの受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けたときは、可能な範囲で受託するものとし、

甲の定めた職員の指示に従い、又は要請事項に従い業務を行う。 

（受入れ期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 

（費用の負担） 

第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 

２ 前項に規定する経費は、市の規定する1日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 

３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 

（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにした

書面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りでない。 

(1) 受入を要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

(2) 受入を要請する要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 

(3) 受入れ要請期間 

（実績報告） 

第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 

 

 

（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から1年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１箇

月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合、本協定は自動的に１年間更新

されるものとし、以降も同様とする。 

（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は、この協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有 

するものとする。 

 

  平成１９年３月２２日 

 

               甲 綾瀬市早川５５０番地 

                 綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 

 

               乙 鎌倉市佐助１丁目６番６号 

                 社会福祉法人 聖音会 

                 理事長  小 原   勉 

 

                 綾瀬市吉岡２３３７番地 

                 社会福祉法人 聖音会 さがみ野ホーム 

                 施設長  佐 竹  昇 平 
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災害時における要援護者の緊急受け入れに関する協定書（貴志園） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人 唐池学園 貴志園（以下「乙」という。）とは、

災害時における知的障害児者（以下「要援護者」という。）の緊急受け入れについて、次のとおり協

定を締結する。 

（趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する授産施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（受入れの要請） 

第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 

（受入れの受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けたときは、可能な範囲で受託するものとし、

甲の定めた職員の指示に従い、又は要請事項に従い業務を行う。 

（受入れ期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 

（費用の負担） 

第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 

２ 前項に規定する経費は、市の規定する1日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 

３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 

（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにした

書面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りでない。 

(1) 受入を要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

(2) 受入を要請する要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 

(3) 受入れ要請期間 

（実績報告） 

第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 

 

 

（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から1年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１箇

月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合、本協定は自動的に１年間更新

されるものとし、以降も同様とする。 

（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は、この協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有 

するものとする。 

 

  平成１９年３月２２日 

 

               甲 綾瀬市早川５５０番地 

                 綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 

 

               乙 綾瀬市吉岡２３７７－ロ番地 

                 社会福祉法人 唐池学園 

                 理事長  鶴 飼 一 晴 

                  

綾瀬市吉岡２３８３番地 

                 社会福祉法人 唐池学園 貴志園 

総合施設長 岡 村 勝 
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災害時における要援護者の緊急受け入れに関する協定書（綾瀬ホーム） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人 聖音会 綾瀬ホーム（以下「乙」という。）とは、

災害時における知的障害児者（以下「要援護者」という。）の緊急受け入れについて、次のとおり協

定を締結する。 

（趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する更正施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（受入れの要請） 

第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 

（受入れの受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けたときは、可能な範囲で受託するものとし、

甲の定めた職員の指示に従い、又は要請事項に従い業務を行う。 

（受入れ期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 

（費用の負担） 

第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 

２ 前項に規定する経費は、市の規定する1日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 

３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 

（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにした

書面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りでない。 

(4) 受入を要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

(5) 受入を要請する要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 

(6) 受入れ要請期間 

（実績報告） 

第７条 乙は、要援護者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとす

る。 

 

 

（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から1年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１箇

月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合、本協定は自動的に１年間更新

されるものとし、以降も同様とする。 

（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は、この協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有 

するものとする。 

 

  平成１９年１２月５日 

 

               甲 綾瀬市早川５５０番地 

                 綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 

 

               乙 鎌倉市佐助１丁目６番６号 

                 社会福祉法人 聖音会 

                 理事長  小 原   勉 

                  

綾瀬市吉岡２３３７番地 

                 社会福祉法人 聖音会 綾瀬ホーム 

施設長  佐 竹   敬 
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災害時における要援護者の緊急受け入れに関する協定書（杜の郷） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人千寿会（以下「乙」という。）とは、災害時におけ

る寝たきりや一人暮らし等の高齢者で緊急に入所が必要な者（以下「要援護者」という。）の緊急受

入れについて、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する介護老人福祉施設に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（受入の要請） 

第２条 甲は、被災した要援護者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請することが

できる。 

（受入の受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示又は要請事項に従い業務を行う。 

（受入期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 

（費用の負担） 

第５条 甲は、要援護者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 

２ 前項に規定する経費は、市の規定する１日当たりの金額と利用者負担額を加えた額に入所日数

を乗じた金額とする。 

３ 市の規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 

（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明らかにした

書面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 

（１）受入れを要請する要援護者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

（２）受入れ要援護者の身元引受人の氏名、連絡先等 

（３）受入れ要請機関 

（実績報告） 

第７条 乙は、要援護者の緊急受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告するものとする。 

（受入可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の要援護者の受入れ可能人数、災害時の要援護者支援者

等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１ヶ

月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年間

更新されるものとし、以後も同様とする。 

（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議し

て定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。 

 

平成２６年 ５月 １日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城 治 郎 

 

乙 神奈川県高座郡寒川町小動６２２番地 

社会福祉法人 千寿会 

理事長 椎 野 信 夫 
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災害時における避難行動要支援者の緊急受入れに関する協定書（さくらチャイルドセンター） 
                             

 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人生蘭学園（以下「乙」という。）とは、災害時における

高齢者、障害者等（以下「避難行動要支援者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定を

締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する、さくらチャイルドセンターに対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものと

する。 
（受入の要請） 

第２条 甲は、被災した避難行動要支援者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請す

ることができる。 
（受入の受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 

第５条 甲は、避難行動要支援者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する避難行動要支援者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ避難行動要支援者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 

第７条 乙は、避難行動要支援者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告する

ものとする。 

（受入れ可能人数等の協議調整） 
第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の避難行動要支援者の受入れ可能人数、災害時の避難行

動要支援者等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくもの

とする。 
（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 

  この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成２９年３月３１日 
 
               甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                 綾瀬市長 古 塩 政 由 
 
 
 
               乙 神奈川県綾瀬市寺尾西１－１３－１ 
                 学校法人 生蘭学園 
                 理事長  笠 間 治一郎 
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災害時における避難行動要支援者の緊急受入れに関する協定書（綾瀬いずみ保育園） 
                                

 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人泉正会（以下「乙」という。）とは、災害時におけ

る高齢者、障害者等（以下「避難行動要支援者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定

を締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する、綾瀬いずみ保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 

第２条 甲は、被災した避難行動要支援者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請す

ることができる。 
（受入の受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 

第５条 甲は、避難行動要支援者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する避難行動要支援者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ避難行動要支援者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 

第７条 乙は、避難行動要支援者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告する

ものとする。 
（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の避難行動要支援者の受入れ可能人数、災害時の避難行

動要支援者等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくもの

とする。 
（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成２９年３月３１日 
 
             甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                綾瀬市長 古 塩 政 由 
 
 
             乙 神奈川県綾瀬市上土棚北４―１１―４１ 
                社会福祉法人 泉正会 
                理事長  渡 井 克 正 
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災害時における避難行動要支援者の緊急受入れに関する協定書（ピッピことりこども園） 
                               

 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人明和学園（以下「乙」という。）とは、災害時における

高齢者、障害者等（以下「避難行動要支援者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協定を

締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する、ピッピことり保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 

第２条 甲は、被災した避難行動要支援者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請す

ることができる。 
（受入の受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 

第５条 甲は、避難行動要支援者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する避難行動要支援者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ避難行動要支援者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 

第７条 乙は、避難行動要支援者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告する

ものとする。 
（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の避難行動要支援者の受入れ可能人数、災害時の避難行

動要支援者等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくもの

とする。 
（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成２９年３月３１日 
 
                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                   綾瀬市長 古 塩 政 由 
 
 
                 乙 神奈川県綾瀬市吉岡１５２６ 
                   学校法人 明和学園 
                   理事長  古 郡 孔 文 
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災害時における避難行動要支援者の緊急受入れに関する協定書（綾瀬ゆめっこ保育園）                        
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と社会福祉法人足跡の会（以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける高齢者、障害者等（以下「避難行動要支援者」という。）の緊急受入れについて、次のとおり協

定を締結する。 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合、甲が乙の運

営する、綾瀬ゆめっこ保育園に対し協力を要請するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 
（受入の要請） 

第２条 甲は、被災した避難行動要支援者の福祉避難所として、乙に対して緊急の受入れを要請す

ることができる。 
（受入の受託） 

第３条 乙は、前条の規定により受入れの要請を受けた時は、可能な範囲で受託するものとし、甲

の定めた職員の指示に従い、または要請事項に従い業務を行う。 
（受入期間） 

第４条 甲が、乙に緊急の受入れを依頼できる期間は、その都度甲乙協議して指定する。 
（費用の負担） 

第５条 甲は、避難行動要支援者に係る緊急受入れに伴う経費を乙に支払うものとする。 
２ 前項の規定する経費は、神奈川県災害救助法施行細則によるものとする。 
３ 規定にない経費については、甲乙協議して決定する。 
（手続等） 

第６条 甲は、前２条の規定により乙に受入れを要請する場合は、次に掲げる事項を明かにした書

面を乙に提出するものとする。ただし、急を要する場合は、この限りではない。 
 （１）受入れを要請する避難行動要支援者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 
 （２）受入れ避難行動要支援者の身元引受人の氏名、連絡先等 
 （３）受入れ要請期間 
（実績報告） 

第７条 乙は、避難行動要支援者の緊急の受入れを行った場合は、その受入れ状況を甲に報告する

ものとする。 
（受入れ可能人数等の協議調整） 

第８条 甲及び乙は、本協定締結後、施設の避難行動要支援者の受入れ可能人数、災害時の避難行

動要支援者等確保計画及び必要物資の備蓄、調達等について協議を行い、調整を図っておくもの

とする。 
（協定の効力及び更新） 

第９条 この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲または乙から期間満了１

ヶ月前までに、相手方に対し書面による別段の意思表示がない場合は、本協定は、自動的に１年

間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（疑義の解決） 

第１０条 この協定に定めのない事項またはこの協定に関して疑義が生じたときは、別に甲乙協議

して定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自１通を保有

するものとする。 
 
  平成２９年３月３１日 
 
              甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                綾瀬市長 古 塩 政 由 
 
 
              乙 神奈川県綾瀬市大上４－２－２５ 
                社会福祉法人 足跡の会 
                理事長  溝 渕 信 一 
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資料-3-8-1 

３－８ 自衛隊災害派遣要請マニュアル 

 

１ 目的 

  このマニュアルは、綾瀬市内に大規模な災害が発生し、自衛隊の災害派遣の要請を求める

場合に、円滑かつ迅速な事務手続を行うため、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 派遣要請の要求に係る確認事項 

（１） 自衛隊の活動内容 

自衛隊の災害派遣は、次に示す自衛隊の活動内容を踏まえた上で求めるものとする。 

 

活動内容 具体的活動の例示 

被害状況の把握 車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行って被害

の状況を把握する。 

避難の援助 避難勧告等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必要があ

るときは、避難者の誘導、移送等を行い、避難を援助する。 

遭難者等の捜索救

助 

行方不明者、負傷者等が発生した場合は、通常他の救援活動に優先し

て捜索救助を行う。 

水防 堤防、護岸等の決壊に対しては、土のう作成、運搬、積込み等の水防

活動を行う。 

消火 林野火災等に対するヘリコプタ－による空中消火の実施等、消防機関

に協力して、対応可能な消火活動を行う。 

道路又は水路の応

急復旧 

道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合は、それらの啓開、

除去等応急復旧に当たる。 

応急医療、救護及

び防疫（入浴を含

む） 

被災者に対し、応急医療、救護及び入浴支援等の防疫を行う。（薬剤

等は、通常関係機関の提供するものを使用する。） 

人員及び物資の緊

急輸送 

救急患者、医師及び災害対策関係者その他救援活動に必要な人員並び

に救援物資の緊急輸送を実施する。この場合において航空機による輸

送は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。 

炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

物資の無償貸付又

は譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令       

（昭和 33 年総理府令第１号）に基づき、被災者に対し生活必需品等

を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。 

危険物の保安及び 

除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除

去を行う。 

その他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものについて

は、所要の措置をとる。 
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（２）自衛隊災害派遣要請の要求の判断 

自衛隊の災害派遣要請を求めるか否かの判断にあたっては、以下の事項を考慮する。 

 

ア 他機関の応援が必要かどうかの判断 

以下の把握等により、他機関の応援を求める必要があるかどうか判断する。 

（ア） 災害の様態、被害状況及び状況の推移等を的確に把握する。 

（イ） 消防をはじめとする地域の防災力により事態の解決が可能かどうか判断する。 

 

イ 応援要請先の検討 

以下の事項を確認して応援要請先を検討する 

（要請する活動内容による検討） 

（ア） 民間との協定で対応可能な活動内容ではないか（→協定先への要請を検討） 

（イ） 他自治体等との相互応援協定で対応可能な活動内容ではないか（→協定先へ 

の要請を検討） 

（ウ） 消火活動や高難度救出活動等、消防機関で対応することが望ましい活動内容 

ではないか（→県下消防相互応援、または緊急消防援助隊等の消防機関への要請

を検討） 

   （災害規模等による検討） 

（エ） 大規模な災害・事故等の場合、協定先等の特定の機関のみで対応できないこ 

とが考えられるため、協定先等のみで対応できるものか、複数機関への要請が必

要かなど活動規模を考慮して要請先を検討する。 

（オ） 活動の緊急性を考慮して要請先を検討する。（※自衛隊は、部隊本隊の移動開 

始に２、３時間を要し、部隊到着までに時間がかかる） 

 

ウ 自衛隊が災害派遣を行う際の判断要素（３原則） 

 （陸上自衛隊「災害派遣の参考－陸幕運第４号（12.1.11）別冊」による） 

（ア）公共性 

 公共の秩序を維持するため、人命又は財産を社会的に保護しなければならない

必要があること。 

（イ）緊急性 

 差し迫った必要性があること。 

（ウ）非代替性 

 自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がないこと。 
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（３）要請にあたって明らかにすべき事項 

派遣要請を求める場合は、次の事項を明らかにするものとする。 

（自衛隊法施行令第１０６条） 

明らかにすべき事項 (例)及び留意事項 

災害の情況 （例）○月○日○時○分頃に発生した地震により多

数の家屋が倒壊し、生き埋め者及び行方不明者がい

る模様。 

派遣を要請する事由 （例）救出救助等の被災者救援活動のため 

派遣を希望する期間 （例）○月○日から当該活動が終了するまでの間 

派遣を希望する区域 

及び活動内容 

活動内容については、前記２(１)の項目を参考にし

て努めて明確化する 

その他参考となるべき事項 部隊の宿営地等の情報、現地における市（町村）責

任者及び連絡方法等、また、市内の道路状況やライ

フラインの状況等の入手している参考情報等を記載

する。 

 

３ 知事への派遣要請の要求 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合で、必要があると認めるときは、

市長は知事に対して、自衛隊の災害派遣要請をするよう求めることができる。（災害対策基

本法第６８条の２第１項） 

 

（１）要請の要請先 

要請の要求先は、神奈川県安全防災局災害対策課とする。 

 

神奈川県災害対策課 県防災行政通信網電話  ９－４００－９３０１、９３０４ 

          ＮＴＴ電話(勤務時間内) ０４５－２１０－３４３０ 

               (勤務時間外) ０４５－２１０－３４５６ 

          県防災行政通信網ＦＡＸ ９－４００－９２９０、９２９３ 

          ＮＴＴＦＡＸ      ０４５－２１０－８８２９ 

                      ０４５－２０１－６４０９ 

          衛星電話        ０８０－８７６４－８６１７ 

 

※ 県庁に通信機器障害等の理由から連絡ができない場合は、地域県政総合センター

に連絡する。 

 

（２） 要請の要求手続き 

要請の要求は、（様式第 1）をもってＦＡＸにて行う。 

ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等をもって依頼し、事後速やかに文書を

送付する。 
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４ 被害状況の通知 

   神奈川県との通信が途絶した場合等、知事に対する要求ができない場合には、その旨及

び市内の災害の状況を自衛隊に通知することができる。（災害対策基本法第６８条の２第

２項） 

（１） 通知先 

自衛隊への通知先は、陸上自衛隊第４施設群長（第 31普通科連隊長、または、第１高

射特科大隊長、各連絡責任者気付）とする。 

部隊名 

（駐屯地名） 

連絡責任者 電話番号 

無線番号 時間内 時間外 

陸上自衛隊 

第４施設群 

（座 間） 

第３科長 駐屯地当直司令 

相模原 046-253-7670 

（内 2230、2235 FAX2266） 

県防災行政通信網 9-488-9209 

陸上自衛隊 

第 31 普通科連隊 

（武 山） 

第３科長 部隊当直司令 

横須賀 046-856-1291 

（内 630、634、629 FAX608） 

県防災行政通信網 9-486-9201 

陸上自衛隊 

第１高射特科大隊 

（駒 門） 

第３係主任 

または 

第２係主任 

部隊当直司令 

御殿場 0550-87-1212 

（内 430、420、449 FAX434） 

県防災行政通信網 9-636-9209 

（※ 通知先は、令和元年 12月現在のものである） 

 

（２） 通知手続き 

通知手続きは、（様式第２）をもってＦＡＸにて行う。 

ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話をもって依頼し、事後速やかに文書を送

付する。 

なお、自衛隊に直接派遣要請を行った場合には、（様式第４）をもって県知事に通知す

るものとする。 

 

（３） 県知事への通知 

自衛隊へ被害状況等の通知を行った場合は、速やかにその旨を県知事に通知しなけれ

ばならない。（災害対策基本法第６８条の２第３項）
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＜参考＞ 要請を待ついとまがない場合の災害派遣〔自主派遣〕（防衛省防災業務計

画による） 

 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等の要請を待ついとまがない

ときは、自衛隊は、要請を待つことなくその判断に基づいて部隊等を派遣することがで

きる。 

    なお、要請を待たずに部隊等を派遣した後に、要請があった場合には、その時点から

当該要請に基づく救援活動を実施する。 

  自衛隊が要請を待たないで災害派遣を行う場合の判断基準は次のとおり。 

 

  ① 災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情

報収集を行う必要があると認められること 

      【例】 

    ・ 災害に際し、航空機（必要に応じ地上部隊又は艦艇等）により、自隊又は他

部隊のみならず関係機関への情報提供を目的として、情報収集を行う場合 
 

  ② 災害に際し、知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認め

られる場合に、直ちに救援の措置をとる必要があると認められること 

   【例】 

    ・ 災害に際し、通信の途絶等により、部隊等が知事と連絡が不能である場合に、

市町村長又は警察署長その他これに準ずる官公署の長から災害に関する通報

（災害対策基本法第６８条の２第２項の規定による市町村長からの通知を含

む。）を受け、直ちに救援の措置をとる必要があると認められる場合 

    ・ 災害に際し、通信の途絶等により知事等と連絡が不能である場合に、部隊等

による収集その他の方法により入手した情報から、直ちに救援の措置をとる必

要があると認められる場合 

 

  ③ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命

救助に関するものであると認められること 

   【例】 

・ 運航中の航空機に異常な事態が発生したことを自衛隊が探知した場合に、捜

索又は救助の措置をとる必要があると認められる場合 

・ 海難事故の発生等を自衛隊が探知した場合に、捜索又は救助の措置をとる必

要があると認められる場合 

        ・ 部隊等が防衛庁の施設外において、人命に係わる災害の発生を目撃し、又は

当該災害が近傍で発生しているとの報に接した場合等で、人命救助の措置をと

る必要があると認められる場合 

 

  ④ その他災害に際し、上記に準じ、特に緊急を要し、知事等からの要請を待ついと

まがないと認められること 
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５ 派遣計画（受入体制）の調整 

自衛隊の派遣が決定した場合、県（災害対策本部又は現地災害対策本部）及び自衛隊連

絡幹部等と派遣計画の細部について調整・協議する。 

（１）調整・協議事項 

ア 派遣規模 

  イ 作業内容 

  ウ 部隊投入地域 

  エ 他機関との効率的作業分担 

  オ 受入体制 

（ア）派遣部隊の広域応援部隊活動拠点等の提供 

  （イ）飲料水等の提供 

  （ウ）活動用資材の提供 

  （エ）ヘリ臨時離着陸場の確保 

  （オ）派遣地域へのアクセス等 

 

  【綾瀬市広域応援活動拠点一覧】 

 施設名 所在地 連絡先 

自衛隊 ○○公園 ･･･ ･･･ 

緊急消防援助隊    

広域緊急援助隊    

 

【綾瀬市ヘリコプター臨時離着陸場一覧】 

施設名 所在地 発着場面積 

（東西×南北＝面積㎡） 

連絡先 

○○公園 ･･･  ･･･ 

    

 

（２）派遣計画調整及び部隊受入れにあたっての留意事項 

ア 連絡窓口の明確化 

派遣部隊との円滑・迅速な連絡調整ができるよう、連絡窓口を明確にして対応にあ

たる。 

イ 防災対策図等の活用 

調整にあたっては、座標の記された同一の地図を用いることが効率的であることか

ら、県が作成した「防災対策図」を活用する等により、県及び自衛隊との連絡・調整

を図るよう努める。 

    ウ 他の災害救助復旧機関との競合や重複の回避 

    自衛隊の作業が他の災害救助復旧機関と競合重複することのないよう効率的な作 

業分担に配慮する。 

    エ 資機材提供及び施設確保等 

自衛隊に対し作業を要請するにあたっては、作業実施に必要な資機材の提供に努め、

また諸作業に必要な施設（広域応援活動拠点、ヘリ臨時離着陸場等）の管理者に使用

に係る了解を得る等、施設の確保や受入れ体制の確立を図る 
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６ 派遣部隊到着時（到着後）の対応 

（１）派遣部隊到着時 

派遣部隊が到着したときは目的地に誘導するとともに、派遣部隊の責任者と活動計画

等について協議し、必要な措置をとるとともに、次の事項を県に報告する。 

【派遣部隊到着時の県への報告事項】 

  ア 派遣部隊の長の官職・氏名 

  イ 隊員数 

  ウ 到着日時 

  エ 従事作業内容（及び進捗状況） 

 

（２）派遣部隊到着後 

   上記（１）の報告以降、自衛隊の活動状況について（様式第３）に記録して、随時県に

報告する。 

 

７ 派遣部隊の撤収等 

災害派遣の目的が達成され、または派遣の必要がなくなったと認められた場合、市長は、

県及び派遣部隊の長等と協議し、（様式第５）により速やかに知事に撤収を要請する。 

  なお、派遣規模の縮小については、県及び自衛隊連絡幹部等との調整・協議により判断し、

自衛隊連絡幹部に依頼する等の方法で行う。 

 

８ 経費の負担 

（１）市負担となる経費 

自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として市が負担し、その内容は概ね次のとお

りである。 

  ア 派遣部隊が救援活動を実施するために必要な資機材等（自衛隊装備品を除く）の購入

費、借上料及び修繕料 

  イ 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料等 

  ウ 派遣部隊の宿営及び救援活動にともなう光熱、水道、電話及び入浴料等 

  エ 派遣部隊が救援活動の実施に際し生じた損害（自衛隊装備品を除く）の補償 

  オ その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義があり、派遣部隊等の長と協議

し定めたもの 

  

（２）留意事項 

ア 災害救助法が適用された場合、同法により県知事が行う救助に該当する経費は県が

負担することとなる。 

また、その他の自衛隊の救援活動に要した経費についても、特別交付税額の算定に

おいて特別財政需要額として考慮されることとなる。 

イ 自衛隊は災害派遣の実施に際して、知事等と所要の協定を結ぶことにより経費の負

担区分を明確にするものとしており、災害発生（災害派遣実施）の都度、知事及び自

衛隊との調整により具体的な費用負担を決めることとなる。 
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(様式第１) 

 

令和  年  月  日  

 

神奈川県知事 様 

 

 

綾瀬市長  ○ ○  ○ ○  

(公印省略)   

 

自衛隊の災害派遣要請の要求について(要請) 

 

災害対策基本法第６８条の２第１項の規定に基づき、次のとおり自衛隊の災害派遣要請を求

めます。 

 

 １ 災害の状況及び 

  派遣要請事由 

 

 

地震発生により、建物が崩壊し多数の生き埋め者及び行方不

明者がいる模様。 

救出救助等の被災者救援活動のため、自衛隊災害派遣要請を

求めます。 

 ２ 派遣希望期間  令和  年  月  日から応急措置終了まで 

 ３ 派遣希望区域  綾瀬市内被害甚大地域(別途連絡) 

 ４ 派遣希望活動内容  人命救出、行方不明者の捜索、倒壊家屋の排除 

 ５ その他参考となる 

  事項 
 

 ６ 綾瀬市の連絡先 

 

 

 

 

 

 連 絡 実 施 者：市長室危機管理課長 〇〇 〇〇 

 Ｎ Ｔ Ｔ 電 話：０４６７－７０－５６４１ 

 Ｎ Ｔ Ｔ Ｆ Ａ Ｘ：△△△－△△△－△△△△ 

 県 防 災 行 政 通 信 網：９－５６６―９２０９ 

 県防災行政通信網ＦＡＸ：９－５６６―９２００ 

 衛 星 電 話：○○－○○○－○○○ 

 ７ 要請日時  令和  年  月  日  午前・午後  時  分 
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(様式第２) 

 

令和  年  月  日  

 

陸上自衛隊第４施設群長 殿 

 

 

綾瀬市長  ○ ○  ○ ○  

 (公印省略)   

 

綾瀬市の被害状況について(通知) 

 

綾瀬市内に大規模な災害が発生し、県知事に災害派遣要請の要求ができないため、災害対策

基本法第６８条の２第２項に基づき、次のとおり通知します。 

 

 １ 災害の状況 

 

  地震発生により、建物が崩壊し多数の生き埋め者及び行方

不明者がいる模様。 

 ２ 派遣希望期間  令和  年  月  日から応急措置終了まで 

 ３ 派遣希望区域  綾瀬市内被害甚大地域(別途連絡) 

 ４ 派遣希望活動内容  人命救出、行方不明者の捜索、倒壊家屋の排除 

 ５ その他参考となる 

  事項 
 

 ６ 綾瀬市の連絡先 

 

 

 

 

 

連 絡 実 施 者：市長室危機管理課長 〇〇 〇〇 

 Ｎ Ｔ Ｔ 電 話：０４６７－７０－５６４１ 

 Ｎ Ｔ Ｔ Ｆ Ａ Ｘ：△△△－△△△－△△△△ 

 県 防 災 行 政 通 信 網：９－５６６―９２０９ 

 県防災行政通信網ＦＡＸ：９－５６６―９２００ 

衛 星 電 話：○○－○○○－○○○ 

 ７ 要請日時  令和  年  月  日  午前・午後  時  分 

 

 



                               

資料-3-8-10 

(様式第３) 

自衛隊災害派遣に係る活動記録 

綾 瀬 市 

日  時  相 手 方  要 請 ・ 活 動 内 容 等 
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(様式第４) 

 

令和  年  月  日  

 

神奈川県知事 様 

 

 

綾瀬市長  ○ ○  ○ ○  

 (公印省略)   

 

綾瀬市の被害状況について(通知) 

 

綾瀬市内に大規模な災害が発生し、自衛隊に派遣要請をしたので、災害対策基本法第６８条

の２第３項に基づき、次のとおり通知します。 

 

 １ 災害の状況 

 

  地震発生により、建物が崩壊し多数の生き埋め者及び行方

不明者がいる模様。 

 ２ 派遣希望期間  令和  年  月  日から応急措置終了まで 

 ３ 派遣希望区域  綾瀬市内被害甚大地域(別途連絡) 

 ４ 派遣希望活動内容  人命救出、行方不明者の捜索、倒壊家屋の排除 

 ５ その他参考となる 

  事項 
 

 ６ 綾瀬市の連絡先 

 

 

 

 

 

連 絡 実 施 者：市長室危機管理課長 〇〇 〇〇 

 Ｎ Ｔ Ｔ 電 話：０４６７－７０－５６４１ 

 Ｎ Ｔ Ｔ Ｆ Ａ Ｘ：△△△－△△△－△△△△ 

 県 防 災 行 政 通 信 網：９－５６６―９２０９ 

 県防災行政通信網ＦＡＸ：９－５６６―９２００ 

 衛 星 電 話：○○－○○○－○○○ 

 ７ 要請日時  令和  年  月  日  午前・午後  時  分 
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(様式第５) 

 

令和  年  月  日  

 

神奈川県知事  様 

 

 

綾瀬市長  ○ ○  ○ ○   

(公印省略)   

 

自衛隊の災害派遣の撤収について(要請) 

 

令和〇〇年○○月○○日○時○○分頃発生した地震災害に対する救援活動のため、令和○○

年○○月○○日付要請した部隊派遣につきましては、おかげさまで所期の目的を達成いたしま

したので、令和○○年○○月○○日○時○○分を持ちまして撤収をお願いいたします。 

 

 

 

                     事務担当は、市長室危機管理課危機管理担当 

電話 ０４６７－７０－５６４１ 
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３－９ 激甚災害・局地激甚災害指定基準 

 

１ 激甚災害制度の概要  

 激甚災害制度とは、「激甚(じん) 災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下「激

甚災害法」という。）に基づく制度であり、政府は、激甚災害法に基づき国民経済に著しい影響を及ぼ

し、かつ、当該災害による地方財政の負担を緩和し、又は被災者に対する特別の助成措置を行うこと

が特に必要と認められる災害が発生した場合には、中央防災会議の意見を聴いた上で、政令でその災

害を「激甚災害」として指定するとともに、当該激甚災害に対し適用すべき措置を併せて指定するこ

ととしている。  

 激甚災害に指定されると、地方公共団体の行う災害復旧事業等への国庫補助の嵩上げや中小企業へ

の保証の特例等、特別の財政助成措置が講じられる。  

 なお、激甚災害の指定は、中央防災会議が定めている、「激甚災害指定基準」（本激の基準）及び「局

地激甚災害指定基準」（局激の基準）による。  

 

２ 激甚災害法に基づく主要な適用措置（本激）  

 激甚災害によって生じた各種被害の状況に応じて、以下の措置を選択して適用する。 

① 公共土木施設災害復旧事業等(注)に関する特別の財政援助（第２章：第３条、第４条） 

  （注）公共土木施設、公立学校、公営住宅、社会福祉施設等の災害復旧事業、災害関連事業、 

     堆積土砂排除事業等  

② 農林水産業に関する特別の助成  

 イ 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 （第５条）  

 ロ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 （第６条）  

 ハ 天災融資法の特例 （第８条）  

 ニ 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 (第10条)  

 ホ 共同利用小型漁船の建造費の補助 （第11条）  

 ヘ 森林災害復旧事業に対する補助 （第11条の２）  

③ 中小企業に関する特別の助成  

 イ 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 （第12条）  

 ロ 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間等の特例 （第13条）  

④ その他の特別の財政援助及び助成  

 イ 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 （第16条）  

 ロ 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 （第17条）  

 ハ 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 （第22条）  

 ニ 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等 （第24条）  
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３ 激甚災害指定基準（本激） 
激甚災害法 

適用条項 
適用措置 指定基準 

 

 

第２章 

（第３条） 

（第４条） 

 

 

公共土木施設災害復旧事業等

に関する特別の財政援助 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.5％ 

Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.2％  

かつ  

(1) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収入×25％  

                  ……の県が１以上 

又は  

(2) 県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収入×5％  

                  ……の県が１以上 

 

 

第５ 条 

 

 

農地等の災害復旧事業等に係

る補助の特別措置 

Ａ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.15％  

かつ  

(1) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得推定額×4％  

                  ……の県が１以上 

又は  

(2) 一の都道府県の査定見込額＞10 億円……の県が１以上 

 

 

第６ 条 

 

 

農林水産業共同利用施設災害

復旧事業費の補助特例  

 

(1) 第５条の措置が適用される場合 

又は  

(2) 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×1.5 ％で第８条の措置が適用される場合 

ただし、(1)(2) とも、当該被害見込額が５千万円以下の場合は除く。  

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係るものについて、  

当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、 

かつ、次のいずれかに該当する激甚災害に適用する。  

(3) 漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％  

又は  

(4) 漁業被害見込額＞全国漁業所得推定額×1.5 ％で第８条の措置が適用される場合  

ただし、(3)(4) とも、水産業共同利用施設に係る被害見込額が５千万円以下の場合を

除く。 

 

 

第８ 条 

 

 

天災による被害農林漁業者等

に対する資金の融通に関する

暫定措置の特例 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％  

かつ  

一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×3％  

                  ……の県が１以上 

ただし、ＡＢ とも、高潮、津波等特殊な原因による災害であって、その被害の態様か

ら、この基準によりがたいと認められるものについては、災害の発生のつど被害の実

情に応じて個別に考慮する。 

 

 

第11 条 

の２ 

 

 

森林災害復旧事業に対する補

助  

 

Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×5％ 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％  

かつ  

(1) 一の都道府県の林業被害見込額＞ 当該都道府県の生産林業所得推定額×60％  

                  ……の県が１以上 

又は  

(2) 一の都道府県の林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1％  

                  ……の県が１以上 

ただし、ＡＢ とも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、生産林業所得推定額は

木材生産部門に限る。 

第12 条 
中小企業信用保険法による災

害関係保証の特例 
Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.2％ 

 

 

第13 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模企業者等設備導入資金

助成法による貸付金の償還期

間等の特例 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.06％ 

かつ 

(1) 一の都道府県の中小企業関係被害額   

＞ 当該都道府県の中小企業所得推定額×2％  

                  ……の県が１以上 

又は 

(2) 一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400 億円 

                  ……の県が１以上 

ただし、火災の場合又は第12 条の適用の場合における中小企業関連被害額の全国中小

企業所得推定額に対する割合については、被害の実情に応じ特例的措置を講ずること

がある。 
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第16 条 

 

第17 条 

 

第19 条 

 

公立社会教育施設災害復旧事

業に対する補助 

私立学校施設災害復旧事業に

対する補助 

市町村が施行する感染症予防

事業に関する負担の特例 

 

第2 章（ 第3 条及び第4 条） の措置が適用される場合。 

 

ただし、当該施設に係る被害又は当該事業量が軽微であると認められる場合を除く。  

 

 

 

第22 条 

 

 

罹災者公営住宅建設等事業に

対する補助の特例 

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000 戸 

Ｂ (1) 被災地全域滅失戸数≧2,000 戸 

かつ 

一の市町村の区域内の滅失戸数≧200 戸又は住宅戸数の1 割以上 

                ……の市町村が１以上 

又は 

(2) 被災地全域滅失戸数≧1,200 戸 

かつ 

一の市町村の区域内の滅失戸数≧400 戸又は住宅戸数の2 割以上 

                ……の市町村が１以上 

ただし、(1)(2) とも、火災の場合における被災地全域の滅失戸数については、被害の

実情に応じ特例的措置を講ずることがある。 

第24 条 
小災害債に係る元利償還金の

基準財政需要額への算入等 
第2 章（ 第3 条及び第4 条） 又は第5 条の措置が適用される場合。 

第7 条 
開拓者等の施設の災害復旧事

業に対する補助 

災害の実情に応じ、その都度検討する。 

第9 条 
森林組合等の行なう堆積土砂

の排除事業に対する補助 

第10 条 
土地改良区等の行なう湛水排

除事業に対する補助 

第11 条 
共同利用小型漁船の建造費の

補助 

第14 条 
事業協同組合等の施設の災害

復旧事業に対する補助 

第20 条 
母子及び寡婦福祉法による国

の貸付けの特例 

第21 条 水防資材費の補助の特例 

第25 条 
雇用保険法による求職者 

給付の支給に関する特例 

 

４ 激甚災害法に基づく主要な適用措置（局激） 

(1) 局地激甚災害 

 激甚災害指定基準（本激）では、全国を単位として積み上げられた被害額を基準としているため、 

激甚災害制度の創設（昭和37年）当初は、ある特定地域に激甚な被害を及ぼした災害であっても、全

国レベルで見ればさほどの被害とはならず、指定基準を越えられない（激甚災害として指定されない）

という状況が生じていた。  

 そこで、市町村単位の被害額を基準とする局地激甚災害指定基準を昭和43年に創設し、限られた地

域内で多大な被害を被った地域に対して各種の特例措置が適用されることとした。  

 俗に､従来の全国レベルの激甚災害は「本激」と、局地激甚災害は「局激」と呼ばれている。 

  

(2) 局地激甚災害指定により適用される措置（局激）  

 激甚災害によって生じた各種被害の状況に応じて、以下の措置を選択して適用する。 

① 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（第２章：第３条、第４条） 

② 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 （第５条）  

③ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 （第６条）  

④ 森林災害復旧事業に対する補助 （第11条の２）  

⑤ 中小企業に関する特別の助成 （第12条、第13条）  

⑥ 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等 （第24条） 

 

(3) 本激と局激の違い  

 激甚災害指定基準による指定、いわゆる「本激」が地域を特定せず、災害そのものを指定するのに

対し、局地激甚災害指定基準による指定、いわゆる「局激」は市町村単位での災害指定を行う。  

 ただし、激甚災害に指定されても、被害を受けた地方公共団体等のすべてが特例措置を受けられる

わけではなく、被害の大きさが一定規模以上の地方公共団体等に限って特例措置が適用される。 
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５ 局地激甚災害指定基準 
激甚災害法 

適用条項 
適用措置 指定基準 

 

 

第２章 

（第３ 条） 

（第４ 条） 

 

 

公共土木施設災害復旧事業等

に関する特別の財政援助 

（１）次のいずれかに該当する災害 

①(イ)当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 

                ＞ 当該市町村の標準税収入×50％  

（査定事業費が１千万円未満のものを除く。） 

 (ロ)当該市町村の標準税収入が50億円以下であり、かつ、当該市町村が負担する公

共施設災害復旧事業費等の査定事業額が2億5千万円を超える市町村 

   当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 

                ＞ 当該市町村の標準税収入×20％ 

 (ハ)当該市町村の標準税収入が50億円を超え、かつ、100億円以下の市町村 

   当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 

   ＞当該市町村の標準税収入×20％＋(当該市町村の標準税収入－50億円)×60% 

ただし、この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算した額がおおむね１億円

未満である場合を除く。 

②①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて①に掲げる災害に明ら

かに該当することとなると見込まれる災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね

十未満のものを除く。） 

 

 

第５条 

 

 

農地等の災害復旧事業等に係

る補助の特別措置 

 

（２）次のいずれかに該当する災害 

①当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費  

                ＞ 当該市町村の農業所得推定額×10％  

（災害復旧事業に要する経費が１千万円未満のものを除く。） 

ただし、当該経費の合算額がおおむね5 千万円未満である場合を除く。 

②①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲げる災害に明らか

に該当することとなると見込まれる災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十

未満のものを除く。） 

 

 

第6 条 

 

 

農林水産業共同利用施設災害

復旧事業費の補助特例  

 

（２）次のいずれかに該当する災害 

① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費  

                ＞ 当該市町村の農業所得推定額×10％  

（災害復旧事業に要する経費が１千万円未満のものを除く。） 

ただし、当該経費の合算額がおおむね5 千万円未満である場合を除く。 

②①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲げる災害に明らか

に該当することとなると見込まれる災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十

未満のものを除く。） 

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係るものについて、 

当該市町村内の漁業被害額が当該市町村内の農業被害額を超え、  

かつ、  

当該市町村内の漁船等の被害額＞当該市町村の漁業所得推定額×10％  

（ 漁船等の被害額が１千万円未満のものを除く。）  

ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算した額がおおむね 5

千万円未満である場合を除く。 

 

 

第11 条の

２ 

 

 

森林災害復旧事業に対する補

助  

 

（３）当該市町村内の林業被害見込額(樹木に係るもの)  

   ＞ 当該市町村に係る生産林業所得推定額（木材生産部門）×1.5  

  （林業被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額のおお 

   むね0.05％ 未満のものを除く。）  

かつ  

(1) 大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300ha  

又は  

(2) その他の災害にあっては、 

 要復旧見込面積＞当該市町村の民有林面積( 人工林に係るもの)×25％ 

第12 条 

 

第13 条 

 

中小企業信用保険法による災

害関係保証の特例 

小規模企業者等設備導入資金

助成法による貸付金の償還期

間等の特例 

（４）中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定額×10％  

（被害額が１千万円のものを除く。）  

ただし、当該被害額を合算した額がおおむね５千万円未満である場合を除く。 

第24 条 
小災害債に係る元利償還金の

基準財政需要額への算入等 
第2 章（ 第3 条及び第4 条） 又は第5 条の措置が適用される場合。 

 

 



激甚災害制度の概要図

災害の発生

河川、海岸、砂防
設備、道路、港湾、
漁港、下水道、公
園　等

公立学校、公営住
宅、生活保護施
設、
児童福祉施設　等

概ね
６割～８割
程度

２分の１
から
３分の１

８割程度
（共同利用施設は
概ね２割）

災害復旧貸付等の
特例措置

（信用保証別枠化、
償還期間延長等）

国庫補助率の嵩上げ措置
が講じられる
（１～２割程度）

中小企業等
の被害

災害復旧
貸付等の
支援措置

農地、農業用施設、
林道、農林水産業共
同利用施設　等

災害復旧国庫補助事業

農地等の被害公共土木施設等の被害

災害の発生

激甚災害の指定 激甚災害の指定 激甚災害の指定
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３－１０ 災害の被害認定基準について 

 

（平成１３年６月２８日府政防第５１８号内閣府政策統括官（防災担当）通知（警

察庁警備局長、消防庁次長、厚生労働省社会・援護局長、中小企業庁次長、国土

交通省住宅局長あて）） 

 

災害の被害認定基準は、災害時の被害状況の報告のため、関係各省庁の通達等

で定めていたものであるが、判断基準について各省庁に差異があることから、昭

和４３年６月に統一されたものである。 

しかしながら、災害の被害認定基準はその後既に３０数年が経過しており、特

に住家の被害については、建築技術の進歩による住宅構造や仕様の変化などから、

最近の災害に係る住家の被害認定については実情に合わないのではないかとの指

摘がなされた。 

このような状況から、現行の被害認定基準のうち住家の全壊・半壊に係る認定

基準について、関係省庁等の参加の下、内閣府に設置された「災害に係る住宅等

の被害認定基準検討委員会」において検討を行った結果、このたび成案を得たの

で、内閣総理大臣官房審議室長通知「災害の被害認定基準の統一について（昭和

４３年６月１４日総審第１１５号）」において通知した統一基準を別紙のとおり

改めることとした。 

従って、貴省庁におかれては、災害の被害状況の報告等の重要性にかんがみ、

この方向で統一するようよろしくお取り計らい願いたい。 

なお、この案に基づき、災害の被害認定基準に関する通達等において所要の改

正を行われた場合には、当方にも通知されるようお願いする。 

 

別 紙 

死者 当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、または

死体を確認することができないが死亡したことが確実なも

のとする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあ

るものとする。 

重傷者 

軽傷者 

災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける必要

のあるもののうち、「重傷者」とは１月以上の治療を要す

る見込みの者とし、「軽傷者」とは、１月未満で治療でき

る見込みの者とする。 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、す

なわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、ま

たは住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用す

ることが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若

しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の７

０％以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要

素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が５ ０ ％ 以上に達した程度のものとす

る。 
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住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したも

の、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通

りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分が

その住家の延床面積の２ ０ ％ 以上７ ０ ％ 未満のも

の、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体

に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２ ０ ％ 

以上５ ０ ％ 未満のものとする。 

住家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上

の住家であるかどうかを問わない。 

非住家 住家以外の建築物をいうものとする。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非

住家とする。ただし、これらの施設に、常時、人が居住し

ている場合には、当該部分は住家とする 

（注） 

１ 住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築

された建物または完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定するも

のとする。 

２ 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じること

により、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

３ 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、

住家の一部として固定された設備を含む。 
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３－11 災害対応準備及び災害救援の共同活動に関する 

      綾瀬市と米海軍厚木航空施設司令部との覚書 
 

綾瀬市 （以下 「甲」 という） と米海軍厚木航空施設司令部 （以下 「乙」 という） とは災害対応準

備及び災害救援の共同活動に関し、次の事項について合意する。  

目的と範囲 

本覚書は、甲と乙間の災害対応準備及び災害救援活動において相互の支援活動を調整するための

範囲を定める。  

災害は予兆あるいは警告の有る無しにかかわらず発生する。このため人間、施設及び財産は、さまざ

まな自然災害や人的災害から被害を受ける。 

甲と乙の共通の関心事は、市や基地に勤務する者又は居住する者の生命及び安全を守ることである。  

甲と乙が災害対応準備と災害救援活動について緊密に協力及び調整することにより、救援活動がより

適時かつ効果的なものとなり、必要不可欠な公益業務を維持回復することができる。 

定 義 

本覚書で使用する災害という用語には、自然災害や人的災害が含まれる。  

災害対応準備とは、不測の事態に備えて計画を立案し調整することである。これにより効果的に災害

へ対処して生命と財産を守り、必要不可欠な公益業務を維持回復することができる。 

災害救援とは、双方の同意に基づく迅速な支援であり、これによって被災者の苦痛や被害を軽減する

ことができる。ただし、この活動は被災者及び被災地の経済を恒久的に支援するものではない。 

この災害救援活動には、人道的援助とそれに係わる搬送、食料、衣服、医薬品、寝台及び寝具、臨時

避難所あるいは仮設住宅、緊急医療処置、医務及び技術関係人員の提供、及び必要不可欠な業務の修

復などが含まれる。 

計画と実施に関する基本的事項 

災害救援活動が要請され受け入れられた場合、甲又は乙は支援を行うことができる。 

こうした支援は甲と乙本来の業務に支障のない範囲の人員や資材を以って限定された期間、実施され

る。  

支援は緊急を要するものに提供されるものとし、一般的な復興作業はこれを含まない。 

災害救援活動に伴う経費の負担は、当該活動を実施する側の規定に基づき実施側が負担する。  

本覚書の適用範囲は甲の管轄する地域と乙の管轄する米海軍厚木航空施設に限定される。また、本

覚書によって甲と乙が支援供与の義務を負うことはない。  

共同活動の範囲 

災害対応準備と災害救援活動に関し、より効果的な調整を促すため、甲と乙は以下の事項に同意す

る。  

計画と調整と情報交換のための連絡先を設置する。 

災害の発生が、いずれの相手方に影響を与えるものであってもこれを通知する。 

災害救援活動のための災害対策本部あるいは危機行動班を設置するときは、いずれの相手方に対し

てもその旨を連絡する。 

被災状況とその対応措置を定期的に連絡する。 

要請に基づいて災害救援活動ならびに支援を実施する場合、実施する側それぞれの国の法律、規則、

細則に従うものとする。 

情報交換、研修、会議、視察、訓練及び演習を通して災害対応準備の調整を促し、専門的技能を育成

する。  
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附 則 

本覚書は両者の署名により発効し、終了するまで効力を有する。 

本覚書は、両者の合意のもとで修正又は改定できるものとする。本覚書はまた、両者が合意するか、若

しくはいずれかが終了予定の６０日前までに文書で通知することにより終了することができる。  

甲と乙は、実際に災害が発生したときに使用される、災害対応準備及び災害救援活動に関する手引書

を作成することに合意する。 

 

2010 年７月20 日                    2010 年７月20 日  

 

 

笠間 城治郎                      エリック Ｗ. ガードナー 米海軍大佐 

綾瀬市長                         米海軍厚木航空施設司令官 
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３－12 災害ボランティアセンターの設置等に関する協定書 
 

綾瀬市と綾瀬市社会福祉協議会及びあやせ災害ボランティアネットワーク (以下「団体二者」と

いう。）は、災害時ボランティアセンターの設置等について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、綾瀬市内において災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

号に規定する災害が発生した場合において開設される、災害時ボランティアセンター（以下「セ

ンター」という。）の設置及び運営について必要な事項を定めるものとする。  

 

（センターの設置等）  

第２条 団体二者は、綾瀬市からの要請により、災害時の円滑なボランティア活動の推進のため、

センターを設置し運営するものとする。 

２ 団体二者は、センターを設置している間は、ボランティアの受け入れ等運営状況を随時報告す

るものとする。 

３ センターの活動の終了は、復旧状況等を考慮し綾瀬市と団体二者が協議し決定するものとする。 

 

（設置場所）  

第３条 センターの設置場所は、綾瀬市地域防災計画に定める施設とする。た 

だし、綾瀬市は、当該施設がり災し、設置することが困難な場合は、これに 

代わる場所を確保するものとする。  

 

（センターの活動）  

第４条 センターが実施する活動は、次のとおりとする。 

(1) ボランティアを募集し、受け入れたボランティアを災害救援ボランティア 

として登録すること。 

(2) 登録された災害救援ボランティアと依頼されたボランティア活動の調整に 

関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、災害救援ボランティアの救援活動を支援する 

こと。 

 

（連絡体制の整備）  

第５条 綾瀬市と団体二者は、センターの設置及び運営を円滑に行うため、連絡体制を整備するも

のとする。  

２ 綾瀬市と団体二者は、前項の連絡体制を整備するため、それぞれに連絡責任者を定め、相互に

協力して設置訓練等を実施するものとする。  

 

（平常時の協力）  

第６条 団体二者は、平常時より災害時に備えたセンターの機能を整備するものとし、綾瀬市は、

これに対する必要な支援を行うものとする。  

２ 綾瀬市と団体二者は、前項に規定する整備を連携して行うため、人材育成等整備に関し必要な

事項について情報交換を行うものとする。  

 

（資機材の確保）  

第７条 綾瀬市と団体二者は、災害時におけるボランティア活動に必要な資機材を相互に協力して

確保するものとする。  

 

（費用負担）  

第８条 センターの設置及び運営に関する費用は、綾瀬市と団体二者が協議の上、別に定める。  

 

（協議）  

第９条 この協定に定めのない事項について定める必要が生じたとき、又はこの協定に定める事項

について疑義が生じたときは、その都度、綾瀬市と団体二者が協議し定めるものとする。  

 

（会議） 

第１０条 綾瀬市と団体二者との情報交換及び協議は、団体二者が行う会議等に、綾瀬市職員が必

要に応じ、出席して実施するものとする。 

 

（協定の期間） 

第１１条  この協定は、締結の日から１年間をもって終了する。ただし、綾瀬市又は団体二者から

期間満了の１箇月前までに、相手方に対し書面による協定終了の意思表示がない場合は、この協

定の期間を１年間更新するものとし、以後も同様とする。  

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、各関係者記名押印の 
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上、各自その１通を保有するものとする。  

 

平成２８年１０月３日  

 

                 綾瀬市早川５５０番地  

綾瀬市  

市長 古 塩 政 由 

 

 

                 綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市社会福祉協議会 

会長 増 田  譲 

 

 

                 綾瀬市深谷３８３８ 

 あやせ災害ボランティアネットワーク 

代表 伊 藤 正 貴 
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資料-４ 
[綾瀬市地域防災計画] 

 
 
 

４ 避難・物資・資機材 
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４－１ 避難所等一覧 

（令和５年１２月１日現在） 

 １ 一次避難所 

№  名 称   所 在 地  電話番号 

１  綾 瀬 小 学 校   深谷中五丁目1番1号 78-0004 
２  綾 瀬 中 学 校   深谷南二丁目3番1号 78-0024 
３  綾 北 中 学 校   深谷上四丁目4番1号 78-8566 
４  北 の 台 小 学 校   大上九丁目14番1号 77-5807 
５  北 の 台 中 学 校   蓼川一丁目2番1号 77-8430 
６  天 台 小 学 校   寺尾台一丁目3番1号 78-5688 
７  寺 尾 小 学 校   寺尾南一丁目3番1号 77-8401 
８  綾 北 小 学 校   寺尾本町三丁目10番1号 78-0452 
９  早 園 小 学 校   小園420番地 78-8525 
10  城 山 中 学 校   早川2230番地 77-6134 
11  綾 西 小 学 校   綾西一丁目2番1号 78-2376 
12  春 日 台 中 学 校   吉岡393番地1 76-8661 
13  落 合 小 学 校   落合北三丁目10番1号 77-6133 
14  綾 南 小 学 校   上土棚中一丁目12番19号 78-2840 
15  土 棚 小 学 校   上土棚南六丁目1番1号 77-2002 
16  県立綾瀬高等学校   寺尾南一丁目4番1号 76-1400 
17  県立綾瀬西高等学校   早川1485番地1 77-5121 

※ 水害時は、浸水するおそれのあるNo.14綾南小学校は利用しないこととし、代

替施設として南部ふれあい会館（所在地：上土棚南一丁目5番10号、電話番号：

77-3020）、落合自治会館（所在地：落合南六丁目11番46号、電話番号：77-4429）

及び上土棚自治会館（所在地：上土棚北四丁目7番47号、電話番号：76-9336）

を指定します。 

 ２ 二次避難所 

№  名 称   所 在 地  電話番号 

１  中 央 公 民 館   深谷中一丁目3番1号 77-8181 
２  中村地区センター   深谷中五丁目16番43号 78-2760 
３  大 上 保 育 園   大上六丁目14番5号 77-0323 
４  北の台地区センター   蓼川二丁目１番12号 77-6132 
５  綾 北 福 祉 会 館   寺尾中１丁目3番22号 78-1735 
６  寺 尾 児 童 館   寺尾北二丁目2番1号 77-9993 
７  寺 尾 い ず み 会 館   寺尾台三丁目6番25号 79-1305 
８  小 園 児 童 館   小園401番地１ 77-9994 
９  早園地区センター   早川2934番地 78-1160 
10  な が ぐ つ 児 童 館   綾西二丁目11番14号 77-9992 
11  吉岡地区センター   吉岡2316番地 78-2029 
12  綾南地区センター   上土棚中一丁目10番11号 77-5808 
13  綾 南 保 育 園   上土棚南一丁目4番17号 76-0030 
14  南部ふれあい会館   上土棚南一丁目5番10号 77-3020 

 ※水害時は、浸水するおそれのあるNo. 9早園地区センター及びNo.12綾南地区セ

ンターは利用しないこととします。また、No.14南部ふれあい会館は、綾南小

学校の代替施設として一次避難所に指定されます。 
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３ 広域避難場所 

№ 名    称 所 在 地 
避難有効 

面積(m2) 

１ 藤沢ゴルフクラブ 深谷南七丁目2番1号 660,000 

２ 落合小学校 落合北三丁目10番1号 12,687 

３ 綾瀬中学校 深谷南二丁目3番1号 30,675 

４ 綾瀬小学校 深谷中五丁目1番1号 14,867 

５ 市民スポーツセンター 深谷上三丁目6番1号 28,076 

６ 光綾公園 深谷上四丁目5234番 43,885 

７ 綾北中学校 深谷上四丁目4番1号 28,727 

８ 北の台小学校 大上九丁目14番1号 13,833 

９ 風車公園 大上二丁目555番9 16,853 

10 北の台中学校 蓼川一丁目2番1号 22,014 

11 天台小学校 寺尾台一丁目三3番1号 17,484 

12 綾北小学校 寺尾本町三丁目10番1号 14,482 

13 寺尾小学校 寺尾南一丁目3番1号 20,367 

14 県立綾瀬高等学校 寺尾南一丁目4番1号 32,207 

15 早園小学校 小園420番地 19,048 

16 城山公園 早川城山三丁目4番1 64,862 

17 県立綾瀬西高等学校 早川1485番地１ 32,499 

18 城山中学校 早川2230番地 21,229 

19 早園地区センター 早川2934番地 1,929 

20 春日台中学校 吉岡393番地１ 24,885 

21 吉岡地区センター 吉岡2316番地 2,481 

22 綾西小学校 綾西一丁目2番1号 17,888 

23 綾西公園 綾西二丁目1800番124 7,901 

24 綾南小学校 上土棚中一丁目12番19号 11,558 

25 綾南保育園 上土棚南一丁目4番17号 2,679 

26 土棚小学校 上土棚南六丁目1番1号 15,440 
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４ 一時
いっとき

避難場所 

№ 名  称 所在地 

1 綾南公園 落合南九丁目 339 

2 落合東公園 落合南九丁目 607-2 

3 長坂上公園 落合南四丁目 1-1 

4 長坂上西公園 落合南二丁目 120-ｲ 

5 下落合公園 落合北四丁目 503-1 

6 不聞山公園 落合北七丁目 1008-4 

7 取内東公園 落合北六丁目 1396-21 

8 深谷中央１号公園 深谷 4196 

9 深谷中央２号公園 深谷 3915-1 

10 深谷森林公園 深谷 1757 

11 陽だまり公園 深谷 1882-1 

12 新道公園 深谷 1952-1 

13 上深谷地域公園 深谷上六丁目 4562-1 

14 本郷公園 深谷上七丁目 4630-16 

15 サンバード公園 深谷上八丁目 4729-16 

16 中村公園 深谷中五丁目 3367-2 

17 鶴ケ台公園 深谷中七丁目 2272-22 

18 深谷南第１公園 深谷南一丁目 1408-62 

19 鶴ケ岡地域公園 深谷南三丁目 2206 

20 鶴島中央公園 深谷南四丁目 2378 

21 鶴島公園 深谷南四丁目 2413-2 

22 不聞山ちびっこ広場 深谷南二丁目 907 

23 鶴ケ岡公園 深谷南六丁目 2171 

24 桃並公園 大上一丁目 5427-8 

25 大上ゆめ公園 大上五丁目 258-1 

26 大上公園 大上三丁目 500-1 

27 綾北公園 大上二丁目 640-3 

28 柳川広場 大上八丁目 6292-10 

29 綾瀬スポーツ公園 本蓼川 345 

30 蓼川中公園 蓼川一丁目 1025-4 

31 水之頭公園 蓼川一丁目 23-1 

32 さくら公園 蓼川一丁目 26-1 

33 桜ケ岡公園 蓼川一丁目 906-7 

34 蓼川北公園 蓼川三丁目 1489-2 

35 蓼川公園 蓼川二丁目 1507-148 

36 釜田第７公園 寺尾釜田一丁目 350-1 

37 釜田住宅内公園 寺尾釜田一丁目 360-1 

38 釜田第６公園 寺尾釜田三丁目 180-13 
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№ 名  称 所在地 

39 釜田第４公園 寺尾釜田三丁目 182-16 

40 釜田第５公園 寺尾釜田三丁目 182-76 

41 釜田第１公園 寺尾釜田三丁目 95-4 

42 釜田第２公園 寺尾釜田二丁目 280-15 

43 釜田第３公園 寺尾釜田二丁目 294-4 

44 寺尾西公園 寺尾西一丁目 194-1 

45 青空公園 寺尾西三丁目 1122-5 

46 寺尾西第２公園 寺尾西二丁目 1189-33 

47 寺尾台地域公園 寺尾台三丁目 2011-2 

48 寺尾台公園 寺尾台二丁目 2133-24 

49 天台公園 寺尾台二丁目 2140-5 

50 久保田児童公園 寺尾中一丁目 1435-7 

51 子ノ神第２公園 寺尾中一丁目 1451-2 

52 林第２公園 寺尾中四丁目 1574-16 

53 林第１公園 寺尾中四丁目 1579-32 

54 子ノ神公園 寺尾中二丁目 1257-8 

55 比留川第３公園 寺尾南三丁目 690-13 

56 観音台スポーツ公園 寺尾南三丁目 696-40 

57 比留川第２公園 寺尾南三丁目 717-2 

58 比留川第１公園 寺尾南三丁目 725-7 

59 寺尾公園 寺尾北一丁目 2255 

60 北公園 寺尾北三丁目 1651-3 

61 寺尾北公園 寺尾北四丁目 1724-7 

62 寺尾北第２公園 寺尾北二丁目 2344-9 

63 寺尾中央公園 寺尾本町一丁目 204-3 

64 本町ふれあい公園 寺尾本町三丁目 755-3 

65 比留川第４公園 寺尾本町三丁目 771-34 

66 寺尾本町公園 寺尾本町二丁目 1310-8 

67 北原緑地 小園 1118-2 

68 小園台第２公園 小園 1233-1 

69 小園台第１公園 小園 1236-3 

70 北原公園 小園 1293-8 

71 紅葉ケ丘公園 小園 1390-12 

72 小園公園 小園 1426-1 

73 稲荷谷公園 小園 1324-1 

74 南原公園 小園 355-27 

75 小園東公園 小園 545-11 

76 小園広場 小園南一丁目 1-23 

77 小園南公園 小園南一丁目 423-151 

78 小園西公園 小園南二丁目 191-94 
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№ 名  称 所在地 

79 東山公園 早川 511-5 

80 峰山公園 早川 1345-4 

81 さがみの公園 早川 2605-23 

82 東名公園 早川 2980-87 

83 城山こみち 早川城山一丁目 18-1 

84 嫁の久保公園 早川城山四丁目 4-1 

85 堀之内公園 吉岡 1220-1 

86 入ケ谷公園 吉岡 1912-123 

87 根恩馬公園 吉岡 2722-1 

88 神崎遺跡公園 吉岡 3425-5 

89 蟹ヶ谷緑地 吉岡 887-23 

90 蟹ヶ谷公園 吉岡 905-10 

91 東根緑地 吉岡 919-2 

92 吉岡東公園 吉岡東五丁目 387-39 

93 ぞうさん公園 綾西五丁目 1502-89 

94 水道みち公園 綾西三丁目 1912-120 

95 バザール公園 綾西四丁目 1863-42 

96 綾西第５公園 綾西二丁目 1772-30 

97 なかよし広場 上土棚中七丁目 927-12 

98 もみじ公園 上土棚中二丁目 5-7 

99 やぶね公園 上土棚中六丁目 2009-103 

100 松山北公園 上土棚南一丁目 1323-10 

101 松山公園 上土棚南一丁目 1351-4 

102 松山西公園 上土棚南一丁目 1527-3 

103 松山南公園 上土棚南二丁目 1491-1 

104 やぶね台公園 上土棚南三丁目 1959-10 

105 やぶね地域公園 上土棚南四丁目 1889-2 

106 中原第２公園 上土棚北四丁目 408-3 

107 中原公園 上土棚北二丁目 324-54 

108 風の公園 深谷中一丁目 13-2 

※ 豪雨時等の避難などの急を要する場合は、自宅などから直接風水害時避難所

又は一次避難所等に避難するため、一時避難場所は利用しません。 
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５ 福祉避難所 

№ 名    称 所在地 

１ 
医療法人社団慈広会 

（メイプル） 
吉岡2361番地7 

２ 
社会福祉法人泉正会 

（泉正園） 
 上土棚南一丁目11番20号 

３ 
社会福祉法人道志会 

（道志会） 
 早川城山二丁目11番3号 

４ 
社会福祉法人唐池学園 

（つぼみ保育園） 
 深谷中五丁目20番48号 

５ 
社会福祉法人唐池学園 

（吉岡保育園） 
 吉岡1980番地 

６ 
社会福祉法人湘南児童福祉会

（深谷保育園） 
 深谷上三丁目1番29号 

７ 
社会福祉法人誠心福祉協会

（おとぎ保育園） 
 早川3067番地5 

８ 
社会福祉法人聖音会 

（さがみ野ホーム） 
 深谷中七丁目1番9号 

９ 
社会福祉法人唐池学園 

（貴志園） 
 吉岡2381番地1 

10 
社会福祉法人聖音会 

（綾瀬ホーム） 
 吉岡2337番地 

11 
社会福祉法人千寿会 

（杜の郷） 
寺尾南一丁目5番31号 

12 
学校法人生蘭学園 

（さくらチャイルドセンター） 
寺尾西一丁目13番1号 

13 
社会福祉法人泉正会 

（綾瀬いずみ保育園） 
上土棚北四丁目11番41号 

14 
学校法人明和学園 

（ピッピことりこども園） 
吉岡1526番地 

15 
社会福祉法人足跡の会 

（綾瀬ゆめっこ保育園） 
大上四丁目2番25号 

16 もみの木園  深谷上四丁目5番1号 
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６ 地域避難所 

№ 名    称 所在地 

１ 創価学会綾瀬平和会館 寺尾台一丁目 1 番 1 号 

２ 
宗教法人 真宗大谷派  

礼正寺 
大上九丁目 7 番 17 号 

３ 宗教法人 日蓮宗 大法寺 深谷中六丁目 23 番 1 号 

４ 宗教法人 浄土宗 蓮光寺 上土棚中二丁目 15 番 43 号 

５ 宗教法人 曹洞宗 龍洞院 早川 1766 番地 

６ 宗教法人 曹洞宗 長泉寺 早川 3146 番地 

７ 宗教法人 浄土宗 正福寺 吉岡 1006 番地 

８ 
宗教法人 臨済宗建長寺派 

済運寺 
吉岡 1783 番地 

９ 
宗教法人 曹洞宗  

報恩寺 
寺尾南二丁目 10 番 1 号 

10 
日本基督教団  

大塚平安教会 
寺尾北二丁目 17 番 44 号 

11 春日幼稚園 吉岡 1360 番地 

12 
学校法人明和学園  

綾西幼稚園 
吉岡 1526 番地 

13 
学校法人比留川学園  

綾瀬中央幼稚園 
深谷上六丁目 12 番 43 号 

14 
学校法人文伸学園  

綾南幼稚園 
上土棚中一丁目 10 番 6 号 

15 綾瀬すぎの子幼稚園 落合北五丁目 22 番 11 号 

16 
学校法人大塚平安学園  

ドレーパー記念幼稚園 
寺尾北二丁目 17 番 47 号 

17 
学校法人橘川学園  

綾瀬ゆたか幼稚園 
寺尾本町三丁目 12 番 26 号 

18 
学校法人生蘭学園  

綾瀬幼稚園 
寺尾西二丁目 9 番 50 号 

19 
学校法人生蘭学園  

生蘭高等専修学校 
小園 1520 番地 

20 

学校法人湘央学園  

湘央医学技術専門学校・湘央

生命科学技術専門学校 

小園 1424 番 4 号 

21 株式会社 メイコー 大上五丁目 14 番 15 号 

22 トピー工業 株式会社 大上二丁目 3 番 1 号 

23 スピードファム 株式会社 大上四丁目 2 番 37 号 
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７ 指定避難所 

№ 名称 所在地 

1 綾瀬小学校 深谷中五丁目 1 番 1 号 

2 綾瀬中学校 深谷南二丁目 3 番 1 号 

3 綾北中学校 深谷上四丁目 4 番 1 号 

4 北の台小学校 大上九丁目 14 番 1 号 

5 北の台中学校 蓼川一丁目 2 番 1 号 

6 天台小学校 寺尾台一丁目 3 番 1 号 

7 寺尾小学校 寺尾南一丁目 3 番 1 号 

8 綾北小学校 寺尾本町三丁目 10 番 1 号 

9 早園小学校 小園 420 番地 

10 城山中学校 早川 2230 番地 

11 綾西小学校 綾西一丁目 2 番 1 号 

12 春日台中学校 吉岡 393 番地 1 

13 落合小学校 落合北三丁目 10 番 1 号 

14 綾南小学校 上土棚中一丁目 12 番 19 号 

15 土棚小学校 上土棚南六丁目 1 番 1 号 

16 県立綾瀬高等学校 寺尾南一丁目 4 番 1 号 

17 県立綾瀬西高等学校 早川 1485 番地 1 

18 中央公民館 深谷中一丁目 3 番 1 号 

19 中村地区センター 深谷中五丁目 16 番 43 号 

20 大上保育園 大上六丁目 14 番 5 号 

21 北の台地区センター 蓼川二丁目 1 番 12 号 

22 綾北福祉会館 寺尾中一丁目 3 番 22 号 

23 寺尾児童館 寺尾北二丁目 2 番 1 号 

24 寺尾いずみ会館 寺尾台三丁目 6 番 25 号 

25 小園児童館 小園 401 番地 1 

26 早園地区センター 早川 2934 番地 

27 ながぐつ児童館 綾西二丁目 11 番 14 号 

28 吉岡地区センター 吉岡 2316 番地 

29 綾南地区センター 上土棚中一丁目 10 番 11 号 

30 綾南保育園 上土棚南一丁目 4 番 17 号 

31 南部ふれあい会館 上土棚南一丁目 5 番 10 号 
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８ 指定緊急避難場所 

※崖崩れについて、地震発生時は校庭等の屋外に避難し、風水害発生時は校舎及び体育館等の屋内に避難すること。

No. 名称 所在地 
対象となる異常な現象の種類 

地震 洪水 崖崩れ 
大規模

な火事 

1 
綾瀬小学校【校舎及び体育館】 深谷中五丁目 1 番 1 号 

 

○ ○ 

 綾瀬小学校【校庭】 深谷中五丁目 1 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

2 
綾瀬中学校【校舎及び体育館】 深谷南二丁目 3 番 1 号 

 

○ ○ 

 綾瀬中学校【校庭】 深谷南二丁目 3 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

3 
綾北中学校【校舎及び体育館】 深谷上四丁目 4 番 1 号 

 

○ ○ 

 綾北中学校【校庭】 深谷上四丁目 4 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

4 
北の台小学校【校舎及び体育館】 大上九丁目 14 番 1 号 

 

○ ○ 

 北の台小学校【校庭】 大上九丁目 14 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

5 
北の台中学校【校舎及び体育館】 蓼川一丁目 2 番 1 号 

 

○ ○ 

 北の台中学校【校庭】 蓼川一丁目 2 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

6 
天台小学校【校舎及び体育館】 寺尾台一丁目 3 番 1 号 

 

○ ○ 

 天台小学校【校庭】 寺尾台一丁目 3 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

7 
寺尾小学校【校舎及び体育館】 寺尾南一丁目 3 番 1 号 

 

○ ○ 

 寺尾小学校【校庭】 寺尾南一丁目 3 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

8 
綾北小学校【校舎及び体育館】 寺尾本町三丁目 10 番 1 号 

 

○ ○ 

 綾北小学校【校庭】 寺尾本町三丁目 10 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

9 
早園小学校【校舎及び体育館】 小園 420 番地 

 

○ ○ 

 早園小学校【校庭】 小園 420 番地 ○ 

 

○ ○ 

10 
城山中学校【校舎及び体育館】 早川 2230 番地 

 

○ ○ 

 城山中学校【校庭】 早川 2230 番地 ○ 

 

○ ○ 

11 
綾西小学校【校舎及び体育館】 綾西一丁目 2 番 1 号 

 

○ ○ 

 綾西小学校【校庭】 綾西一丁目 2 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

12 
春日台中学校【校舎及び体育館】 吉岡 393 番地 1 

 

○ ○ 

 春日台中学校【校庭】 吉岡 393 番地 1 ○ 

 

○ ○ 

13 
落合小学校【校舎及び体育館】 落合北三丁目 10 番 1 号 

 

○ ○ 

 落合小学校【校庭】 落合北三丁目 10 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

14 
綾南小学校【校舎及び体育館】 上土棚中一丁目 12 番 19 号 

    綾南小学校【校庭】 上土棚中一丁目 12 番 19 号 ○ 

 

○ ○ 

15 
土棚小学校【校舎及び体育館】 上土棚南六丁目 1 番 1 号 

 

○ ○ 

 土棚小学校【校庭】 上土棚南六丁目 1 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

16 
県立綾瀬高等学校【校舎及び体育館】 寺尾南一丁目 4 番 1 号 

 

○ ○ 

 県立綾瀬高等学校【校庭】 寺尾南一丁目 4 番 1 号 ○ 

 

○ ○ 

17 
県立綾瀬西高等学校【校舎及び体育館】 早川 1485 番地 1 

 

○ ○ 

 県立綾瀬西高等学校【校庭】 早川 1485 番地 1 ○ 

 

○ ○ 

18 早園地区センター【屋外】 早川 2934 番地 ○  ○ ○ 

19 吉岡地区センター【屋外】 吉岡 2316 番地 ○  ○ ○ 

20 綾南保育園【園庭】 上土棚南一丁目 4 番 17 号 ○  ○ ○ 

21 藤沢ゴルフクラブ 深谷南七丁目 2 番 1 号 ○  ○ ○ 

22 市民スポーツセンター【陸上競技場】  深谷上三丁目 6 番 1 号 ○  ○ ○ 

23 光綾公園 深谷上四丁目 5234 ○  ○ ○ 

24 風車公園 大上二丁目 555 番 9 ○  ○ ○ 

25 城山公園 早川城山三丁目 4 番 1 号 ○   ○ 

26 綾西公園 綾西二丁目 1800 番 124 ○  ○ ○ 
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９ 風水害時避難所 

№ 名  称 所在地 備考 

1 落合自治会館 落合南６－１－４６  

2 中村自治会館 深谷中５－２３－３５  

3 蓼川自治会館 蓼川２－１１－３３  

4 大上自治会館 大上５－９－４１  

5 寺尾南自治会館 寺尾南２－３－１６  

6 寺尾綾北自治会館 寺尾本町２－７－３  

7 寺尾天台自治会館 寺尾台１－１２－１５  

8 小園自治会館 小園３９８－１  

9 吉岡自治会館 吉岡２３１６－１０  

10 綾西自治会館 綾西２－１１－１４  

11 上土棚自治会館 上土棚北４－７－４７  

12 高齢者福祉会館 深谷中１－３－１ ペット同行避難可 

13 寺尾児童館 寺尾北２－２－１  

14 南部ふれあい会館 上土棚南１－５－１０  

15 城山中学校武道場 早川２２３０  

※車両で避難する者が多くなると、交通集中や事故などにより交通渋滞をまねき、浸水

すると、動けなくおそれがあることから、原則として避難は徒歩で行うものとする。  

ただし、歩行による避難が困難な者や避難所まで距離が遠い場合は、車両による避難

も可とする。駐車スペースに限りがあることから、車両で避難する場合は、高齢者福祉

会館を活用することとする。 

 



資料-4-2-1 

４－２ 避難所想定区域及び想定避難者数一覧 

 
想　　定　　区　　域 想定避難者数

自治会 区 人　数 世帯数

上深谷 1 2 3

中　村 5 6

2 綾瀬中学校 中　村 1 2 3 4 1,644 659 中　央 中　村

上深谷 4 5

大　上 2

大　上 1 5 6 7 8

蓼　川 2 （3組）

蓼　川 1 3 4

大　上 10 11

寺尾天台 全

寺尾北 全

7 寺尾小学校

8 県立綾瀬高校

寺尾綾北 全

2

3 4 9

11 城山中学校

12 県立綾瀬西高校

14 春日台中学校 吉　岡 全 1,045 419 綾　西 吉　岡

2 3 4 5 7

8 6

北１ 北２ 北３ 北４

中１ 中２ 中３ 中４

中５ 中６ 中７ 中８

落　合 6 （11･12組）

南１ 南２ 南３ 南４ 南５

南６ 南７

落　合 1

計 29,430 11,800 

※各避難者の数は、総人口、総世帯数、避難者想定数により按分したものである。

早　川714

寺　尾

（21・22・23・28組）

1,781 早　園

637

小　園

寺尾綾北
大　上

1,589 寺尾南

上深谷

№ 避難所名

1 綾瀬小学校 1,844 740 中　央

828
2(3組は除く)

4 北の台小学校 1,751 701

3 綾北中学校 中　央1,033 414
（21・22・23・28組は除く）

5 北の台中学校 2,064

上深谷

綾　北 大　上

寺　尾
寺尾天台
寺 尾 北

綾　北 蓼　川

大　上
2,351 943 寺　尾

6 天台小学校 3,251 1,304

寺尾南 全

早園小学校 2,427 973 早　園小　園 全

9 綾北小学校

落　合

13 綾西小学校 1,451 582

15 落合小学校

10

綾　西

781 綾　南

17 土棚小学校
上土棚

2,200

16 綾南小学校 3,050

早　川 全

落　合

上土棚

避難所運
営委員会
実施主体
自治会名

1,222 綾　南 上土棚

地区対策
本　　　部

882 綾　南

1,949

綾　西 全

(11･12組は除く)

綾　西

上土棚
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４－３ 避難所想定区域図 

 

. 

北の台小学校 

北の台中学校 

大上保育園 

寺尾児童館 
北の台地区地区センター 

寺尾いずみ会館 

綾北福祉会館 

天台小学校 

綾北小学校 

小園児童館 

早園小学校 

寺尾小学校 

綾北中学校 

早園地区センター 

城山中学校 

綾瀬小学校 

中村地区センター 

中央公民館 
綾西小学校 

ながぐつ児童館 

春日台中学校 

落合小学校 

綾南小学校 

土棚小学校 

吉岡地区センター 

南部ふれあい会館 

綾南保育園 

綾南地区センター 

綾瀬市役所 

綾瀬中学校 

県立綾瀬高校 

県立綾瀬西高校 
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４－５ 防災倉庫設置場所一覧 （令和４年３月１日現在） 

１ 市役所防災備蓄倉庫 

№ 施 設 名 所 在 地 場   所 設置年度 

1 市役所防災備蓄倉庫 早川 550 
市庁舎議会棟 

地下１Ｆ 
H８ 

2 南部防災拠点 上土棚北 4-6-24 南部防災拠点 R３ 

２ 分団車庫併設防災倉庫 

№ 施 設 名 所 在 地 場   所 設置年度 

1 中央分団車庫 深谷中 5-16-51 分団車庫併設 H３ 

2 綾北分団車庫 大上 9-13-38 〃 H４ 

3 寺尾分団車庫 寺尾本町 1-11-7 〃 S63 

4 早園分団車庫 早川 2934 〃 H 元 

5 綾西分団車庫 吉岡 887-1 〃 H６ 

6 綾南分団車庫 上土棚南 1-4-19 〃 H２ 

３ 避難所等防災倉庫 

№ 施 設 名 所 在 地 場   所 設置年度 

1 綾北小学校 寺尾本町 3-10-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

2 天台小学校 寺尾台 1-3-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

3 寺尾小学校 寺尾南 1-3-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

4 早園小学校 小園 420 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

5 北の台小学校 大上 9-14-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

6 綾瀬小学校 深谷中 5-1-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

7 落合小学校 落合北 3-10-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

8 綾西小学校 綾西 1-2-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

9 綾南小学校 上土棚中 1-12-19 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

10 土棚小学校 上土棚南 6-1-1 校 庭 
H8(H18 移設) 

(H24 追加) 

11 北の台中学校 蓼川 1-2-1 校 庭 
H9(H18 移設) 

(H24 追加) 

12 綾北中学校 深谷上 4-4-1 校 庭 
H9(H18 移設) 

(H25 追加) 

13 綾瀬中学校 深谷南 2-3-1 校 庭 
H9(H18 移設) 

(H24 追加) 
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№ 施 設 名 所 在 地 場   所 設置年度 

14 城山中学校 早川 2230 校 庭 
H9(H18 移設) 

(H24 追加) 

15 春日台中学校 吉岡 393-1 校 庭 
H9(H18 移設) 

(H24 追加) 

16 保健福祉プラザ 深谷中 4-7-10 敷地内 H10(H29 移設) 

17 綾北福祉会館 寺尾中 1-3-22 敷地内 H10 

18 吉岡地区センター 吉岡 2316 敷地内 H12 

19 早園地区センター＊ 早川 2934 敷地内 H13 

20 大上保育園＊ 大上 6-14-5 敷地内 
H14 

(H25 移設) 

21 綾南地区センター＊ 上土棚中１-10-11 敷地内 H16 

22 小園児童館＊ 小園 401-1 
小園自治会館 

駐車場 
H17 

23 ながぐつ児童館＊ 綾西 2-11-14 綾西公園 H17 

24 中央公民館 深谷中 1-3-1 敷地内 H18 

25 中村地区センター 深谷中 5-16-43 敷地内 H18 

26 北の台地区センター 蓼川 2-1-12 敷地内 H18 

27 寺尾いずみ会館 寺尾台 3-6-25 敷地内 H18 

28 南部ふれあい会館 上土棚南 1-5-10 敷地内 H18 

29 寺尾児童館 寺尾北 2-2-1 敷地内 H18 

30 綾南保育園 上土棚南 1-4-17 敷地内 H18 

31 市民スポーツセンター 深谷上 3-6-1 
敷地内 

（体育館北側） 
H12 

32 藤沢ゴルフ 深谷南 7-2-1 敷地内 H19 

33 光綾公園 深谷上 4-5234 敷地内 H19 

34 風車公園 大上 2-555-9 敷地内 H19 

35 城山公園 早川城山 3-4-1 敷地内 H19 

36 県立綾瀬高校 寺尾南 1-4-1 敷地内 H19 

37 県立綾瀬西高校 早川 1485-1 敷地内 H19 

38 綾西公園 綾西 2-1800-124 敷地内 H19 

４ その他防災倉庫 

№ 施 設 名 所 在 地 場   所 設置年度 

1 寺尾公園 寺尾北 1-2255 敷地内 H10 

2 寺尾南自治会館＊ 寺尾南 2-3-16 敷地内 H13 

＊自治会コミュニティ助成防災倉庫 
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４－６ 各防災倉庫備蓄品 

◆市役所防災備蓄倉庫 
※ １倉庫あたりの数量 

品名 規格 数量 備考 

発動発電機 800W 2   

投光器 300W 5   

コードリール 25m 4   

延長用コードリール 30m 1   

投光器用三脚   4   

発電機用工具   2   

回転灯   5   

回転灯用三脚（大）   4   

回転灯受皿   3   

かけや 木製丸型 8   

大ハンマー 4．5ｋｇ 5   

金てこ 32ｍｍ×1,800ｍｍ 52   

のこぎり 33cm 5   

かま   3   

両口つるはし   4   

角スコップ   10   

丸スコップ   10   

加工番線 200 本入 1   

要配慮者用ビブス Ａ4差し込み式 195 オレンジ 

要配慮者用ビブス 
避難所運営委員会 20 枚、 
地区対策本部全員 200 グリーン 

安全帯   4   

担架   2   

テント   6   

ウォーターバルーン 10 トン用 1   

ウォーターバルーン 1 トン用 7   

水中ポンプホースバンド付 S-500LN 50Hz 25A 2   

臨時給水栓   7   

ポリタンク 18L 79   

ポリタンク 10L 14   

ポリタンク 3L 3   

土のう袋   6,700   

Ａ型バリケード 災害対策本部名入 
市 11 鳶 32 

43   

ロープ 太 12mm、長 200m 10   

トラロープ 50m 4   

長靴（腰下） 27cm 1   

長靴（腰下） 26cm 2   

長靴（腰下） 25．5cm 3   

雨カッパ 青色 61   

雨カッパ 黄色 6   

災害用毛布 真空パック 100   

木くい 1m 30   

トビ   3   

簡易トイレ   225   

万能シート   200   

使い捨てカイロ   4,700   

サバイバルフーズ   18,270 食 

発電機用ガソリン缶   16   

アルファ米   400 食 
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◆一次避難所（県立高校を除く） 

資 

 

 

 

機 

 

 

 

材 

品   名 数量 異常の有無 備 考 品   名 数量 異常の有無 備 考 

ファーストミッション

ボックス 
1 式 有・無  模造紙 1 箱 有・無  

テント 3 張 有・無  
万能シート(ブルーシ

ート)3.6m×5.4m 
20 枚 有・無  

エアーテントセット 

（発電機１台含む） 
1 式 有・無 ※１ 

避難所間仕切りユニ

ット 
10 組 有・無  

レスキューシート 100枚 有・無  リアカー 2 台 有・無  

担架 5 台 有・無  脚立 1 本 有・無  

簡易ベッド 3 脚 有・無 ※１ 燃料タンク 5 個 有・無  

救急箱 2 箱 有・無  災害時特設公衆電話 2 台 有・無  

懐中電灯 20 本 有・無  要配慮者用ビブス 15 着 有・無  

メガホン 5 個 有・無  給水容器 500 個 有・無  

避難所運営用拡声器 1 個 有・無  立看板 15 枚 有・無  

単 1 乾電池 80 本 有・無  
MCA 無線(半固定型・

職員室に設置) 
1 台 有・無  

単 2 乾電池 40 本 有・無  
生活必需物資（トイレ

ットペーパー） 
一式 有・無  

コードリール 10 個 有・無  簡易トイレセット 13 組 有・無  

スコッチコーン 40 個 有・無  ロープ 2 本 有・無  

土のう袋 1 束 有・無  台車 2台 有・無 ※２ 

投光機セット 2 式 有・無  災害用毛布 650 枚 有・無 ※２ 

発電機 2 台 有・無  クラッカー 一式 有・無 ※２ 

発電機用ガソリン缶 16 個 有・無  保存水(500ml) 168 本 有・無 ※２ 

避難所用暖房機 2 台 有・無  マスク 3,000 枚 有・無 ※２ 

暖房機用灯油缶 32 個 有・無  トイレ処理セット 45 箱 有・無 ※２ 

ガスコンロ（五徳） 5 個 有・無  給水タンク 2 基 有・無 ※２ 

ゴム管 5 本 有・無  携帯トイレ 5 箱 有・無 ※２ 

カセットコンロ 3 台 有・無  
簡易型避難所用テン

ト 
別紙 有・無 ※２ 

カセットボンベ 9 本 有・無  
目隠しシート（テント

用） 
5 箱 有・無 ※２ 

鍋 3 個 有・無  折畳式簡易ベッド 別紙 有・無 ※２ 

おたま 3 本 有・無      

その他特記事項 
※１綾瀬小、天台小、早園小、綾西小、綾南小、北の台中の６校のみ。 
※２教室等、倉庫と異なる場所に保管。 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 4-6-3 

別紙 

 

簡易型避難所用テント及び折畳式簡易ベッド数量 

 

 
学校名 

テント 

(目隠しシートなし) 

テント 

(目隠しシート入り) 
ベッド 

1 綾瀬小学校 30張 53 張 27 台 

2 綾北小学校 30張 41 張 23 台 

3 綾西小学校 30張 43 張 24 台 

4 早園小学校 30張 24 張 18 台 

5 綾南小学校 30張 40 張 23 台 

6 天台小学校 30張 24 張 18 台 

7 北の台小学校 30張 24 張 18 台 

8 落合小学校 30張 41 張 23 台 

9 土棚小学校 30張 24 張 18 台 

10 寺尾小学校 30張 40 張 23 台 

11 綾瀬中学校 30張 75 張 35 台 

12 綾北中学校 30張 74 張 34 台 

13 城山中学校 30張 72 張 34 台 

14 北の台中学校 30張 69 張 33 台 

15 春日台中学校 30張 79 張 36 台 

 

※簡易テントの入数は、目隠しシート入りが３張入り、目隠しシートが同梱されてい

ないものが４張入りです。（半端あり）



資料 4-6-4 

◆二次避難所 

資 

 

 

 

機 

 

 

 

材 

品   名 数量 異常の有無 備 考 品   名 数量 異常の有無 備 考 

仮設トイレ 1 有・無  角スコップ 5 有・無  

テント(3K×2K) 2 有・無  丸スコップ 5 有・無  

給水タンク(300ℓ ) 1 有・無  つるはし(両口) 5 有・無  

給水容器 

(ロンテナー･10ℓ ) 
400 有・無  かけや(木製丸型) 5 有・無  

毛布(真空パック) 100 有・無  大ハンマー(4.5kg) 3 有・無  

担架 4 有・無  のこぎり 3 有・無  

救急箱(50人用) 2 有・無  リアカー（折りたたみ式） 2 有・無  

懐中電灯 

(強力ライト) 
6 有・無  チェーンソー 1 有・無  

メガホン 3 有・無  投光機セット 2 有・無  

単1乾電池（懐中電灯用） 24 有・無  投光機用発電機 1 有・無  

単2乾電池（メガホン用） 24 有・無  発電機用ガソリン缶 12 有・無  

コードリール(30m) 6 有・無  暖房機用灯油缶 32 有・無  

燃料タンク(10ℓ ) 4 有・無  チェーンソー用ガソリン缶 1 有・無  

スコッチコーン 10 有・無  チェーンソー用オイル 1 有・無  

万能シート 

(3.6m×5.4m) 
100 有・無  水中ポンプ 1 有・無 ※１ 

土のう袋 600 有・無  要配慮者用ビブス 15 有・無  

避難所用暖房機 1 有・無      

避難所間仕切り 

ユニット 
10 有・無      

ロープ(200m) 1 有・無      

その他特記事項 

※１水中ポンプは、小園児童館、南部ふれあい会館に配置。 

 



資料 4-6-5 

◆分団車庫併設防災資機材倉庫（中央・綾北・寺尾・早園・綾西・綾南） 

※ １倉庫あたりの数量 

品名 規格 数量 備考 

 バリケード  Ａ 型 20   

 両口つるはし   2   

 角スコップ   10   

 丸スコップ   10   

 かけや 150¢かし 3   

 大ハンマー  4.5kg 3   

 金てこ 
32ｍｍ×1,800ｍ

ｍ 
2   

 燃料タンク  10L 1   

 土のう袋   500   

 担架   3   

 メガホン   5   

 救急箱  50 人用 1   

 救急箱  20 人用 1   

 発電機 ﾎﾝﾀﾞ EB1500X 1   

 投光器 K-500 1   

 コードリール GT-30 1   

 投光器用三脚 K2 1   

 給水タンク LL-300 1   

 テント 3 間×2 間 1   

 給水容器 
キュービージャ

グ 10L 
200   

チェーンソー   1   

 



資料 4-6-6 

◆一次避難所（県立高校）防災資機材倉庫 

 
※ １倉庫あたりの数量 

品名 規格 数量 備考 

仮設トイレ   1   

テント 3 間×2 間 2   

給水タンク 300ℓ 1   

給水容器 ロンテナー･10ℓ 400   

災害用毛布 真空パック 100   

担架   4   

救急箱 50 人用 2   

懐中電灯 強力ライト 6   

メガホン   3   

単 1 乾電池 懐中電灯用 24   

単 2 乾電池 メガホン用 24   

コードリール 30m 6   

燃料タンク 10ℓ 4   

スコッチコーン   10   

万能シート 2 間×3 間 100   

土のう袋   600   

避難所用暖房機   2   

避難所間仕切りユニット   10   

ロープ 200m 1   

角スコップ   5   

丸スコップ   5   

つるはし 両口 5   

かけや 木製丸型 5   

大ハンマー 4.5kg 3   

のこぎり   3   

リアカー 折りたたみ式 2   

チェーンソー   1   

投光機セット   2   

投光機用発電機   1   

発電機用ガソリン缶   8   

暖房機用灯油缶   24   

チェーンソー用ガソリン缶   1   

チェーンソー用オイル   1   

電話機   2   

要配慮者用ビブス   15 オレンジ 



資料 4-6-7 

◆広域避難場所防災資機材倉庫 

 
※ １倉庫あたりの数量 

品名 規格 数量 備考 

仮設トイレ   1   

テント 3 間×2 間 2   

給水タンク 300ℓ 2   

給水容器 ロンテナー･10ℓ 400   

災害用毛布 真空パック 150   

担架   4   

救急箱 50 人用 1   

懐中電灯 強力ライト 9   

メガホン   5   

単 1 乾電池 懐中電灯用 36   

単 2 乾電池 メガホン用 40   

コードリール 30m 5   

燃料タンク 10ℓ 4   

スコッチコーン   20   

万能シート 3 間×2 間 100   

土のう袋   600   

避難所間仕切りユニット 《早園、吉岡地区センター、綾南保育
園のみ設置》 

  10   

避難所用暖房機 《早園、吉岡地区センター、綾南保育園のみ
設置》 

  1   

ロープ 200m 2   

角スコップ   10   

丸スコップ   10   

つるはし 両口 10   

かけや 木製丸型 10   

大ハンマー 4.5kg 5   

のこぎり   5   

チェーンソー   2   

リアカー 折りたたみ式 2   

投光機セット   2   

投光機用発電機   1   

発電機用ガソリン缶   8   

暖房機用灯油缶 《早園、吉岡地区センター、綾南保育園のみ
設置》 

  24   

チェーンソー用ガソリン缶   1   

チェーンソー用オイル   1   



資料 4-6-8 

◆その他防災資機材倉庫（寺尾公園・寺尾南自治会館） 

 
※ １倉庫あたりの数量 

品名 規格 数量 備考 

給水タンク 300ℓ 1   

給水容器 ロンテナー･10ℓ 100   

救急箱 50 人用 1   

懐中電灯 強力ライト 4   

メガホン   2   

単 1 乾電池 懐中電灯用 20   

単 2 乾電池 メガホン用 16   

スコッチコーン   10   

角スコップ   5   

丸スコップ   5   

つるはし 両口 5   

かけや 木製丸型 5   

大ハンマー 4.5kg 1   

のこぎり   1   

ロープ 200m 1   

土のう袋   400   

チェーンソー   1   

チェーンソー用ガソリン缶   1   

チェーンソー用オイル   1   

 

◆その他防災資機材倉庫（ハマキョウレックス） 

 
 

品名 規格 数量 備考 

災害用毛布 真空パック 20   

簡易トイレ 
トイレ・手すり・処理セット

(100 枚） 
185   

生理用品   2,640   

紙おむつ   504   

サバイバルフーズ   8,220   

アルファ米   3,000   

飲料水 2L／本 2,460   

弾性ストッキング   1,000   

サバイバルブランケット   3,627   

携帯トイレ   19,750   

 



４－７ 生活物資等調達に関する協定 
 

災害時における食糧及び生活必需物資の調達に関する協定書（綾瀬市商工会） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬市商工会（以下「乙」という。）は、次のとおり協定する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、甲が行う

り災者等への食糧及び生活必需物資（以下「物資」という。）の供給を必要とする事態が生じたとき、そ

の有効な実施を期するため乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため、乙に対し物資調達の要請をする。 

２ 甲は、前項の規定により要請をするときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うものと 

 する。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、 

 事後において速やかに物資調達要請書を提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、適切な調達ができるよう第７条に定める組織体 

 制に基づき速やかに当該商業部会員に伝達し、措置するとともにその措置状況を甲に連絡するも 

 のとする。 

 （物資の範囲） 

第４条 甲が調達する物資の品名は、物資確保数量表（別表１）に定めるものとし、その調達数量 

 は、現に保有し、かつ確保できる数量とする。 

 （運搬） 

第５条 原則として乙は、第７条に定める組織体制の各班ごとに物資を収集し、収集後は、甲が運 

 搬するものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を求めることができる。 

 （物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の当該商業部会員がそれぞれ通常使用している納品書等に 

 基づき引渡しを受けるものとする。 

 

 

 

 

  

 

（組織体制及び連絡責任者） 

第７条 要請及び協力に関する事項を正確かつ円滑に行うため、乙は、甲と協議のうえ防災組織表 

 （別表２）に定める体制を確立しておくものとする。なお、甲においては、綾瀬市災害対策本部 

 事務局長（防災主管課長）を連絡責任者とし、乙においては、事務局長を連絡責任者とするもの 

 とする。 

 

 （物資の価格） 

第８条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

（補償） 

第９条 本協定による収集、運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防 

 団員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

 （協議事項） 

第１０条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、 その都度方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

 （協定の効力） 

第１１条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。なお、昭和６０年８月１日に締結した「災害時における食糧及び 

 生活必需物資の調達に関する協定書」については、この協定の締結日をもって廃止する。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するものとす

る。 

 

  平成１４年６月２０日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

  綾瀬市長 見 上 和 由 

 

乙 神奈川県綾瀬市深谷３４４５番地 

  綾瀬市商工会 

  会長 三 浦 福 好 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                         年  月  日 

 

 綾瀬市商工会 

              殿 

 

綾瀬市長 

 

 災害時における食料及び生活必需物資の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要請します。 

 

品    名 規   格 数  量 備    考 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

別表１ 

 

物 資 確 保 数 量 表 

 

品    名 備            考 数量 

米  穀  (kg)  

即席ラーメン カップめんも含む (食)  

乾めん類  (把)  

かんづめ  (個)  

食  塩  (kg)  

み  そ  (kg)  

しょうゆ  (l)  

粉ミルク  (kg)  

な  べ 直径30cm相当以上のもの (個)  

か  ま ２升だき相当以上のもの (個)  

包  丁  (丁)  

バ ケ ツ 10l入以上のもの (個)  

茶 わ ん  (枚)  

汁 わ ん  (枚)  

アルミホイル  (個)  

は  し 割ばし (ぜん)  

ポリタンク 20l入 (個)  

タ オ ル 手ぬぐいも含む (枚)  

石 け ん  (個)  

ち り 紙 箱入ティッシュペーパー相当 (箱・しめ)  

トイレットペーパー  (個)  

マ ッ チ 大箱分相当 (箱)  

ライター 100円ライター (個)  
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別表２ 防 災 組 織 表 

       第 １ 班 長   （
以
下
各
地
区
同
じ
） 

          
   中央地区長     副 班 長   
         
    副 地 区 長      
      第 ２ 班 長   
          
        副 班 長   
          
          
       第 １ 班 長   
         
   綾 北 地 区 長     副 班 長  
        
    副 地 区 長      
      第 ２ 班 長   
         
        副 班 長  
         
          
綾 瀬 市 災 害 対 策 本 部       第 １ 班 長   

        
           副 班 長  
            
             
          第 ２ 班 長   
            
           副 班 長  
            
      寺 尾 地 区 長       
綾 瀬 市 商 工 会       第 ３ 班 長   

    副 地 区 長     
 商 業 部 会 長        副 班 長  
    副 地 区 長     
  副  部  会  長  ( 1 )         
        第 ４ 班 長   
     〃    ( 2 )         
         副 班 長  
     〃    ( 3 )         
           
     〃    ( 4 )       第 ５ 班 長   
          
        副 班 長  
         
          
       第 １ 班 長   
         
   早 園 地 区 長     副 班 長  
        
    副 地 区 長      
      第 ２ 班 長   
         
        副 班 長  
         
          
       第 １ 班 長   
         
   綾 西 地 区 長     副 班 長  
        
    副 地 区 長      
      第 ２ 班 長   
         
        副 班 長  
         
          
       第 １ 班 長   
         
   綾 南 地 区 長     副 班 長  
        
    副 地 区 長      
      第 ２ 班 長   
    副 地 区 長     
       副 班 長  
         
          
       第 ３ 班 長   
         
        副 班 長  
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災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書（コープ神奈川・ユーコープ事業

連合） 

 

 （趣旨） 

第１条 綾瀬市内に地震、風水害、その他による災害（以下「災害」という。）が発生した場合 

 において、綾瀬市（以下「甲」という。）と生活協同組合コープかながわ及び生活協同組合連 

 合会ユーコープ事業連合（以下「乙」という。）とは、相互に協力して災害時の市民生活の早 

 期安定を図るため、応急生活物資供給等の協力に関する事項について定めるものとする。 

 （協力要請） 

第２条 甲は乙に対し協力を要請するときは、災害時応急生活必需物資要請書（第１号様式） 

 により乙に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請す 

 ることができる。この場合甲は、事後において速やかに災害時応急生活物資要請書を乙に提 

 出するものとする。 

 （協力の実施） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、保有物品の優先供給について積極的に協力 

 するものとする。 

２ 物資の運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力 

 を求めることができる。この場合甲は、乙の指定する場所へ市職員を派遣するものとする。 

 （物資の範囲） 

第４条 物資の範囲は、次に掲げるものとする。 

 (1) 食糧品及び生活必需品（別表のとおり） 

 （費用の負担） 

第５条 物資に係る費用（供給した物資の対価及び乙並びに乙の指定するものが行った運搬の 

 費用）は、甲の負担とし、乙の提出する出荷報告書等に基づき、災害時の直前における適性 

 価格をもって決定する。 

 （支払い） 

第６条 乙は、物資納入後、甲に対して物資の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 （連絡責任者） 

第７条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市 

 災害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、生活協同組合コープかながわ 

 役員室部長を連絡責任者とする。 

 （保有数量の報告） 

第８条 乙の連絡責任者は、物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。なお、この 

 報告は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を生活必需物資等保有数量表（第２号様 

 式）により実施するものとする。 

 （広域的な支援体制の整備） 

第９条 乙は、他の生活協同組合等との間での連携を強化し、災害時における生協間相互支援 

 の協定の締結等、広域的な支援が受けられる体制の整備に努めるものとする。 

 （情報の収集・提供） 

第１０条 甲は、災害時において市民に対し物資の配布場所や品目等の情報提供に努め、乙は 

 それに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において被災地域や被災者の状況、地域の物資の価格や供給状況等の情 

 報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して市民に対し迅速かつ 

 的確な情報の提供に努めるものとする。 

 （物資の安定供給） 

第１１条 乙は、災害時にその組織、施設及び機能を最大限に活用し、生活物資の高騰等の防 

 止を図り、市民生活の早期安定に寄与するよう市民に対する生活物資の安定供給に努力し、 

 甲はそれに協力するものとする。 

 （ボランティア活動への支援） 

第１２条 乙は、災害時に乙の組合員が行う物資の配布等のボランティア活動を支援し、甲は 

 これに協力するものとする。 

 （その他必要な支援） 

第１３条 この協定に定める事項のほか、物資等について被災者への支援が必要な場合は、甲 

 乙協議のうえ定めるものとする。 

 （関係法令の遵守） 

第１４条 この協定の施行にあたっては、消費生活協同組合法その他関係法令を遵守するもの 

 とする。 

 （協議） 

第１５条 この協定の定めのない事項並びにこの協定に関し、疑義が生じたときは、甲乙協議 

 のうえ定めるものとする。 

 （協定の効力） 

第１６条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、 

 その効力を持続するものとする。なお、平成８年１１月１４日に締結した「災害時における 

 応急生活物資供給等の協力に関する協定書」については、この協定の締結日をもって廃止す 

 る。 

 

 この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自その１通を保有す

るものとする。 

 

  平成１４年６月２０日 

 

              甲 綾瀬市早川５５０番地 

                綾瀬市長 見 上 和 由 

 

              乙 横浜市港北区新横浜二丁目５番地の１１ 

                生活協同組合コープかながわ 

                理事長         馬 場 昭 夫 

 

                横浜市港北区新横浜二丁目５番地の１１ 

                生活協同組合連合会ユーコープ事業連合 

                理事長         越 淵 堅 志 
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第１号様式（第２条関係） 

 

災害時応急生活必需物資等要請書 

   

                                       年  月  日 

 

            様 

 

                               綾瀬市長 

 

 

 災害時における応急生活必需物資供給等の協力に関する協定書に基づき、次のとおり物資の出荷を要請し

ます。 

 

品     名 規   格 数  量 備 考 

    

    

    

    

    

    

    

 

 運搬（第３条関係）当該事項に〇印を付け、内容を記入する。 

 １ 市職員が   年  月  日に直接受け取りに行きます。 

 

 ２ 上記生活必需物資等の運搬を次のとおりお願いします。 

   (1)  場  所  綾瀬市 

   (2)  日  時   年  月  日 

 

 

 

 
 

別表（第４条関係） 

 

災害時応急生活物資等一覧 

 

段階 

想定 

第１段階 

ライフラインストップ 

第２段階 

電気復旧 

第３段階 

水道復旧 

期間 災害当日～３日 ４日～６日    ７日～ 

 

 

 

 

 

品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 

 

 

 

 

 

 水・飲料         ◆ 
 菓子パン         ◆ 
 牛乳（ＬＬ）     ◆ 
 果物（バナナ）   ◆ 

レトルト食品(ごはん◆)  

 缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ) 
 電池 

 懐中電灯 

 バケツ 

 軍手・シューズ 

 ガムテープ 

 濡れティッシュ 

 トイレットペーパー 

 紙おむつ 

 卓上ガスコンロ 

 なべ 

 ボンベ 

 生理用品 

 

 

 

 水・飲料 

 菓子パン 

 牛乳（ＬＬ） 

 果物（バナナ） 

 レトルト食品(ごはん) 
 缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ） 

 ｲﾝｽﾀﾝﾄｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ 
 粉ミルク 

 哺乳瓶 

 紙おむつ 

 なべ 

 濡れティッシュ 

 生理用品 

 下着・靴下 

 タオル 

 刃物 

 紙コップ・紙皿 

 トイレットペーパー 

 ゴミ袋 

 マジック 

 大人用紙おむつ 

 米・牛乳 

 食パン 

 めん類 

 バター・ジャム 

 肉・魚 

 野菜 

 果物 

 レトルト食品(おかず類) 
 ｲﾝｽﾀﾝﾄｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ 
 緑茶･コーヒー･紅茶 

 トイレットペーパー 

 洗濯・洗面用具 

 なべ 

 裁縫キット 

 下着・靴下 

 文房具 

 マスク 

 

 

 

 

夏  蚊取り線香 

冬  使い捨てカイロ・毛布 

（１） 応急生活物資は、おおむね上記の段階・期間ごとの品目を基準と 

   し、災害や緊急度の状況に合わせて調達する。 

（２） 品目は上記の他、甲乙協議のうえその都度指定できるものとする。 
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第２号様式（第８条関係） 

応急生活必需物資等の保有数量表 

      年  月１日現在 

                                   生活協同組合コープかながわ 

品  目 数量 品  目 数量 品  目 数量 

水・飲料 
菓子パン 
牛乳（ＬＬ） 
果物（バナナ） 
レトルト食品(ごはん) 
缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ) 
ｲﾝｽﾀﾝﾄｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ 
粉ミルク 
米 
食パン 
めん類 
バター・ジャム 
肉 
魚 
野菜 
果物 
レトルト食品（おかず類) 
緑茶・コーヒー・紅茶 

 トイレットペーパー 
生理用品 
紙おむつ 
大人用紙おむつ 
哺乳瓶 
濡れティッシュ 
ゴミ袋 
下着 
靴下 
毛布 
タオル 
バケツ 
軍手 
シューズ 
卓上ガスコンロ 
なべ 
刃物 
紙コップ 
紙皿 
ボンベ 
 

 電池 
懐中電灯 
洗濯用具 
洗面用具 
ガムテープ 
裁縫キット 
文房具 
マジック 
マスク 
蚊取り線香（夏） 
使い捨てカイロ（冬） 

 

 

連絡責任者職・氏名                    連絡先：                 
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災害時における生活必需物資等の調達に関する協定書（三和フードワン綾瀬店） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社三和フードワン綾瀬店（以下「乙」という。）は、

次のとおり協定する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、 

 甲が実施する応急対策に対し、円滑な生活必需物資等（以下「物資」という。）の確保をする 

 ため、乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため必要があると認めたときは、乙の保有す 

 る物資の調達を要請する。 

２ 甲は、前項の規定により要請するときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うもの 

 とする。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場 

 合甲は、事後において速やかに物資調達要請書を提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事 

 由のない限り保有物資の優先供給及び搬出に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

 （物資の範囲） 

第４条 物資の範囲は、寝具、衣料品、食料品、炊事用具、食器、光熱材料、日用品及びその 

 他甲が指定する物資とし、その品名については、別表「生活必需物資等保有数量表」に定め 

 るものとする。 

 （運搬） 

第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を 

 求めることができる。 

 （物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

 （物資の価格） 

第７条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

 

 

 （補償） 

第８条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団 

 員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災害 

 対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、店長を連絡責任者とする。 

 （保有数量の報告） 

第１０条 乙の連絡責任者は、物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。 

 なお、この報告は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を別表「生活必需物等保有数量表」により 

 実施するものとする。 

 （協議事項） 

第１１条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意あ 

 る協議を行うものとする。 

  （協定の効力） 

第１２条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、 

 その効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有す

るものとする。 

 

  平成１４年５月２２日 

 

               甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                  綾瀬市長  見 上 和 由 

 

               乙 神奈川県綾瀬市大上四丁目６番６号 

                  株式会社 三和 フードワン 綾瀬店 

                  店  長  千 葉 忠 昭 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

             

                            年  月  日 

 

               様 

 

                       綾瀬市長 

 

 災害時における生活必需物資等の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要請しま

す。 
品      名 規   格 数   量 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

運搬（第５条関係） 該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 市災害対策本部職員が  年 月 日  時に直接受取に行きます。 

２ 上記物資の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市 

（2）日 時   年 月 日 

３ その他 
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災害時における食糧及び生活必需物資等の調達に関する協定書（綾北商店会） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と綾北商店会（以下「乙」という。）  は、次のとおり協定する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、甲が

行うり災者等への食糧及び生活必需物資等（以下「物資」という。）  の供給を必要とする事態が

生じたとき、その有効な実施を期するため乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため、乙に対し物資調達の要請をする。 
２ 甲は、前項の規定により要請をするときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うものとする。た

だし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速や

かに物資調達要請書を提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、適切な調達ができるよう第７条に定める組織体

制に基づき速やかに当該商店会員に伝達し、措置するとともにその措置状況を甲に連絡するもの

とする。 

 （物資の範囲） 

第４条  甲が調達する物資の品名及び数量は、乙が現に保有し、かつ確保できる範囲とする。なお、

乙は、あらかじめ確保可能な品目等を想定し、物資確保想定品目表（別表１）を作成しておくも

のとする。  
 （運搬） 

第５条 原則として乙は、第７条に定める体制により物資を収集し、収集後は、甲が運搬するもの

とする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を求めることができる。 
（物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の当該商店会員がそれぞれ通常使用している納品書等に基

づき引渡しを受けるものとする。 
 （組織体制及び連絡責任者） 

第７条 要請及び協力に関する事項を正確かつ円滑に行うため、乙は体制を確立しておくものとす

る。 

なお、甲においては、綾瀬市災害対策本部事務局長代理（防災主管課長）を連絡責任者とし、

乙においては、商店会長を連絡責任者とするものとする。 

 （物資の価格） 

第８条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

（補償） 

第９条 本協定による収集、運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防

団員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 
 （協議事項） 

第１０条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協

議を行うものとする。 
 （協定の効力） 

第１１条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、その効力を

持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１９年２月２２日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

  綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市寺尾中一丁目８番１１号 

                綾北商店会 

               会 長  片 野   操  
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                    年  月  日 

 

 綾北商店会 

              殿 

 

綾瀬市長 

 

 災害時における食糧及び生活必需物資等の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を

要請します。 

 

品    名 規   格 数  量 備    考 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 別表１（第４条関係） 

 

物 資 確 保 想 定 品 目 表 

店   名 品    名 備    考 数量 
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災害時における生活必需物資等の調達に関する協定書（ビバホーム綾瀬店） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）とトステムビバ株式会社ビバホーム綾瀬店（以下「乙」という。）

は、次のとおり協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、

甲が実施する応急対策に対し、円滑な生活必需物資等（以下「物資」という。）の確保をする

ため、乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため必要があると認めたときは、乙の保有す

る物資の調達を要請する。 

２ 甲は、前項の規定により要請するときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うもの

とする。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場

合甲は、事後において速やかに物資調達要請書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない事

由のない限り、保有物資の優先供給及び搬出に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（物資の範囲） 

第４条 物資の範囲は、寝具、衣料品、食料品、炊事用具、食器、光熱材料、日用品及びその

他甲が指定する物資とし、その品名については、別表「生活必需物資等保有数量表」に定め

るものとする。 

（運搬） 

第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を

求めることができる。 

（物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの

とする。 
（物資の価格） 

第７条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

 

 

 

 

（補償） 

第８条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団

員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

（連絡責任者） 

第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災害

対策本部事務局長（防災主管部長）とし、乙においては、店長を連絡責任者とする。 
（保有数量の報告） 

第１０条 乙の連絡責任者は、物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。なお、この報

告は、毎年１回９月１日現在の数量を別表「生活必需物等保有数量表」により実施するものとす

る。 
（協議事項） 

第１１条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意あ

る協議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１２条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、

その効力を持続するものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通 

を保有するものとする。 

 

平成２０年１１月６日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市深谷３７３４－１ 

トステムビバ株式会社 

ビバホーム綾瀬店 

店 長 中 島 清 孝 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                   年  月  日 

 

             様 

 

                             綾瀬市長 

 

 災害時における生活必需物資等の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要請しま

す。 
品      名 規   格 数   量 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 １ 市災害対策本部職員が  年 月 日直接受取に行きます。 

 ２ 上記物資の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市 

（2）日 時   年 月 日 
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災害時における生活必需物資等の調達に関する協定書（ハンディ綾瀬店） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社マキバハンディ綾瀬店（以下「乙」という。）は、

次のとおり協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、

甲が実施する応急対策に対し、円滑な生活必需物資等（以下「物資」という。）の確保をする

ため、乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため必要があると認めたときは、乙の保有す

る物資の調達を要請する。 

２ 甲は、前項の規定により要請するときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うもの

とする。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場

合甲は、事後において速やかに物資調達要請書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない事

由のない限り、保有物資の優先供給及び搬出に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（物資の範囲） 

第４条 物資の範囲は、寝具、衣料品、食料品、炊事用具、食器、光熱材料、日用品及びその

他甲が指定する物資とし、その品名については、別表「生活必需物資等保有数量表」に定め

るものとする。 

（運搬） 

第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を

求めることができる。 

（物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの

とする。 
（物資の価格） 

第７条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

 

 

 

 

（補償） 

第８条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団

員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

（連絡責任者） 

第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災害

対策本部事務局長（防災主管部長）とし、乙においては、店長を連絡責任者とする。 
（保有数量の報告） 

第１０条 乙の連絡責任者は、物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。なお、この報

告は、毎年１回９月１日現在の数量を別表「生活必需物等保有数量表」により実施するものとす

る。 
（協議事項） 

第１１条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意あ

る協議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１２条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、

その効力を持続するものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通 

を保有するものとする。 

 

平成２０年１１月１１日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市深谷１７７７番地 

株式会社マキバ 

ハンディ綾瀬店 

店 長 大 森   稔 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                   年  月  日 

 

             様 

 

                             綾瀬市長 

 

 災害時における生活必需物資等の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要請しま

す。 
品      名 規   格 数   量 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 １ 市災害対策本部職員が  年 月 日直接受取に行きます。 

 ２ 上記物資の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市 

（2）日 時   年 月 日 

 

資
料
-4-7-14 



災害時におけるダンボール等の提供に関する協定書（三興段ボール） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社三興段ボール（以下「乙」という。）は、次のとお

り協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、

甲が実施する応急対策に対し、円滑なダンボール等（以下「ダンボール」という。）の確保を

するため、乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 

（要請事項等） 

第２条 甲は、災害時におけるダンボールの確保を図るため必要があると認めたときは、乙の

保有するダンボールの提供を要請する。 

２ 甲は、前項の規定により要請するときは、ダンボールの提供要請書（第１号様式）により

行うものとする。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。

この場合甲は、事後において速やかにダンボールの提供要請書を提出するものとする。 

３ 乙の措置事項は、ダンボールの提供報告書（第２号様式）により行うものとする。 

４ 甲及び乙の要請の経路は別に定める。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない事

由のない限り、製造可能ダンボールの優先提供及び搬出に対する協力等に積極的に努めるも

のとする。 

（ダンボールの範囲） 

第４条 ダンボールの範囲は、ダンボール及びその他甲が指定するダンボール製品とする。 

（運搬） 

第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を

求めることができる。 

（ダンボールの価格） 

第６条 ダンボールの取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

（製造可能数量の報告） 

第７条 甲は乙に対して、定期的にダンボールの製造可能数量について報告を求めることができる。 
２ 前項の報告は、ダンボールの製造可能数量報告書（第３号様式）によるものとする。 
 

 

 

（協定内容の周知） 

第８条 甲及び乙は、平常時からその従事者等に対して、本協定の趣旨及び手続きの周知に努

めるものとする。 

（補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団

員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

（協議事項） 

第１０条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意あ

る協議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１１条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、

その効力を持続するものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有す

るものとする。 

 

平成２０年１２月１７日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市早川２６４７番地１ 

株式会社 三興段ボール 

代表取締役 小 川 文 夫 
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第１号様式（第２条関係） 

 

ダ ン ボ ー ル の 提 供 要 請 書 

 

年  月  日 

   

株式会社 三興段ボール 

代表取締役         様 

 

綾瀬市長          ㊞ 

 

災害時におけるダンボール等の提供に関する協定に基づき、次のとおりダンボールの提供を要請

します。 
項   目 内   容 

災害の状況及び 

提供要請の事由 
 

 

項  目 品  名 数 量 備 考 

提供を必要とする 

品名及び数量 

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,400×流れ2,600mm)  間仕切り用 

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,400×流れ1,600mm)  間仕切り用 

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅2,000×流れ1,000mm)  マットレス用 

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,300×流れ3,000mm)  床緩衝材用 

   

提供を必要とする 

場所 
 

その他必要な事項  

運搬（第５条関係） 該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 市災害対策本部職員が  年 月 日  時に直接受取に行きます。 

２ 上記ダンボール等の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市 

（2）日 時   年 月 日 

３ その他 

 

第２号様式（第２条関係） 

 

ダ ン ボ ー ル の 提 供 報 告 書 

 

年  月  日 

 

綾 瀬 市 長 殿 

  

株式会社 三興段ボール 

代表取締役            ㊞ 

 

災害時におけるダンボール等の提供に関する協定に基づき、次のとおりダンボールの提供を報告

します。 
 

項   目 品  名 数 量 備 考 

提供した品名 

及び数量 

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,400×流れ2,600mm)   

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,400×流れ1,600mm)   

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅2,000×流れ1,000mm)   

K5W ﾌﾙｰﾄ(紙幅1,300×流れ3,000mm)   

   

提供した相手方 

もしくは場所 
 

提供した日時 年  月  日    時頃 

その他必要な事項  
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第３号様式（第７条関係） 

 

ダンボールの製造可能数量報告書 

 

年  月  日 

     

綾 瀬 市 長 殿 

 

株式会社 三興段ボール 

代表取締役            ㊞ 

 

災害時におけるダンボール等の提供に関する協定に基づき、次のとおりダンボールの製造可能数

量を報告します。 

項   目 品  名 数 量 備 考 

品名及び数量 

K5W ﾌﾙｰﾄ 

(紙幅1,400×流れ2,600mm) 
  

K5W ﾌﾙｰﾄ 

(紙幅1,400×流れ1,600mm) 
  

K5W ﾌﾙｰﾄ 

(紙幅2,000×流れ1,000mm) 
  

K5W ﾌﾙｰﾄ 

(紙幅1,300×流れ3,000mm) 
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災害時における応急物資の優先供給等の協力に関する協定（サミット綾瀬店） 
 
綾瀬市（以下「甲」という。）とサミット株式会社（以下「乙」という。）は、綾瀬市内に災害対

策基本法（昭和36年11月15日法律第223号。以下「法」という。）第２条第１項に定める地震、

風水害その他の災害が発生した時における協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、綾瀬市内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」

という。）において、甲が行う応急食料品及び日用品（以下「応急物資」という。）の調達業務並

びに乙に所属する店舗の営業の継続又は早期開店に係る乙の協力に関して必要な事項を定める

ことにより、災害応急対策及び被災住民の生活の安定を図ることを目的とする。 

（要請手続き等） 

第２条 甲は、災害時に緊急に応急物資を調達する必要があるときは、乙に対し、応急物資の供給

（原則として運搬を含む。以下同じ。）を要請することができる。 

２ 乙に対する要請手続きは、応急物資供給要請書（第１号様式）により行うものとする。ただし、

これによりがたいときは、口頭で要請し、後日文書にて処理する。 

３ 甲及び乙は、連絡体制、連絡方法及び手段等について、支障を来さないよう常に点検及び改善

に努め、変更があるときは、甲乙相互に連絡するものとする。 

（協力内容） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けた場合は、可能な範囲において応急物資の優先

供給について積極的に協力するものとする。 

（応急物資の受領） 

第４条 応急物資の受領場所は、甲が指定するものとし、乙の通常使用している納品書等に基づき、

品目、数量等を確認の上、甲が受け取るものとする。 

（費用負担） 

第５条 甲は、第３条の規定による乙の応急物資供給に要した費用を負担するものとする。 

２ 前項の定めによる費用弁償の額については、次のとおりとする。 

(1) 応急物資 当該災害時直前の価格 

(2) 運搬に要した費用 実費額（ただし人件費を除く。） 

（請求及び支払い） 

第６条 乙は応急物資納入後、前条の費用について、甲に請求するものとする。 

２ 甲は、乙から前項の規定による請求を受けたときは、その内容を確認の上、速やかに当該費用

を支払うものとする。 

 

（営業の継続又は早期開店） 

第７条 甲は、市民生活の安定のため、乙に対して店舗の営業の継続又は早期開店を要請すること

ができる。 

２ 前項の要請があったときは、乙は営業の継続又は早期開店に努めるものとする。 

（損害補償） 

第８条 甲の要請に基づき、応急物資の供給業務に従事する者が、業務実施中に負傷し、又は疾病

にかかり、若しくは死亡した場合は、綾瀬市消防団員等公務災害補償条例（昭和５３年６月２０

日条例第２９号）に基づき、これを補償するものとする。ただし、訓練に係るものは、除くもの

とする。 

（保有数量の報告） 

第９条 乙は、応急物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。なお、この報告は、毎年

１回９月１日現在の数量を別表「生活必需物資等保有数量表」により実施するものとする。 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は条項の解釈に疑義が生じた場合については、甲乙協議の

上、決定するものとする。 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２２年３月３１日までとする。ただし、

この協定を解除しようとするときは、甲又は乙は、期間満了の日の３箇月前までに意思表示を行

うものとし、甲乙のいずれからも意思表示がないときは、更に１年間期限を延長するものとし、

以後においても毎年同様の取扱いとする。 

 

本協定の締結の証として、協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成２１年１０月１日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 東京都杉並区永福３－５７－１４ 

サミット株式会社 

代表取締役社長 田 尻   一
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第１号様式（第２条関係） 

 

応 急 物 資 供 給 要 請 書 

年  月  日 

 

様 

 

綾瀬市長 

 

災害時における応急物資の優先供給等の協力に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要

請します。 
品   名 規  格 数  量 備 考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 市災害対策本部職員が  年 月 日  時に直接受取に行きます。 

２ 上記物資の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市                   

（2）日 時   年 月 日 

３ その他 
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災害時における生活必需物資の調達に関する協定書（エイヴイ綾瀬店） 
 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社エイヴイ（以下「乙」という。）は、次のとおり協定す

る。 
 （趣旨） 
第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）  において、甲

が実施する応急対策に対し、円滑な生活必需物資（以下「物資」という。）  の確保をするため、

乙が行う協力に関し必要な事項を定める。 
 （要請事項） 
第２条 甲は、災害時における物資の確保を図るため必要があると認めたときは、乙の保有する物

資の調達を要請する。 
２ 甲は、前項の規定により要請するときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うものとす

る。ただし、緊急を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場合におい

て、甲は、事後において速やかに物資調達要請書を提出するものとする。 
 （要請事項の措置） 
第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむを得ない事由の

ない限り、保有物資の優先供給及び搬出に対する協力等に積極的に努めるものとする。 
 （物資の範囲） 
第４条 甲が調達する物資の品名及び数量は、乙が現に保有し、かつ確保できる範囲とする。なお、

乙はあらかじめ確保可能な品目を想定し、物資確保想定品目表（第２号様式）を作成しておくも

のとする。 
 （運搬） 
第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を求め

ることができる。 
 （物資の引渡し） 
第６条 物資の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの

とする。 
 （物資の価格） 
第７条 物資の取引価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

 （補償） 
第８条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等

公務災害補償条例（昭和５３年綾瀬町条例第２９号）の定めるところによる。 
 （連絡責任者） 
第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、 綾瀬市災

害対策本部事務局長（防災主管部長）とし、乙においては、店長を連絡責任者とする。 
 （保有数量の報告） 
第１０条 乙の連絡責任者は、物資の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。なお、この報

告は、毎年１回９月１日現在の数量を物資確保想定品目表により実施するものとする。 
 （協議事項） 
第１１条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協

議を行うものとする。 
  （協定の効力） 
第１２条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議の上特別の定めをする場合を除き、その

効力を持続するものとする。ただし、この協定の効力は、乙の綾瀬店のみ効力を有するものとす

る。 
 
 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上各自その１通を保有するもの

とする。 
 
    平成２２年７月１５日 
 
                    甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                      綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎  
 
                    乙 神奈川県横須賀市平成町１-５-１ 
                      株式会社 エイヴイ 

                      代表取締役 木 村 忠 昭 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                   年  月  日 

 

             様 

 

                             綾瀬市長 

 

 災害時における生活必需物資等の調達に関する協定に基づき、次のとおり物資の出荷を要請しま

す。 
品      名 規   格 数   量 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 １ 市災害対策本部職員が  年 月 日直接受取に行きます。 

 ２ 上記物資の運搬を下記のとおり願います。 

（1）場 所 綾瀬市 

（2）日 時   年 月 日 

３ その他 
 
 
 

第２号様式（第４条、第１０関係） 
              

物 資 確 保 想 定 品 目 表 
 

品      名 数   量 備    考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   
年  月  日現在 

連絡責任者職・氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
連絡先＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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災害時等における畳の提供に関する協定書（5日で5000枚の約束） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と「５日で5000枚の約束。」プロジェクト実行委員会（以下「乙」

という。）は、災害時等における畳の提供に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震災害、風水害又はその他の災害（武力攻撃事態又は緊急対処事態を含む。）

が発生した場合（以下「災害時等」という。）において、甲の要請に応じて、乙が畳を提供するこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （要請） 

第２条 甲は、災害時等に畳の提供を受けようとするときは、畳の提供要請書（第１号様式）によ

り乙に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、

後日、速やかに第１号様式を提出するものとする。 

 （要請に対する措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、可能な範囲において、畳の提供に努めるものと

する。 

２ 甲が指示した避難所等までの畳の輸送については、その都度甲乙協議のうえ、協力して行うも

のとする。 

３ 使用後の畳の処理については甲が行うものとする。 

４ 乙は畳の提供後、甲に提供した畳の数量等を明示した、畳の提供報告書（第２号様式）を提出

するものとする。 

（連絡責任者） 

第４条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲の連絡責任者は綾瀬市災

害対策本部事務局長代理（防災主管課長）とし、乙の連絡責任者は綾瀬市の藤原畳店代表者とす

る。 

（費用の負担） 

第５条 乙が甲に提供する畳及び輸送に係る費用は無償とし、その他畳の提供にあたり生じる費用

は、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

（車両の通行） 

第６条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急または優先車両として通行できる

よう可能な範囲で支援するものとする。 

（情報の交換） 

第７条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平素から情報交換を行い、災

害時等に備えるものとする。 

 （訓練への参加） 

第８条 乙は甲の主催する防災訓練等に、協力の要請等があったときは、積極的に参加するものと

する。 

 （事故等） 

第９条 乙は、第３条の対応の実施に際し、事故等が発生したときは、甲に速やかにその状況を報

告するものとする。 

 （災害補償） 

第１０条 甲は、第３条の規定により業務に従事した者が、その者の責に帰することのできない理

由により死亡し、又は負傷したときは、綾瀬市消防団員等公務災害補償条例（昭和53年綾瀬町条

例第29号）に基づきその損害を補償するものとする。ただし、他の法令により療養その他の給付

若しくは補償を受けたとき又は死亡等の原因となった第三者から損害賠償を受けたときは、その

補償額の限度において損害補償の責を免れる。 

 （第三者への損害賠償責任） 

第１１条 乙は、第３条の規定による業務中に、乙の責に帰する理由により第三者に損害を与えた

ときは、その賠償の責を負うものとする。 

２ 前項に規定する第三者への賠償については、乙と乙の参加畳店で協議の上、決定する。 

３ 乙の責に帰さない理由により第三者に損害を及ぼしたときは、その事実の発生後遅滞無くその

状況を書面により甲に報告し、その処置については、甲乙協議の上、決定する。 
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（業務における暴力団排除） 

第１２条  甲は、乙が綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号。以下「条例」という。）

第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は同条第５号に掲げる暴力団経

営支配法人等に該当するときは、この協定を解除するものとする。 

２ 甲は、乙の参加畳店が条例第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は

同条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等に該当するときは、その参加畳店をこの協定から除くもの

とする。 

 （秘密の保持） 

第１３条 甲及び乙は、この協定の実施に当たり知り得た秘密を他人に漏らし、又は利用してはな

らない。協定が解除された後においても同様とする。 

 （協議事項） 

第１４条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ、定めるものとする。 

 （有効期間） 

第１５条 この協定は、締結の日から効力を有し、協定期間は締結した日から１年間とする。 

２ 協定期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない場合は、その

期間を１年間延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成２９年７月３１日 

 

         甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

           綾瀬市 

綾瀬市長 古塩 政由 

 

         乙 埼玉県川越市三光町3-2 

           「５日で5000枚の約束。」プロジェクト実行委員会 

           関東地区委員長 岡田 暁夫 
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４－８ 資機材等調達に関する協定 
 
災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する協定書（葬祭業協同組合） 

 
 綾瀬市（以下「甲」という。）と神奈川県葬祭業協同組合（以下「乙」という。）及び社団法人全
国霊柩自動車協会（以下「丙」という。）は、綾瀬市内に地震、風水害、その他の災害が発生した場
合（以下「災害時」という。）における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関し、次のとお
り協定する。 
 
 （趣 旨） 
第１条 この協定は災害時に多数の死者が発生した場合における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給 
 及び付帯する業務等について、甲が乙及び丙に協力を要請できること及びその場合の手続きを定 
 めるものとする。 
 （協力要請） 
第２条 甲は災害時に霊柩自動車・棺等葬祭用品を必要とするときは、乙及び丙に対し供給等の協 
 力を要請することができることとし、乙及び丙は、実施細目で定める霊柩自動車・棺等葬祭用品 
 の供給等の協力を甲にするものとする。 
 （要請手続） 
第３条 前条の規定による甲の要請は、災害対策本部長が行う。 
２ 甲が乙及び丙に要請をするにあたっては、次に掲げる事項を口頭または電話等をもって連絡す 
 るものとし、事後、甲は実施細目で定める様式の文章を乙及び丙に提出するものとする。 
 （1） 要請を行った災害対策本部長の名称と連絡責任者名 
 （2） 要請した理由 
 （3） 要請した霊柩自動車の台数及び棺等葬祭用品供給の数 
 （4） 履行期間及び履行場所 
 （5） その他必要な事項 
 （供給等業務） 
第４条 甲の要請により、霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等に従事する乙及び丙の各組合員は、 
 甲の指示に従い、遺体安置所等への供給等に従事するものとする。 
 （報告） 
第５条 乙及び丙は、前条の規定に基づき協力したときは、次に掲げる事項を口頭又は電話等をも 
 って甲に報告するものとし、事後、実施細目で定める様式の文書を提出するものとする。 
 （1） 霊柩自動車・棺等葬祭用品供給の数 
 （2） 履行期間及び履行場所 
 （3） 理事長の氏名及び従事者名簿 
 （4） その他必要な事項 
 （経費の負担） 
第６条 霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に要した経費は、甲が負担する。 
 （経費の請求） 
第７条 乙及び丙は、各組合員の霊柩自動車･棺等葬祭用品の供給等の実績を集計し、甲に一括して 
 請求するものとする。 
 （経費の支払） 
第８条 甲は、前条の規定に基づき乙及び丙から経費の支払い請求があった場合は、乙及び丙の指 
 示するものに支払うものとする。 
 （価格の決定） 

第９条 甲が負担する経費の価格は、災害発生時の直前における災害救助法に基づく基準額を参考 
 として、甲、乙、丙協議し、決定するものとする。 
 （支援体制の整備） 
第１０条 乙及び丙は、災害時における円滑な霊柩自動車・棺等葬祭用品等の供給等の協力が図れ 
 るよう、全日本葬祭業協同組合連合会各組合員のほか、広域応援体制及び情報受伝達体制の整備 
 に努めるものとする。 
 （連絡責任者） 
第１１条 この協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては、綾瀬市災害対策本部事務局長（防 
 災主管課長）、乙にあっては、神奈川県葬祭業協同組合理事長、丙にあっては、社団法人全国霊柩 
 自動車協会神奈川支部長とする。 
 （災害時の情報提供） 
第１２条 乙及び丙は、霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給の活動中に現認した災害情報を積極的に 
 災害対策本部に提供するものとする。 
 （通 知） 
第１３条 甲は、災害時における円滑な霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力が図られるよう、 
 霊柩自動車待機場所や棺等葬祭用品供給場所等に関して重要な変更が生じたときは、その都度、 
 乙及び丙に通知するものとする。 
 （協定実施の円滑化） 
第１４条 甲、乙、丙は、協定に基づく協力が円滑に行われるとともに、協定の実効性を高めるた 
 め、定期的に協議を実施するものとする。 
 （実施細目） 
第１５条 この協定の実施に関して必要な手続きその他の事項は、甲、乙、丙協議して実施細目で 
 定めるものとする 
 （協定の効力） 
第１６条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙丙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、 
 その効力を持続するものとする。 
 
 この協定の成立を証するため、本書3通を作成し、甲、乙、丙署名押印のうえ、各１通 
を保有する。 
 
  平成１４年５月２２日 
                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 
                    綾瀬市長 見 上 和 由 

 
                 乙 神奈川県横浜市南区永田東２丁目１番２０号 
                   ジョイフル井土ヶ谷３０２ 
                   神奈川県葬祭業協同組合 

   理事長 芝 崎 成 光 
 

                 丙 東京都新宿区四谷３丁目２番地トラック会館 
                   社団法人全国霊柩自動車協会 

    会長 一 柳    鎨 
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災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する協定実施細目 

 

（趣旨等） 

第１条 この実施細目は、災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等についての協力に関 

 する綾瀬市と神奈川県葬祭業協同組合及び社団法人全国霊柩自動車協会との協定（以下「協定」 

 という。）第３条第２項、第４条、第５条及び第１５条の規定に基づき、協定の実施に関し必要な 

 手続きその他の事項を定めるものとする。 

２ この実施細目における用語の意義は、協定の例による。 

 （供給品目等） 

第２条 協定第２条に規定する乙及び丙が甲に対する供給等は、次のとおりとする。 

 （1） 内張り棺（８分厚桐張り、仏衣、棺用納棺セットを含む。） 

 （2） 骨壷（瀬戸白７寸を基準とし箱覆、骨壷箱を含む。） 

 （3） ドライアイス 

 （4） 霊柩自動車 

 （5） その他必要なもの 

 （要請書） 

第３条 協定第３条第２項に規定する甲が乙及び丙に提出する書類の様式は、様式第１のとおりと 

 する。 

 （従事者の選定） 

第４条 協定第４条に規定する業務に従事するために、乙  及び丙が選定する従事者は、甲に提出し 

 た乙及び丙会員名簿の中から選定する。 

 （供給等の場所） 

第５条 協定第４条に規定する供給の場所は、災害対策本部の指定する場所とする。 

 （供給等協力報告書） 

第６条 協定第５条に規定する乙及び丙が甲に報告する文書の様式は、様式第２のとおりとする。 

 （経費の請求方法） 

第７条 協定第５条に規定する経費の請求は、積算根拠を示す供給等業務実績一覧表を添付した請 

 求書により行うものとする。 

 （協議事項） 

第８条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協議 

 を行うものとする。 

 （実施細目の効力） 

第９条 この実施細目は、協定締結の日から有効とし、甲乙丙協議のうえ特別の定めをする場合を 

 除き、その効力を持続するものとする。 

資
料

-
4
-
8
-
2 



様式第１－１ 
年    月    日 

災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力要請書 
 

神奈川県葬祭業協同組合 
理事長           殿 

綾瀬市長   
 
  災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する綾瀬市と神奈川県葬祭業協同組合との協定第

３条第２項の規定に基づき、次のとおり棺等葬祭用品の供給等の協力を要請します。 
 

連 絡 先 
 綾瀬市災害対策本部   電話0467-   -    （直通） 

 連絡責任者 

口 頭 に よ る 連 絡 の 日 時            年      月      日        時      分 

要 請 理 由 
 

棺等葬祭用品の供給等の数及

び霊柩自動車の台数（内訳） 

 

履 行 期 間 及 び 履 行 場 所  

適 用  

 

様式第１－２   
年    月    日 

災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力要請書 
 

社団法人全国霊柩自動車協会 
会  長                 殿 

綾瀬市長 
 
  災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する綾瀬市と社団法人全国霊柩自動車協会との協

定第３条第２項の規定に基づき、次のとおり棺等葬祭用品の供給等の協力を要請します。 
 

連 絡 先 
 綾瀬市災害対策本部   電話0467-   -    （直通） 

 連絡責任者 

口 頭 に よ る 連 絡 の 日 時            年      月      日        時      分 

要 請 理 由  

棺等葬祭用品の供給等の数及び霊

柩自動車の台数（内訳） 

 

履 行 期 間 及 び 履 行 場 所  

適 用  
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様式第２－１   
年    月    日 

災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力実績報告書 
（提出先） 
綾瀬市長        殿 

 
神奈川県葬祭業協同組合 
理事長 

 
  災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する綾瀬市と神奈川県葬祭業協同組合との協定第

５条の規定に基づき、次のとおり棺等葬祭用品の供給等の協力を報告します。 
 

連 絡 先 
 

連絡責任者       電話   -   -    （  ） 

棺等葬祭用品の供給等の数及

び霊柩自動車の台数（内訳） 

 

履 行 期 間 及 び 履 行 場 所  

従 事 者  

適 用  

 

 

様式第２－２   
年    月    日 

災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力実績報告書 
（提出先） 
綾瀬市長         殿 

 
社団法人全国霊柩自動車協会 
会  長 

 
  災害時における霊柩自動車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する綾瀬市と社団法人全国霊柩自動車協会との協

定第５条の規定に基づき、次のとおり棺等葬祭用品の供給等の協力を報告します。 
 

連 絡 先 
 

連絡責任者       電話   -   -    （  ） 

棺等葬祭用品の供給等の数及び霊

柩自動車の台数（内訳） 

 

履 行 期 間 及 び 履 行 場 所  

従 事 者  

適 用  
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災害時における物資の仕分け・配送及び調達等に関する協定書（ハマキョウレックス） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社ハマキョウレックス（以下「乙」という。）は、災害時

における物資の仕分け・配送及び調達等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安定を図ることを目的として、甲乙間

において行う物資の仕分け・配送及び調達等の要請の手続き等について、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところに

よる。 

(1) 支援物資等 各種協定により甲が支援を受けた物資、乙が調達した物資、甲が乙の施設に備蓄

する物資及び甲が備蓄する物資をいう。 

(2) 物資等受入・配送センター 荷役作業及び配送の拠点として甲が設置する施設をいう。 

(3) 避難所等 支援物資等の配送先となる綾瀬市内の避難所又は甲が指定する支援物資等の供給場

所をいう。 

(4) 市物資等集積場所 綾瀬市地域防災計画に定める物資等集積場所をいう。 

 （物資等受入・配送センター等の設置等） 

第３条 物資等受入・配送センターは、甲が必要と認めたときに、乙の承諾を得て設置するものと

する。 

２ 物資等受入・配送センターの設置に当たっては、乙の物流拠点の空きスペース等を活用するも

のとする。 

３ 物資等受入・配送センター及び市物資等集積場所では、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 支援物資等の管理及び荷役作業 

(2) 物資等受入・配送センター及び市物資等集積場所から避難所等への物資等の配送及び配送時に 

 

 

おける被災者の物資ニーズの収集 

４ 甲は、支援物資等の取扱量が著しく減少した場合その他物資等受入・配送センターの設置の必

要性が低下した場合は、状況を勘案しながら、物資等受入・配送センターを閉鎖するものとする。 

（要請） 

第４条 甲は、物資等受入・配送センター及び市物資等集積場所を設置した場合には、乙に対して

次の各号に規定する事項について要請することができる。 

(1) 荷役作業に必要な人員及び機材の提供 

(2) 物資等受入・配送センター及び市物資等集積場所における荷役作業の実施 

(3) 避難所等への支援物資等の配送計画の策定及び配送の実施 

(4) 配送時における被災者の物資ニーズの収集 

(5) 甲が把握した不足物資等の調達 

（要請の手続き） 

第５条 前条の規定による要請のうち同条第１号から第４号までの規定に関するものについては、

役務要請書（第１号様式）によるものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の

方法により要請することができるものとし、後日速やかに役務要請書を送付するものとする。 

２ 乙は、前条の規定による要請のうち同条第１号から第４号までの規定に関するものを受けたと

きは、役務内容回答書（第２号様式）により甲に回答するものとする。ただし、緊急を要すると

きは、電話又はその他の方法により要請することができるものとし、後日速やかに役務内容回答

書を送付するものとする。 

３ 甲及び乙は、前１項の規定により要請し、又は回答した内容に変更が生じた場合は、その都度

変更内容を相互に文書により通知するものとする。 

４ 前条の規定による要請のうち同条第５号の不足物資等の調達に関するものは、物資等要請書（第

３号様式）によるものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請

することができるものとし、後日速やかに物資等要請書を交付するものとする。 
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（乙による対応） 

第６条 乙は、前条第４項の規定による要請を受けたときは、被災等により支援が困難な場合を除

き、甲の要請に速やかに対応するものとする。 

２ 甲は、乙による対応が円滑に行われるよう、情報の提供等必要な措置を行うものとする。 

（報告） 

第７条 乙は、前条第１項の対応を実施したときは、速やかに電話等により甲に報告を行い、後日、

業務実績報告書（第４号様式）を提出するものとする。 

 （事故等） 

第８条 本協定に基づく活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等公務災

害補償条例（昭和５３年綾瀬町条例第２９号）の定めるところによる。 

 （補償） 

第９条 乙は、第６条第１項の対応の実施に際し、事故等が発生したときは、甲に速やかにその状

況を報告するものとする。 

 （費用及びその請求） 

第１０条 第４条各号に規定する支援により発生した費用については、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害時直前における適正経費から乙の利益を差し引いた額を基準とし

て甲乙協議の上決定し、乙が甲に請求するものとする。 

３ 甲は、第７条により報告された内容及び前項により請求された内容を確認し、速やかに乙に費

用を支払うものとする。 

 （秘密の保持） 

第１１条 甲及び乙は、この協定の実施に当たり知り得た秘密を他人に漏らし、又は利用してはな

らない。協定が解除された後においても同様とする。 

 （有効期間） 

第１２条 この協定期間は、締結した日から１年間とする。 

２ 協定期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない場合は、その

期間を１年間延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 （協議） 

第１３条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた事項については、甲乙協議の上、

決定するものとする。 

 （適用） 

第１４条 この協定は、締結の日から効力を有する。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙押印のうえそれぞれ１通を保有する

ものとする。 

 

 

  平成２９年５月２９日 

 

              甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                綾瀬市 

綾瀬市長  古 塩 政 由 

 

              乙 神奈川県藤沢市葛原８２２番地 

                株式会社ハマキョウレックス関東支社 

                支社長 有 賀 昭 男 
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第１号様式 

  年  月  日 

 

    役 務 要 請 書 

 

株式会社ハマキョウレックス関東支社 

 支社長 

                          綾 瀬 市 長 

（公印省略） 

災害時における物資の仕分け・配送及び調達等に関する協定書第５条第１項の規定に基づき、次

のとおり要請します。 

（要請内容） 

活動場所 人員数 車両数 活動内容 物資等の内容 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

要請担当責任者 

 職 名 

 氏 名 

 連絡先 

 

第２号様式 

  年  月  日 

 

     役 務 内 容 回 答 書 

 

綾 瀬 市 長 

 

              株式会社ハマキョウレックス関東支社 

 支社長 

災害時における物資の仕分け・配送及び調達等に関する協定書第５条第２項の規定に基づき、次

のとおり回答します。 

（要請内容） 

活動場所 人員数 車両数 活動内容 物資等の内容 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

 名 台 
避難所等への物資等の配送 

その他（       ） 
 

担当責任者 

 職 名 

 氏 名 

 連絡先 

※綾瀬市長からの要請に対して、対応可能な内容を記載する。 
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第３号様式 

 

  年  月  日 

 

物 資 等 要 請 書 

株式会社ハマキョウレックス関東支社 

  支社長 

 

綾 瀬 市 長 

 （公印省略） 

 

災害時における物資の仕分け・配送及び調達等に関する協定書第５条第４項の規定に基づき、次

のとおり要請します。 

１ 要請物資等の品目・数量・配送先等 

品  目 数 量 配送先等 

   

   

   

 

２ その他特記事項 

 

３ 要請担当責任者 

 職 名 

 氏 名 

 連絡先 

第４号様式 

  年  月  日 

 

    業 務 実 績 報 告 書 

綾 瀬 市 長 

 

              株式会社ハマキョウレックス関東支社 

 支社長 

災害時における物資の仕分け・配送及び調達等に関する協定第７条の規定に基づき、次のとおり回

答します。 

活動場所 人員数 車両数 活動内容 物資等の内容 

 名 台 

・活動期間 

    年  月  日から 

年  月  日まで 

 （   日間） 

・避難所等への物資等の配送 

・その他（       ） 

 

 名 台 

・活動期間 

    年  月  日から 

年  月  日まで 

 （   日間） 

・避難所等への物資等の配送 

・その他（       ） 

 

担当責任者 

 職 名 

 氏 名 
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４－９ 食料調達に関する協定 
 

災害発生時における米穀の調達に関する協定書（全農パールライス神奈川支店） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と全農パールライス東日本株式会社神奈川支店（以下「乙」という。）

は、次のとおり協定する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（ 以下「災害時」という。）  

 において、甲が実施する応急対策に対し、円滑な米穀の調達をするため、乙が行う協力に関し必 

 要な事項を定める。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における米穀の確保を図る必要があると認めたときは、米穀調達要請書（第 

 １号様式）により乙の保有する米穀の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、 

 その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに米穀調達要請 

 書を乙に提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の 

 ない限り保有米穀の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

 （調達数量） 

第４条 甲が調達する米穀の数量は、乙が保有する数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

 （運搬） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて 

 甲が運搬するものとする。 

 （米穀の引渡し） 

第６条 米穀の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

 （米穀の価格） 

第７条 米穀の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 

 （支払） 

第８条 乙は、米穀納入後、甲に対して米穀の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 （補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等 

 公務災害補償条例（昭和５３年綾瀬町条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災 

 害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、企画管理部長を連絡責任者とする。 

 （保有数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、米穀の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告は、 

 毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を米穀保有数量表（第２号様式）により実施するもの 

 とする。なお、甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

（協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

 （協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。なお、平成８年９月１日に締結した「災害時における炊飯米の調 

 達に関する協定書」については、この協定書の締結日をもって廃止する。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも 

のとする。 

 

  平成１４年６月２０日 

 

           甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

             綾瀬市長 見 上 和 由 

 

           乙 神奈川県横浜市西区平沼１丁目３番１３号 

             全農パールライス東日本株式会社神奈川支店 

             取締役支店長 臼 井 勝 之 
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第１号様式（第２条関係） 
 

米 穀 調 達 要 請 書 
 
                                        年  月  日 
 
            様 
 
                          綾瀬市長 
 
 災害時における米穀の調達に関する協定に基づき、次のとおり米穀の出荷を要請します。 
 

 

米 穀 

 

kg 

 

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 

１ 上記米穀の運搬を次のとおりお願いします。 

 (1) 場  所   綾瀬市 

 (2) 日  時     年  月  日 

２ 市職員が  年  月  日に直接受け取りに行きます。 

 

３ その他 

 

 

 

 

 

 
 
 

第２号様式（第１１条関係） 
 

米 穀 保 有 数 量 表 
 
 綾瀬市長 殿 
 
                                                 
 
   年  月  日現在の米穀保有数量を次のとおり報告します。 
 

保      管      場      所 
保有数量 (kg) 

名     称 所     在 電 話 番 号 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

※ 連絡責任者 

職氏名                連絡先：          
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災害発生時における米穀の調達に関する協定書（さがみ農業協同組合） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）とさがみ農業協同組合（以下「乙」という。）は、次のとおり協定 

する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に 

 おいて、甲が実施する応急対策に対し、円滑な米穀の調達をするため、乙が行う協力に関し必要 

 な事項を定める。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における米穀の確保を図る必要があると認めたときは、米穀調達要請書（第 

 １号様式）により乙の保有する米穀の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、 

 その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに米穀調達要請 

 書を乙に提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の 

 ない限り保有米穀の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

 （調達数量） 

第４条 甲が調達する米穀の数量は、乙が保有する数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

 （運搬） 

第５条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を求め 

 ることができる。 

 （米穀の引渡し） 

第６条 米穀の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

 （米穀の価格） 

第７条 米穀の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 
 （支払） 
第８条 乙は、米穀納入後、甲に対して米穀の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 

 

 （補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等 

 公務災害補償条例（昭和５３年綾瀬町条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災 

 害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、綾瀬営農経済センター長を連絡責任 

 者とする。 

 （保有数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、米穀の保有数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告は、 

 毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を米穀保有数量表（第２号様式）により実施するもの 

 とする。なお、甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

 （協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

 （協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。なお、平成８年９月１日に締結した「災害時における米穀の調達 

 に関する協定書」については、この協定書の締結日をもって廃止する。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１４年６月２０日 

 

            甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

              綾瀬市長 見 上 和 由 

 

            乙 神奈川県藤沢市湘南台五丁目１４番地１０ 

              さがみ農業協同組合 

              代表理事組合長 大 川 壽 一 
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第１号様式（第２条関係） 
 

米 穀 調 達 要 請 書 
 
                                       年  月  日 
 
 さがみ農業協同組合長 殿 
 
                              綾瀬市長 
 
 災害時における米穀の調達に関する協定に基づき、次のとおり米穀の出荷を要請します。 
 

 

米 穀 

 

kg 

 

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 

１ 市職員が  年  月  日に直接受け取りに行きます。 

 

２ 上記米穀の運搬を次のとおりお願いします。 

(1) 場  所   綾瀬市 

(2) 日  時     年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式（第１１条関係） 
 

米 穀 保 有 数 量 表 
 
 綾瀬市長 殿 
 
                               さがみ農業協同組合長 
 
   年  月  日現在の米穀保有数量を次のとおり報告します。 
 

保      管      場      所 
保有数量 (kg) 

名     称 所     在 電 話 番 号 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

※ 連絡責任者 

職氏名                連絡先：          
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災害発生時における食糧の調達に関する協定書（ハーベスト） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）とハーベスト株式会社（以下「乙」という。）は、次のとおり協定 

する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に 

 おいて、甲が実施する応急対策に対し、円滑な食糧の調達をするため、乙が行う協力に関し必要 

 な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食糧の確保を図る必要があると認めたときは、食糧調達要請書（第 

 １号様式）により乙が確保可能な食糧の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するとき 

 は、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに食糧調達 

 要請書を乙に提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の 

 ない限り確保可能な食糧の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（調達数量） 

第４条 甲が調達する食糧の数量は、乙が確保可能な数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

（運搬） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて 

 甲が運搬するものとする。 

（食糧の引渡し） 

第６条 食糧の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

（食糧の価格） 

第７条 食糧の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 

（支払） 

第８条 乙は、食糧納入後、甲に対して食糧の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 

 

 
 
（補償） 
第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等 

 公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災 

 害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においてはフーズサプライ事業本部副本部長を連 

 絡責任者とする。 

（確保可能数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、食糧の確保可能数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告 

 は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を食糧確保可能数量表（第２号様式）により実施 

 するものとする。なお、甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

（協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１４年５月２２日 

 

            甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

              綾瀬市長  見 上 和 由 

 

            乙 神奈川県横浜市保土ヶ谷区岩間町二丁目１６８番地 

              ハーベスト株式会社 

              代表取締役社長 脇 本   実 
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第１号様式（第２条関係） 
 

食 糧 調 達 要 請 書 
 
                                         年  月  日 
 
              様 
 

綾瀬市長 
 
 災害時における食糧の調達に関する協定に基づき、次のとおり食糧の出荷を要請します。 
 

品   名 規  格 数 量 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

 

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 

１ 上記食糧の運搬を次のとおりお願いします。 

 (1) 場  所   綾瀬市 

 (2) 日  時     年  月  日 

２ 市職員が  年  月  日に直接受け取りに行きます。 

 

３ その他 

 

 
 

第２号様式（第１１条関係） 
 

食 糧 確 保 可 能 数 量 表 
 
 綾瀬市長 殿 
 

                                     
 
   年  月  日現在の食糧確保可能数量等を次のとおり報告します。 
 

品      名 規  格 数 量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※ 連絡責任者職氏名： 

※ 連絡先： 
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災害時における乳製品の調達に関する協定書（横浜乳業） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）  と横浜乳業株式会社（以下「乙」という。）は、次のとおり

協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において 
 甲が行うり災者等への食糧の供給を必要とする事態が生じたとき、乙が製造又は取扱っている乳 
 製品（以下「乳製品」という。）の調達について、乙が行う協力に関し必要な事項を定めるものと 
 する。 

 （要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食糧の確保を図るため、乙に対し乳製品調達の要請をする。 

２ 甲は、前項の規定により要請するときは、乳製品調達要請書（第１号様式）により行う 

 ものとする。ただし、緊急を要するときはその他の方法により要請することができる。こ 

 の場合甲は、事後において速やかに乳製品調達要請書を提出するものとする。 

 （要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、災害状況及び乙の通常取引以外の製品在 

 庫数の範囲内における供給可能数量について、その都度甲と協議し、取り決めた数量を供 

 給するものとする。 

 （運搬） 

第４条 運搬は、甲が行うものとする。 

 （乳製品の引渡し） 

第５条 乳製品の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受 

 けるものとする。 

 （乳製品の価格） 

第６条 乳製品の価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

 （連絡責任者） 

第７条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災害 

 対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、工場長を連絡責任者とする。 

 

 

 

 

 

 （供給可能数量の報告） 

第８条 乙の連絡責任者は、乳製品の供給可能な数量の報告を甲に対して行うものとする。この報 

 告は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を乳製品供給可能数量表（第２号様式）により 

 実施するものとする。 

 （協議事項） 

第９条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意あ 

 る協議を行うものとする。 

 （協定の効力） 

第１０条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。なお、昭和６０年６月１日に締結した「災害時における乳製品の 

 調達に関する協定書」については、この協定の締結日をもって廃止する。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１４年６月２０日 

 

               甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                 綾瀬市長   見 上 和 由 

 

               乙 神奈川県綾瀬市吉岡東三丁目６番１号 

                 横浜乳業株式会社 

                 代表取締役社長 大 野  弘 
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第１号様式（第２条関係） 

 

物 資 調 達 要 請 書 

 

                                    年  月  日 

 

 横浜乳業株式会社 

 取締役工場長         殿 

 

                              綾瀬市長 

 

 災害時における乳製品の調達に関する協定に基づき、次のとおり乳製品の出荷を要請します。 
 

品    名 規   格 数  量 備    考 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

第２号様式（第８条関係） 

 

乳 製 品 供 給 可 能 数 量 表 

 

                                   年  月１日現在 

品    名 規   格 数   量 備   考 

    

    

    

    

    

    

横 浜 乳 業 

連絡責任者職・氏名            連絡先           
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災害発生時における食糧の調達に関する協定書（明星フレッシュ） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社明星フレッシュ（以下「乙」という｡） 

は、次のとおり協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に 

 おいて、甲が実施する応急対策に対し、円滑な食糧の調達をするため、乙が行う協力に関し必要 

 な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食糧の確保を図る必要があると認めたときは、食糧調達要請書（第 

 １号様式）により乙が確保可能な食糧の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するとき 

 は、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに食糧調達 

 要請書を乙に提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の 

 ない限り確保可能な食糧の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（調達数量） 

第４条 甲が調達する食糧の数量は、乙が確保可能な数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

（運搬） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて 

 甲が運搬するものとする。 

（食糧の引渡し） 

第６条 食糧の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

（食糧の価格） 

第７条 食糧の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 

（支払） 

第８条 乙は、食糧納入後、甲に対して食糧の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 

 

（補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等 

 公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災 

 害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、神奈川事業部部長を連絡責任者とす 

 る。 

（確保可能数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、食糧の確保可能数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告 

 は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を食糧確保可能数量表（第２号様式）により実施 

 するものとする。なお、甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

（協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１４年５月２２日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市長  見 上 和 由 

 

乙 神奈川県綾瀬市早川字上原２６４７－２４ 

株式会社明星フレッシュ 

代表取締役社長 賀 川 知 彦 

資
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第１号様式（第２条関係） 
 

食 糧 調 達 要 請 書 
 
                                    年  月  日 
 
              様 
 

綾瀬市長 
 
 災害時における食糧の調達に関する協定に基づき、次のとおり食糧の出荷を要請します。 
 

品   名 規  格 数 量 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

 

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 

１ 上記食糧の運搬を次のとおりお願いします。 

 (1) 場  所   綾瀬市 

 (2) 日  時     年  月  日 

２ 市職員が  年  月  日に直接受け取りに行きます。 

３ その他 

 

 

第２号様式（第１１条関係） 
 

食 糧 確 保 可 能 数 量 表 
 
 綾瀬市長 殿 
 

                 
 
   年  月  日現在の食糧確保可能数量等を次のとおり報告します。 
 

品      名 規  格 数 量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※ 連絡責任者職氏名： 

※ 連絡先： 
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災害発生時における食糧の調達に関する協定書（秋本食品） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と秋本食品株式会社（以下「乙」という。）は、次のとおり協定す 

る。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に 

 おいて、甲が実施する応急対策に対し、円滑な食糧の調達をするため、乙が行う協力に関し必要 

 な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食糧の確保を図る必要があると認めたときは、食糧調達要請書（第 

 １号様式）により乙が確保可能な食糧の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するとき 

 は、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに食糧調達 

 要請書を乙に提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の 

 ない限り確保可能な食糧の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（調達数量） 

第４条 甲が調達する食糧の数量は、乙が確保可能な数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

（運搬） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて 

 甲が運搬するものとする。 

（食糧の引渡し） 

第６条 食糧の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの 

 とする。 

（食糧の価格） 

第７条 食糧の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 

（支払） 

第８条 乙は、食糧納入後、甲に対して食糧の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 

 

 

 

（補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等 

 公務災害補償条例（昭和５３年６月２０日条例第２９号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災 

 害対策本部事務局長（防災主管課長）とし、乙においては、総務課係長を連絡責任者とする。 

（確保可能数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、食糧の確保可能数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告 

 は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を食糧確保可能数量表（第２号様式）により実施 

 するものとする。なお、その他甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものと 

 する。 

（協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協 

 議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ 

 の効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１４年５月２２日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

  綾瀬市長  見 上 和 由 

 

乙 神奈川県早川２６９６－１１ 

  秋本食品株式会社 

  取締役社長  秋 本 幸 男 
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第１号様式（第２条関係） 
 

食 糧 調 達 要 請 書 
 
                                    年  月  日 
 
             様 
 

綾瀬市長 
 
 災害時における食糧の調達に関する協定に基づき、次のとおり食糧の出荷を要請します。 
 

品   名 規  格 数 量 備   考 

    

    

    

    

    

    

    

 

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 上記食糧の運搬を次のとおりお願いします。 

 (1) 場  所   綾瀬市 

 (2) 日  時     年  月  日 

２ 市職員が  年  月  日に直接受け取りに行きます。 

 

３ その他 

 

 

第２号様式（第１１条関係） 
 

食 糧 確 保 可 能 数 量 表 
 
 綾瀬市長 殿 
 

                                     
 
   年  月  日現在の食糧確保可能数量等を次のとおり報告します。 
 

品      名 規  格 数 量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※ 連絡責任者職氏名： 

※ 連絡先： 
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災害時におけるパンの調達に関する協定書（鐵サービス） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と有限会社鐵サービス（以下「乙」という。）は、次のとおり協定

する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において甲が行

うり災者等への食糧の供給を必要とする事態が生じたとき、乙が製造するパン（以下「パン」と

いう。）の調達について乙が行う協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食糧の確保を図るため、乙に対しパン調達の要請をする。 

２ 甲は、前項の要請をするときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うものとする。ただし、緊急

を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに物資

調達要請書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、パンの製造、供給に対する協力等に積極的に努めるもの

とする。 

（運搬） 

第４条 運搬は、甲が行うものとする。ただし、必要に応じて甲は、乙に対して運搬の協力を求め

ることができ、その場合甲は、指定する場所へ市災害対策本部職員を派遣するものとする。 

（パンの引渡し） 

第５条 パンの引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるものとする。 

（パンの価格） 

第６条 パンの価格は、災害発生直前における適正な価格とする。 

（補償） 

第７条 本協定による運搬協力活動中、乙の社員が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等公

務災害補償条例（昭和 53 年６月 20 日条例第 29 号）の定めるところによる。 

 （連絡責任者） 

第８条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲乙において、連絡責任者

を定めておくものとする。 

 （供給可能数量の報告） 

第９条 乙の連絡責任者は、パンの供給可能な数量の報告を甲に対して行うものとする。 

 

 

 

（協議事項） 

第１０条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協議を行う

ものとする。 

（協定の効力） 

第１１条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ

の効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１８年８月１８日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市寺尾北１丁目１５番１２号 

  有限会社 鐵サービス 

取締役 小瀬村 鉄雄 
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第１号様式（第２条関係） 
 

物 資 調 達 要 請 書 
 

                                    年  月  日 
 
                 殿 
 

綾瀬市長 
 
 災害時におけるパンの調達に関する協定に基づき、次のとおりパンの出荷及び車両による製造を

要請します。 
 

品    名 規    格 数    量 
車両製造による

派  遣  先 
備   考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

 運搬（第４条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 市災害対策本部職員等が  年  月  日 直接受け取りに行きます。 

２ 上記物資の運搬及び製造を下記のとおり願います。 

(1) 場  所   綾瀬市 

(2) 日  時     年  月  日 
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災害時における飲料の調達に関する協定書（サントリー） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）とサントリーフーズ株式会社（以下「乙」という。）は、次のとお

り協定する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害時（以下「災害時」という。）において、甲が

行うり災者等への飲料水の供給を必要とする事態が生じたとき、乙が取り扱う飲料（以下「飲料」

という。）の調達について、乙が行う協力に関し必要な事項を定めるものとする。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における飲料水の確保を図るため、乙に対し飲料調達の要請をする。 

２ 甲は、前項の要請をするときは、物資調達要請書（第１号様式）により行うものとする。ただし、緊急

を要するときは、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに物資調

達要請書を提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、飲料の製造、供給に対する協力等に積極的に努めるもの

とする。 

（調達数量） 

第４条 甲が調達する飲料の数量は、要請時点で乙が供給可能な数量の範囲内で、甲の必要数量と

する。 

（運搬） 

第５条 乙は、甲の申請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて

甲が運搬するものとする。 

（飲料の引渡し） 

第６条 飲料の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるものとする。 

（飲料の価格） 

第７条 飲料の価格は、災害発生直前における適正な価格を基準として甲乙協議のうえ決定するも

のとする。 

２ 甲は、乙から供給を受けた飲料の対価及び運搬費用を乙からの請求に基づき支払うものとする。 

（補償） 

第８条 本協定による運搬協力活動中、乙の社員が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等公

務災害補償条例（昭和 53 年６月 20 日条例第 29 号）の定めるところによる。 

（連絡責任者） 

第９条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲乙において、連絡責任者

を定めておくものとする。 

 （供給可能数量の報告） 

第１０条 乙の連絡責任者は、飲料の供給可能な見込み数量の報告を、食糧保有数量表（第２号様

式）により甲に対して行うものとする。なお、変更が生じた場合も同様とする。また、甲が必要

とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

（協議事項） 

第１１条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協議を行う

ものとする。 

（協定の効力） 

第１２条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ

の効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成１９年８月７日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 

 

乙 東京都港区台場二丁目３番３号 

サントリーフーズ株式会社 

代表取締役社長 引 田 耕 治 
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第１号様式（第２条関係） 

 

飲 料 調 達 要 請 書 

 

  年  月  日 

 

                 殿 

 

綾瀬市長 

 

 災害時における飲料の調達に関する協定に基づき、次のとおり飲料の出荷を要請します。 

 

品    名 規    格  数  量（単位）    備   考 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

１ 上記の運搬を次のとおりお願いします。 

(1) 場  所   綾瀬市 

(2) 日  時     年  月  日（ ）  時 

(3) 受取責任者 

２ 市職員が  年  月  日  時頃、直接受け取りに行きます。 

 

第２号様式（第１０条関係） 

 

飲 料 確 保 可 能 数 量 表 

 

 綾瀬市長 殿 

 

               

 

   年  月 日現在の飲料確保可能数量等を次のとおり報告します。 

 

品      名 規  格 数  量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

※ 災害時の実際の供給数量は、上記内容から変更となる場合があります。 

 

 

報告責任者職氏名： 

 

連絡先： 
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災害発生時における食料の調達に関する協定書（エンゼルフーズ） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）とエンゼルフーズ株式会社（以下「乙」という。）は、次のとおり

協定する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害、大火災等の災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に

おいて、甲が実施する応急対策に対し、円滑な食料の調達をするため、乙が行う協力に関し必要

な事項を定める。 

（要請事項） 

第２条 甲は、災害時における食料の確保を図る必要があると認めたときは、食料調達要請書（第

１号様式）により乙が確保可能な食料の調達を要請するものとする。ただし、緊急を要するとき

は、その他の方法により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに食料調達

要請書を乙に提出するものとする。 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、特に業務上の支障、その他やむをえない事由の

ない限り確保可能な食料の供給に対する協力等に積極的に努めるものとする。 

（調達数量） 

第４条 甲が調達する食料の数量は、乙が確保可能な数量の範囲内で、甲の必要数量とする。 

（運搬） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき甲の指定する場所に運搬するものとする。ただし、状況に応じて

甲が運搬するものとする。 

（食料の引渡し） 

第６条 食料の引渡しをする場合は、乙の通常使用している納品書等に基づき引渡しを受けるもの

とする。 

（食料の価格） 

第７条 食料の取引価格は、災害時直前における適正な価格とする。 

（支払） 

第８条 乙は、食料納入後、甲に対して食料の代金を請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

 

（補償） 

第９条 本協定による運搬協力活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等

公務災害補償条例（昭和５３年綾瀬町条例第２９号）の定めるところによる。 

（連絡責任者） 

第１０条 要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲においては、綾瀬市災

害対策本部事務局長代理（防災主管課長）とし、乙においては、湘南支店支店長を連絡責任者と

する。 

（確保可能数量の報告） 

第１１条 乙の連絡責任者は、食料の確保可能数量の報告を甲に対して行うものとする。この報告

は、毎年２回３月１日及び９月１日現在の数量を食料確保可能数量表（第２号様式）により実施

するものとする。なお、甲が必要とした場合においても報告を求めることができるものとする。 

（協議事項） 

第１２条 この協定の実施に関して必要な事項及び疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協

議を行うものとする。 

（協定の効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、そ

の効力を持続するものとする。 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するも

のとする。 

 

  平成２９年４月１１日 

              甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                綾瀬市 

綾瀬市長  古 塩 政 由 

 

              乙 東京都北区豊島８－１－１ 

                エンゼルフーズ株式会社 

                代表取締役社長 古 賀 義 将 
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第１号様式（第２条関係） 

 

食 料 調 達 要 請 書 

 

年  月  日 

 

 

 

             様 

 

綾瀬市長 

 

 災害時における食料の調達に関する協定に基づき、次のとおり食料の出荷を要請します。 

品   名 規  格 数 量 備   考 

    

    

    

 運搬（第５条関係）該当事項に○印を付け、内容を記入する。 

 

１ 上記食料の運搬を次のとおりお願いします。 

 (1) 場 所 綾瀬市 

 (2) 日 時    年  月  日 午前・午後 

 

２ 市職員が直接受け取りに行きます。 

 (1) 場 所 指定場所（            ） 

 (2) 日 時    年  月  日 午前・午後 

 

３ その他 

 

 

※ 連絡者 職      氏名 

※ 連絡先 

第２号様式（第１１条関係） 

 

食 料 確 保 可 能 数 量 表 

 

 綾瀬市長 殿 

 

 

 

              

 

   年  月  日現在の食料確保可能数量等を次のとおり報告します。 

品   名 規  格 数 量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※ 連絡者 職      氏名 

※ 連絡先 
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第２号様式（第１０条関係） 

 

飲 料 確 保 可 能 数 量 表 

 

 綾瀬市長 殿 

 

               

 

   年  月 日現在の飲料確保可能数量等を次のとおり報告します。 

 

品      名 規  格 数  量 (単位) 備  考 

    

    

    

    

    

    

    

    

※ 災害時の実際の供給数量は、上記内容から変更となる場合があります。 

 

 

報告責任者職氏名： 

 

連絡先： 
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資料-4-10-1 

４－１０ 危険度判定士登録状況 

 
    （令和５年３月３１日現在） 

１ 応急危険度判定士 

区  分 人  数 内  訳 備 考 

県 内 の 登 録 10,720人 
一 般 

行 政 

9,213人 

1,507人 

 

 

市内の登録 74人 
一 般 

行 政 

56人 

18人 

 

 

   
  ２ 被災宅地危険度判定士 

区  分 人  数 内  訳 備 考 

県 内 の 登 録 3,080人 
一 般 

行 政 

928人 

2,152人 

 

 

市内の登録 53人 
一 般 

行 政 

10人 

43人 

 

 



４－１１ 情報交換に関する協定 
 

災害時の情報交換に関する協定（関東地方整備局） 
 

 国土交通省関東地方整備局長 下保修（以下「甲」という。）と、綾瀬市長 笠間城治郎（以下「乙」

という。）とは、災害時における各種情報の交換等に関し、次のとおり協定する。 

 

（目  的） 

第１条 この協定は、綾瀬市の地域について災害が発生または、災害が発生するおそれがある場合にお

いて、甲及び乙が必要とする各種情報の交換等（以下、情報交換という）について定め、もって、適切

迅速かつ的確な災害対処に資することを目的とする。 

（情報交換の開始時期） 

第２条 甲及び乙の情報交換の開始時期は、次のとおりとする。 

一 綾瀬市内で重大な被害が発生または、発生するおそれがある場合 

二 綾瀬市災害対策本部が設置された場合 

三 その他甲または乙が必要とする場合 

（情報交換の内容） 

第３条 甲及び乙の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

一 一般被害状況に関すること 

二 公共土木施設（道路、河川、ダム、砂防、都市施設等）の被害状況に関すること 

三 その他甲または乙が必要な事項 

（情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条 第２条の各号のいずれかに該当し、乙の要請があった場合または甲が必要と判断した場合には、

甲から乙の災害対策本部等に情報連絡員を派遣し情報交換を行うものとする。 

 

 

なお、甲及び乙は、相互の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図るものとする。 

（平素の協力） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図等の資料の整備に協

力するものとする。 

（協議） 

第６条 本協定に疑義が生じたとき、または本協定に定めのない事項については、その都度、甲乙協議

のうえ、これを定めるものとする。 

 

本協定は、２通作成し、甲乙押印のうえ各１通を所有する。 

 

   平成２３年８月１０日 

 

甲） 埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

さいたま新都心合同庁舎２号館 

国土交通省 

関東地方整備局長 下 保   修 

 

乙） 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 笠 間 城治郎 
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４－１２ 災害時における測量、調査等の応急対策業務 
に関する協定書 

 

災害時における測量、調査等の応急対策業務に関する協定書（綾瀬市測量設計業協会） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬市測量設計業協会（以下「乙」という。）は、災害時におけ

る測量、調査等の応急対策業務に関する協定を次のとおり締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、綾瀬市内において地震、豪雨、台風等の自然災害及び予期できない事象により、甲が管理する道路施設等に被害が

発生した場合、又は発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）に、応急対策業務を甲が乙の支援を受けて実施することに関

し、必要な事項を定める。 

 （支援の要請） 

第２条 甲は、災害時において、測量、調査等の応急対策業務について、乙の支援が必要であると認めたときは、乙に支援を要請する

ことができる。 

２ 甲は、前項の要請をするときは、災害時における測量、調査等の応急対策業務要請書（第１号様式）(以下「要請書」という。)に

より行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭により要請することができる。この場合甲は、事後において速やかに要請

書を提出するものとする。 

 （業務の内容） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、適切な活動ができるよう速やかに状況を把握し、甲の指示により測量、調査、設計

等を実施するものとする。 

２ 甲は、乙が業務を実施するために必要な情報を提供するものとする。 

 （業務の実施体制） 

第４条 乙は、前条の業務内容を早急に実施できるよう事前に必要な技術者等の確保、動員の方法を定め、その実施体制及び連絡系統

を示した表（以下「実施体制表等」という。）を甲に提出するものとする。 

２ 乙は、実施体制表等に変更が生じた場合には、速やかに甲に報告するものとする。 

 （業務の報告） 

第５条 乙は、第３条の業務が終了したときは、甲に報告書を提出しなければならない。 

 

（費用の負担） 

第６条 本協定に基づく業務に要した費用は、災害発生時の直前における適正価格とし、甲は、乙が提出する請求書（会員からの請求書

等を添付）（第２号様式）に基づき支払うものとする。 

 （補償） 

第７条 本協定に基づく活動中、乙の関係者が負傷等した場合の補償は、綾瀬市消防団員等公務災害補償条例(昭和53年６月20日条例第

29号)の定めるところによる。 

 （協議事項） 

第８条 この協定について疑義が生じたときは、その都度双方誠意ある協議を行い定めるものと

する。 

 （協定の効力） 

第９条 この協定は、締結の日から有効とし、甲乙協議のうえ特別の定めをする場合を除き、その効力を持続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自その１通を保有するものとする。 

 

  平成２４年３月２１日 

 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                   綾瀬市 

綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

乙 神奈川県綾瀬市蓼川１－９－１ 

綾瀬市測量設計業協会 

会   長 大 塚 幸 男 
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第１号様式（第２条関係） 

災害時における測量、調査等の応急対策業務要請書 

                              年  月  日 

 綾瀬市測量設計業協会 

 会長           殿 

綾瀬市長        印 

 

 災害時における測量、調査等の応急対策業務に関する協定に基づき、次のとおり支援を要請します。 

項   目 内            容 

支援等を必要とする

日時、場所  

災害の状況及び支援を

必要とする事由 
 

要 請 事 項  

※ 口頭により要請したときは、事後速やかに提出すること。 

 

 

第２号様式(第６条関係) 

請 求 書 

 綾瀬市長 殿 住 所   

   年  月  日 社 名   

   代 表 者   

   ( 職 氏 名 )  印 

 下記の金額を請求いたします。   
 納入先（課名・学校名）要請課

名等 
請求番号 合計金額  

 
円也    

 品名 規格 数量 単価  金額 

      

      

      

      

□ 口座の場合     
 ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ     

 口 座 名 義 人     

 金 融 機 関 ｺ ｰ ﾄ  ゙   

 金 融 機 関 名   支 店 名  

 預 金 種 目   口 座 番 号  

□ 直接払いの場合    

 領 収 書   

 上記の金額を領収しました。   

   年  月  日    

 綾瀬市会計管理者 殿    
  住 所    

  社 名    

  代 表 者    

  ( 職 氏 名 )   印 
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４－１３ 一次避難所に関する協定 
 

災害時における避難施設としての施設使用に関する協定書（綾瀬高校） 

 

綾瀬市長（以下「甲」という。）と神奈川県立綾瀬高等学校校長（以下「乙」という。）との間において、

災害により綾瀬市内に被災者が発生した場合における、当該被災者の避難施設として、乙の管理する施設

（以下「乙の施設」という。）を使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（使用施設） 

第１条  甲が避難施設として使用する施設は、乙の管理する施設とする。また、乙の施設を使用するに

あたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第２条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使用する

ことについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、本協定

に基づき施設を使用させることができる。 

（避難対象者） 

第３条 本協定に基づく避難の対象者は、原則として地域住民とする。 

（避難者の管理） 

第４条 収容した避難者の管理は、甲が行う。 

（使用期間） 

第５条  避難施設としての使用期間は、原則として３０日以内とする。ただし、被災状況に応じて甲、

乙協議の上、延期することができるものとする。 

（使用料） 

第６条 避難施設の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、水道の使用料は、原

則として甲が負担する。 

 

 

 

（使用施設等の現状復旧） 

第７条 避難施設として使用することにより、施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が現状復帰を行

わなければならない。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に連絡するもの

とする。 

（協議事項等） 

第９条 この協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲と乙が協議を行うものとする。また、使用

施設等の詳細については、別途細則で定めるものとする。 

（有効期間） 

第１０条 この協定は、平成２４年４月１日から効力を発するものとし、以後甲、乙協議の上特別の定め

をする場合を除き、その効力を継続するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成２４年４月１日 

 

                     甲 綾瀬市早川５５０番地 

                       綾瀬市 

                       綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

                     乙 綾瀬市寺尾南１－４－１ 

                       神奈川県立綾瀬高等学校 

校長 前島 健治 
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災害時における避難施設としての施設使用に関する協定書（綾瀬西高校） 

 

綾瀬市長（以下「甲」という。）と神奈川県立綾瀬西高等学校校長（以下「乙」という。）との間におい

て、災害により綾瀬市内に被災者が発生した場合における、当該被災者の避難施設として、乙の管理する

施設（以下「乙の施設」という。）を使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（使用施設） 

第２条  甲が避難施設として使用する施設は、乙の管理する施設とする。また、乙の施設を使用するに

あたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第２条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使用する

ことについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、本協定

に基づき施設を使用させることができる。 

（避難対象者） 

第３条 本協定に基づく避難の対象者は、原則として地域住民とする。 

（避難者の管理） 

第４条 収容した避難者の管理は、甲が行う。 

（使用期間） 

第６条  避難施設としての使用期間は、原則として３０日以内とする。ただし、被災状況に応じて甲、

乙協議の上、延期することができるものとする。 

（使用料） 

第６条 避難施設の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、水道の使用料は、原

則として甲が負担する。 

（使用施設等の現状復旧） 

第７条 避難施設として使用することにより、施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が現状復帰を行

わなければならない。 

 

 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に連絡するもの

とする。 

（協議事項等） 

第９条 この協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲と乙が協議を行うものとする。また、使用

施設等の詳細については、別途細則で定めるものとする。 

（有効期間） 

第１０条 この協定は、平成２４年４月１日から効力を発するものとし、以後甲、乙協議の上特別の定め

をする場合を除き、その効力を継続するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成２４年４月１日 

 

                     甲 綾瀬市早川５５０番地 

                       綾瀬市 

                       綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

                     乙 綾瀬市早川１４８５－１ 

                       神奈川県立綾瀬西高等学校 

校長 笹谷 幸司 
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４- 1４ 地域避難所に関する協定 

大規模地震等の災害時における創価学会綾瀬平和会館施設の地域避難所使用に関する確認書 

（創価学会綾瀬平和会館） 

創価学会相模原中央文化会館事務所（甲）と綾瀬市（乙）、寺尾北自治会（丙）、寺尾天台自治会

（丁）は、大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が綾瀬平和会館（以下、

「施設」という。）の一部を地域避難所として提供する場合の申し合わせ事項を次のとおり確認する。 

 

（地域避難所の定義） 

本確認書にいう地域避難所とは、非常災害時に乙が指定する一時的な避難所のことをいい、あく

までも緊急時の対応に限定したものである。 

したがって、災害初動時を過ぎた場合は、避難者は行政機関が開設する避難所・応急仮設住宅等

へ移動することを確認する。 

 

（施設提供の開始） 

 大規模地震等の災害が発生し、乙より甲に対し施設提供の要請があった場合、甲は、避難者の安

全確保のため、施設の被害状況を確認し提供の可否を判断した後、乙、丙及び丁に連絡するものと

する。甲は、被害状況によっては、二次被害を防ぐため施設を提供しない場合がある。また、いか

なる場合も、乙、丙及び丁は、施設を無許可で使用しない。 

 

（施設の使用範囲・収容可能人数） 

 施設の安全な使用のため、施設内で地域避難所として使用する範囲、並びに収容人数を予め以下

のとおり定める。乙、丙及び丁は、その範囲で適切な使用を心がけるものとする。 

綾瀬平和会館 ３階 大礼拝室 １６２名、３階 小礼拝室 ６４名 合計 ２２６名 

 

 

（施設の運営） 

 施設の運営は、甲が指揮権限を持つ。その上で甲、乙、丙及び丁の４者が協議し、運営本部を設

置し運営方法を適宜協議する。 

 

（甲が施設を利用しているときに災害が発生した場合の措置） 

甲の会員が施設を使用中に災害が発生した場合は、在館者の避難所としての利用を優先する。こ

の場合、施設内の状況を考慮し、甲、乙、丙及び丁は避難者の収容人数等を協議・調整するものと

する。 

 

（施設の退去） 

行政機関による災害鎮静宣言等、緊急性を必要としなくなった場合、または発生後７日以内を目

途に、甲、乙、丙及び丁協議の上、施設提供の終了を判断する。施設提供が終了した場合、乙、丙

及び丁は避難者に対し、施設から行政機関等が開設する避難所･応急仮設住宅等に移動するよう指示

する。 

 

（施設の原状回復） 

 乙、丙及び丁は、甲の許可なく、甲の施設の造作・模様替等を行わない。また乙、丙及び丁は、

甲の施設又は備品を乙、丙及び丁の責に帰すべき事由によって汚損、破壊、滅失したとき、または

甲に無断で施設の現状を変更したときは、乙は、施設退去後すみやかに、乙の負担により原状回復

しなければならない。 

 

（施設運営責任者） 

 施設提供の開始及び運営についての協議は、いずれも原則として甲、乙、丙及び丁の施設運営責

任者を通じて行うものとする。 
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（双方の協議） 

 甲、乙、丙及び丁は、被災時に備えた円滑な運営のため、必要に応じ協議の場を持ち、この申し

合わせ事項を確認し、責任者名簿の交換、緊急連絡体制の確認などを行う。 

 

（確認書の効力及び更新） 

 この確認書は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲、乙、丙または丁から期間満了

１箇月前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本確認書は自動的に１年間

更新されるものとし、以降も同様とする。 

 

 本確認書締結の証として、本書４通を作成し、甲、乙、丙及び丁記名押印の上、各自１通を保有

する。 

  ２０１２年（平成２４年）７月２０日 

 

              （甲） 相模原市中央区上溝５７５－１ 

           創価学会 相模原中央文化会館事務所 

                  代表者 事務長 松河 康男 

 

              （乙） 綾瀬市早川５５０ 

                  綾瀬市 

                  代表者 綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

              （丙） 綾瀬市寺尾北１－５－１２ 

                  寺尾北自治会 

代表者 会長 山田 泰士 

                       

              （丁） 綾瀬市寺尾台１－１２－１５ 

                  寺尾天台自治会 

                  代表者 会長 川島 正夫 
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  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人真宗大谷派礼正寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人真宗大谷派礼正寺（以下「乙」という。）は、大規模地

震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の所有し管理する施設の一部（以下「乙

の施設」という。）を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅その他に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 礼正寺客殿 14人（28.87㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、乙の施設及びその使用範囲の建物等の安全確認は、乙の意見を

聞きながら甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 乙は、前項の被災者に、乙の施設が地域避難所として使用できる状態であれば使用を認めるも

のとする。 

（施設の運営） 

第４条 乙の施設の運営方法は、使用前又は使用中直ちに、甲と乙が協議し、避難者がすでに使用

中ならば、避難者とも適宜協議する。 

２ 乙は、乙の活動に支障が生ずる場合は、乙の施設の全部又は一部の使用を中止することができ

る。この場合は、甲は避難者の全員又は一部の住民を乙の敷地から移動させなければならない。 

 

 

 

（施設の退去） 

第５条 乙の施設提供の終了は、甲、乙、協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅その他に移動させ

る。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、原則として無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、

上下水道の使用料は、甲が負担することとし、算定については、前年の乙の同月使用料実績と避

難者受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 
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  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市大上九丁目７番１７号 

                    宗教法人 真宗大谷派 礼正寺 

代表役員 岡 憲雄 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人日蓮宗大法寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人日蓮宗大法寺（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 大法寺会館 19人（39.6㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市深谷中六丁目２３番１号 

                    宗教法人 日蓮宗 大法寺 

高野 教充 

資
料

-4-14-4
 



災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人浄土宗蓮光寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人浄土宗蓮光寺（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

(1) 蓮光寺本堂 82人（165㎡） 

(2) 同 書院 17人（35㎡） 

(3) 同 お堂 20人（40㎡） 

                                合計 119人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市上土棚中二丁目１５番４３号 

                    宗教法人 浄土宗 蓮光寺 

安藤 昌信 
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  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人曹洞宗龍洞院） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人曹洞宗龍洞院（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 龍洞院本堂 21人（42㎡） 

 (2)  同 控えの間 16人（33㎡） 

                                 合計 37人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市早川１７６６番地 

                    宗教法人 曹洞宗 龍洞院 

菅野 禅海 
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  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人曹洞宗長泉寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人曹洞宗長泉寺（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

本堂(120.45㎡) 客殿(72.6㎡) 合計 

(1) 災害発生～2日以内 40人    25人   65人 

(2) 災害3日～7日以内 25人    15人    40人 

(3) 災害8日～ 7家族30人以内 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市早川３１４６番地 

                    宗教法人 曹洞宗 長泉寺 

野崎 泰雄 

資
料

-4-14-7 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人浄土宗正福寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人浄土宗正福寺（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 正寺本堂 15人（30㎡） 

 (2)  同 信徒会館 24人（49㎡） 

                                 合計 39人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市吉岡１００６番地 

                    宗教法人 浄土宗 正福寺 

上田 春彦 

資
料

-4-14-8 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人臨済宗建長寺派済運寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人臨済宗建長寺派済運寺（以下「乙」という。）は、大規

模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」

という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

(1) 済運寺本堂 53人（107.25㎡） 

(2) 同 入り口正面別部屋 16人（33㎡） 

                                 合計 69人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市吉岡１７８３番地 

                    宗教法人 臨済宗建長寺派 済運寺 

雪 隆洋 

資
料

-4-14-9 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（宗教法人曹洞宗報恩寺） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と宗教法人曹洞宗報恩寺（以下「乙」という。）は、大規模地震等

の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）

の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。  

(1) 報恩寺本堂 49人（99㎡） 

 (2)  同 客殿 48人（97.35㎡） 

                                 合計 97人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市寺尾南二丁目１０番１号 

                    宗教法人 曹洞宗 報恩寺 

加藤 良興 

資
料

-4-14-10
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（日本基督教団大塚平安教会） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と日本基督教団大塚平安教会（以下「乙」という。）は、大規模地

震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」とい

う。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 大塚平安教会礼拝堂 50人（100㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市寺尾北二丁目１７番４４号 

                    日本基督教団 大塚平安教会 

牧師 菊池 丈博 

資
料

-4-14-11
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（春日幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と春日幼稚園（以下「乙」という。）は、大規模地震等の災害時に

おける地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）の一部を地

域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 春日幼稚園ホール 99人（198㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市吉岡１３６０番地 

                    春日幼稚園 

園長 古郡 保正 

資
料

-4-14-12
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人明和学園綾西幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人明和学園綾西幼稚園（以下「乙」という。）は、大規模

地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」と

いう。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 綾西幼稚園ホール 90人（180㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市吉岡１５２６番地 

                    学校法人明和学園 綾西幼稚園 

理事長 古郡 孔文 

資
料

-4-14-13
 



災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人比留川学園綾瀬中央幼

稚園） 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人比留川学園綾瀬中央幼稚園（以下「乙」という。）は、

大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施

設」という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。  

(1) 綾瀬中央幼稚園ホール 50人（100㎡） 

 (2)    同   空き教室 25人（50㎡） 

                                 合計 75人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市深谷上六丁目１２番４３号 

                    学校法人比留川学園 綾瀬中央幼稚園 

理事長 比留川 公宏 

資
料

-4-14-14
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人文伸学園綾南幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人文伸学園綾南幼稚園（以下「乙」という。）は、大規模

地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」と

いう。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 綾南幼稚園体育館 130人（260㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市上土棚中一丁目１０番６号 

                    学校法人文伸学園 綾南幼稚園 

園長 田中 伸宜 

資
料

-4-14-15
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（綾瀬すぎの子幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と綾瀬すぎの子幼稚園（以下「乙」という。）は、大規模地震等の

災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」という。）の

一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 綾瀬すぎの子幼稚園ホール 74人（148.5㎡） 

 (2)     同    教室 123人（247.5㎡） 

 (3)     同    預かり保育スペース 24人（49.5㎡） 

                                合計 221人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市落合北五丁目２２番１１号 

                    綾瀬すぎの子幼稚園 

園長 比留川 清 

資
料

-4-14-16
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人大塚平安学園ドレーパ

ー記念幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人大塚平安学園ドレーパー記念幼稚園（以下「乙」という。）

は、大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙

の施設」という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) ドレーパー記念幼稚園２階ホール 75人（150㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

               甲 綾瀬市早川５５０番地 

                 綾瀬市 

                 綾瀬市長 笠間 城治郎 

               乙 綾瀬市寺尾北二丁目１７番４７号 

                 学校法人大塚平安学園 ドレーパー記念幼稚園 

園長 佐竹 和平 

資
料

-4-14-17
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人橘川学園綾瀬ゆたか幼

稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人橘川学園綾瀬ゆたか幼稚園（以下「乙」という。）は、

大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施

設」という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 綾瀬ゆたか幼稚園本園舎２階ホール 50人（100㎡） 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市寺尾本町三丁目１２番２６号 

                    学校法人橘川学園 綾瀬ゆたか幼稚園 

理事長 橘川 好一 

資
料

-4-14-18
 



  災害時における地域避難所としての施設使用に関する協定書（学校法人生蘭学園綾瀬幼稚園） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人生蘭学園綾瀬幼稚園（以下「乙」という。）は、大規模

地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施設」と

いう。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民のための一時的な避難

所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、避難

者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとする。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 

 (1) 綾瀬幼稚園本園舎１階ホール 65人（130㎡） 

 (2)   同  ホール棟1階 49人（99㎡） 

 (3)   同  ホール棟２階 48人（96㎡） 

                                合計 162人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

  平成２４年１０月３日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 笠間 城治郎 

                  乙 綾瀬市寺尾西二丁目９番５０号 

                    学校法人生蘭学園 綾瀬幼稚園 

理事長 笠間 治一郎 

資
料

-4-14-19
 



災害時における地域避難所としての施設使用等に関する協定書（学校法人生蘭学園生蘭高等専修

学校） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人生蘭学園生蘭高等専修学校（以下「乙」という。）は、

大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙の管理する施設（以下「乙の施

設」という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第１条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民等のための一時的な避

難所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、ま

たは学校運営に支障がある場合、避難者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとす

る。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設は体育館（５３３．３㎡）とし、収容人数は、２

６６人とする。 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により避難者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、避難者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

３ 甲は、第２条に規定するほか、災害により人員及び物資等が必要と認めるときは、乙に対し協

力を依頼し、乙は可能な範囲で協力を行うものとする。 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料等） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

２ 第３条第３項にかかる費用については、甲の実費負担とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 

第１０条 この協定は、締結の日から効力を有し、協定期間は締結した日から１年間とする。 

２ 協定期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない場合は、その

期間を１年間延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

 

資
料
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  平成３０年５月７日 

 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 綾瀬市小園１５２０番地 

学校法人生蘭学園生蘭高等専修学校 

理事長 笠間 治一郎 

資
料

-4-14-21
 



災害時における地域避難所としての施設使用等に関する協定書（学校法人湘央学園湘央医学技術専

門学校・湘央生命科学技術専門学校） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と学校法人湘央学園湘央医学技術専門学校・湘央生命科学技術専門

学校（以下「乙」という。）は、大規模地震等の災害時における地域住民の緊急避難のため、甲が乙

の管理する施設（以下「乙の施設」という。）の一部を地域避難所として使用することについて、次

のとおり協定を締結する。 

 

（地域避難所の定義） 

第２条  本協定にいう「地域避難所」とは、災害時に甲が指定する地域住民等のための一時的な避

難所のことをいい、あくまでも緊急時の対応に限定したものとし、災害初動時を過ぎた場合、ま

たは学校運営に支障がある場合、避難者は、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するものとす

る。 

（使用施設及び収容人数） 

第２条 甲が地域避難所として使用する乙の施設及び収容人数は、次のとおりとする。 (1) １号

館 ２階教室 １０１人（２０２．５㎡） 

 (2)   同   ３階教室 １３５人（２７０．０㎡） 

 (3)  同   ４階教室 １３５人（２７０．０㎡） 

                               合計 ３７１人 

２ 乙の施設を使用するにあたり、建物等の安全確認は、甲が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第３条 甲は、災害により避難者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、乙の施設を使

用することについて、要請を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、避難者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

 

３ 甲は、第２条に規定するほか、災害により人員及び物資等が必要と認めるときは、乙に対し協

力を依頼し、乙は可能な範囲で協力を行うものとする。 

（施設の運営） 

第５条 施設の運営方法は、甲、乙及び避難者で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第５条 施設提供の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、甲は避難者に対し、甲等が用意する応急仮設住宅等に移動するよう

指示する。 

（使用料等） 

第６条 地域避難所の使用料は、無料とする。ただし、避難者が使用した電気、ガス、上下水道の

使用料は、原則として甲が負担することとし、算定については、前年の同月使用料実績と避難者

受け入れ月の使用料との差額とする。 

２ 第３条第３項にかかる費用については、甲の実費負担とする。 

（使用施設等の原状復旧） 

第７条 地域避難所として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、甲が

原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第８条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積に変更が生じたときは、甲に報告す

るものとする。 

（協議事項等） 

第９条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 

第１０条 この協定は、締結の日から効力を有し、協定期間は締結した日から１年間とする。 

２ 協定期間満了の１ヶ月前までに甲又は乙から期間を延長しない旨の申し出がない場合は、その

期間を１年間延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 

資
料
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 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成３０年５月７日 

 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 綾瀬市小園１４２４番４号 

                    学校法人湘央学園 

                    湘央医学技術専門学校 

                    湘央生命科学技術専門学校 

校長  稲福 全人 

 

資
料
-4-14-23 



４－１５災害時における放送等に関する協定 
災害時における放送等に関する協定（株式会社ジェイコムイースト） 

 

 綾瀬市(以下｢甲｣という。）と、株式会社ジェイコムイースト(以下｢乙｣という。）は、災害及び防

災に関する情報(以下｢災害情報｣という。）の放送等に関して、次のとおり協定（以下「本協定」と

いう。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､綾瀬市の区域内で災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規

定する災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合(以下｢災害時｣という。）において、市

民に迅速かつ正確な情報を伝達するための災害情報の放送等について、必要事項を定める。 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請することができる。 

（要請の手続き） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を乙の委託事業者で

ある株式会社ジュピターテレコム関東メディアセンターに要請するものとする。 

(1) 放送要請の理由 

(2) 依頼する放送の内容 

(3) 希望する放送の日時 

(4) その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別紙１のとおり定めるものとする。 

３ 要請は災害情報等放送実施要請書（第1号様式）により、メール又はファックスを用いて行う。

ただし、これに寄りがたい場合は口頭、電話等にて要請し、その後速やかに甲は文書を提出する

ものとする。 

 

 

 

 

 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に定める要請を受けたときは、甲から依頼された事項に関して、放送の形式、

内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するものとする。 

（情報の活用） 

第５条 甲がインターネットや広報紙等で発信済の情報（コミュニティ情報、施設情報、安心安全

情報等）及び第２条で乙に要請した情報について、緊急性の如何に関わらず乙は自ら運営する放

送やインターネット等を通じて伝えることができるものとする。 

（秘密の保持） 

第６条 乙は、甲から知り得た第２条に規定する災害情報等以外の情報等については、みだりに他

に漏洩してはならない。 

（協力体制の整備） 

第７条 災害時における協力体制を整備するため、甲乙において防災計画の状況、協力要請事項等

について必要に応じて訓練や情報の交換を行う。 

（暴力団等排除に係る協定の解除） 

第８条 甲は、乙が綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号。以下「条例」という。）

第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は同条第５号に掲げる暴力団経

営支配法人等に該当するときは、この協定を解除するものとする。 

２ 甲は、乙の委託事業者が条例第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又

は同条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等に該当するときは、その委託事業者をこの協定から

除くものとする。 

（協議） 

第９条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ決定する。 
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（有効期間） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１ヶ月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

本協定書は、２通作成し甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 

平成２６年 ２月２５日 

 

                       

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

                   綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

                 乙 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 

株式会社ジェイコムイースト 

代表取締役社長 中谷 博之 
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  災害時における災害情報等の放送に関する協定書（海老名エフエム放送株式会社） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と海老名エフエム放送株式会社（以下「乙」という。）は、災害時

における災害情報等の放送に関する協定を次のとおり締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、災害（災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規定する災

害をいう。）が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時等」という。）において、

災害情報等を市民等に対し適切に伝えるための体制を整備することに関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （放送要請） 

第２条 甲は、災害時において、乙の番組編成権を侵害しないことを前提に、乙に対し適切な手段

を用いて速やかに災害情報等を提供するとともに、放送の実施を要請することができる。 

 （要請の手続） 

第３条 甲は、乙に対し災害情報等の放送を要請するときは、災害情報等放送要請書（別記様式）

に次の各号に掲げる項目を記載して要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又

はその他の方法により要請できるものとし、後日、速やかに災害情報等放送要請書（別記様式）

を提出するものとする。 

 (１) 放送要請の理由 

 (２) 放送事項 

 (３) 希望する放送日時 

 (４) 連絡担当者 

 (５) その他必要事項 

 （放送の決定） 

第４条 乙は、甲から放送要請があったときは、適切な放送形式、内容及び時刻を決定して放送す

るものとする。 

 

 （費用負担） 

第５条 甲の要請に基づく乙の放送に関する費用は、乙が負担するものとする。 

 （連絡責任者） 

第６条 要請に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、乙の連絡責任者は放送部部長とし、

甲の連絡責任者は防災対策所管課とする。 

 （秘密の保持） 

第７条 乙は、災害情報等の放送目的のために、甲から知り得た災害情報等について、みだりに他

に漏らしてはならない。 

 （協議事項） 

第８条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 （協定期間） 

第９条 この協定は、締結の日から効力を生じ、平成３０年３月３１日までとする。ただし、期間

満了１か月前までに甲乙いずれからも申し出がないときは、更に１年間延長されたものとみなし、

以降この例によるものとする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成２９年２月１４日 

                    甲 綾瀬市早川５５０番地 

                      綾瀬市長  古 塩 政 由 

 

                    乙 海老名市国分南１丁目２７番２８号 

                      海老名エフエム放送株式会社 

                      代表取締役 金 子 純 子                    
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別記様式（第３条関係） 

 年  月  日  

 

 海老名エフエム放送株式会社 

  代表取締役 殿 

 

綾瀬市長         

 

災害情報等放送要請書 
 

 災害情報等の放送について、次のとおり要請します。 

放送要請の理由  

 

 

 

放送事項  

 

 

 

放送原稿 □有 □無   原稿枚数   枚 

希望する放送日時 平成  年  月  日（ ）   時  分 

連絡担当者 所属            氏名 

電話 

その他必要事項  
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４－１６避難場所案内広告付電柱看板に関する協定 

避難場所案内広告付電柱看板に関する協定書（東電タウンプランニング株式会社神奈川総支社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と東電タウンプランニング株式会社神奈川総支社（以下「乙」とい

う。）は、綾瀬市内における避難場所案内広告付電柱看板（以下「看板」という。）の掲出について、

次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、綾瀬市内に看板を掲出することにより、市民等に対し災害時における避難場所

を周知するとともに、平時からの防災意識を啓発することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この協定における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 看 板  乙の実施している電柱広告事業において、地元企業等が利用する電柱広告（巻広告）

に、避難場所の案内表示を掲載する広告をいう。 

(2) 避難場所 甲が定める避難場所をいう。 

 (3) 広告主  本協定の趣旨に賛同する地元企業等をいう。 

（甲の協力） 

第３条 甲は、目的の実現に向け次に掲げる事項を協力する。 

(1) 看板の掲出のために必要な避難場所の情報を、乙へ提供するものとする。 

(2) 市ホームページ等による広告主の紹介及び募集促進活動を行うものとする。 

(3) 第５条の２に基づき道路占用料の３割減免を行うものとする。 

（乙の業務） 

第４条 乙は、次に掲げる事項を誠実に履行するものとする。 

(1) この協定の趣旨に賛同する広告主を募り、第５条に基づき看板の掲出を行い、必要な維持管理

を行うこと。 

(2) 看板の掲出状況について、甲の求めに応じ報告を行うこと。 

(3) 避難場所の改廃により、看板の表示内容に変更が生じた場合は、甲と協議により必要な処置を

講じること。 

(4) 新規掲出のあるときは、甲と事前協議を行うこと。 

（看板の仕様及び掲出） 

第５条 看板に記載する避難場所案内表示は、看板掲出場所から極力近い距離の避難場所等を表示す

ることを原則とする。ただし、看板掲出場所と当該避難場所の位置関係や案内表示上適切でない場

合は、甲の指導により乙は広告主と協議するものとする。 

２ 避難場所案内表示部分は看板の３割とする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合、乙は広告受注または施設等の表示を行わない。 

(1) 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

(2) 公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

(3) 政治活動、宗教活動及び思想活動に類するもの 

(4) 個人的宣伝に類するもの 

(5) 社会問題に関する主義主張 

(6) 美観風致を害する恐れがあるもの 

(7) 公衆に不快の念又は危害を与えるおそれがあるもの 

(8) その他、不適当であると甲が認めるもの 

（費用） 

第６条 看板の掲出にあたり、必要な費用は広告主及び乙が負担し、甲はその一切を負担しないもの

とする。 

（協議） 

第７条 この協定の実施に関し、必要な事項及び協定に定めのない事項、又は協定の解釈に疑義が生

じた場合は、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

（有効期間） 

第８条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲または乙が書面をもって協定

終了の通知をしない限り、その効力は継続するものとする。 

 この協定を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保有す

るものとする。 

 

平成２７年３月２日 

             甲  綾瀬市早川５５０番地 

                綾瀬市 

                綾瀬市長 笠間 城治郎 

 

 

             乙  横浜市中区山下町２７３ ＪＰＴ元町ビル 

東電タウンプランニング株式会社 神奈川総支社 

                総支社長  小川 正之 
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４－１７災害時等における応急対策資機材の供給に関する協定 
 

災害時等における応急対策資機材の供給に関する協定書（株式会社アクティオ） 

 

 綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時等におけ

る応急対策資機材（別表に掲げる資機材をいい、以下「資機材」という。）の供給に関する協定を次

のとおり締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、地震災害、風水害又はその他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

（以下「災害時等」という。）において、甲の要請に基づき、乙が保有する資機材を供給すること

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （協力要請） 

第２条 甲は、災害時等において応急対策により資機材を必要とするときは、乙に対し応急対策資機

材要請書（第１号様式）により要請することができるものとする。ただし、緊急を要するときは、

電話又はその他の方法により要請することができるものとし、後日速やかに応急対策資機材要請書

（第１号様式）を提出するものとする。 

 （要請に対する措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、要請事項に応じて速やかに必要な資機材を調達可

能な範囲において提供するものとし、その措置結果を応急対策資機材報告書（第２号様式）により

甲に報告するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に対し特に業務上の支障その他やむを得ない事由のない限り業務時間外にお

いてもこれに応ずるものとし、いつでも要請に応じられる態勢を平時から確立しておくものとする。 

 （引渡し） 

第４条 資機材の引渡場所は原則として甲の定める場所とし、乙は、当該引渡場所に資機材を運搬し、

甲は資機材を確認の上、引渡しを受けるものとする。 

 （連絡責任者） 

第５条 要請の伝達を正確かつ円滑に行うため、甲の連絡責任者は防災主管課長とし、乙の連絡責

任者は海老名営業所長とする。 

 （費用負担及び価格の決定） 

第６条 乙が実施した資機材の供給に要した費用は、甲が負担するものとする。 

２ 甲が負担する費用は、災害発生の直前における適正価格を基準として算出し、甲乙協議の上、決

定する。 

 

 

 

 

第７条 甲は、乙が綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号。以下「条例」という。）

第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は同条第５号に掲げる暴力団経

営支配法人等に該当するときは、この協定を解除するものとする。 

２ 甲は、乙の委託事業者が条例第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又

は同条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等に該当するときは、その委託事業者をこの協定から

除くものとする。 

 （協議事項） 

第８条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 （有効期間） 

第９条 この協定は、締結の日から効力を生じ、平成２８年３月３１日までとする。 

  ただし、甲又は乙から期間満了１ヶ月前までに相手方に対し、書面による特段の意思表示がな

い場合は、本協定を１年更新し、以後同様とする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する

ものとする。 

 

  平成２７年４月１３日 

甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地         

綾瀬市                  

                   綾瀬市長  笠 間 城 治 郎 

    

乙 東京都中央区日本橋三丁目12番２号       

朝日ビルディング７階             

                       株式会社 アクティオ            

                    代表取締役社長 小 沼 光 雄 
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第１号様式（第２条関係） 

年  月  日  

 

 株式会社 アクティオ 

  代表取締役 殿 

 

綾瀬市長  

 

応急対策資機材要請書 

 

 応急対策資機材の供給について、次のとおり要請します。 

災害状況及び活

動内容 

 

 

必要とする資機材及び数量等 

種類・性能等 数量 期間 運搬場所 

発電機 

(             ) 
   

照明機器 

(             ) 
   

通信機器 

(             ) 
   

冷暖房機器 

(             ) 
   

仮設トイレ 

(             ) 
   

仮設ハウス 

(             ) 
   

シャワーユニット 

(             ) 
   

車両 

(             ) 
   

重機 

(             ) 
   

 

(             ) 
   

 

(             ) 
   

その他必要事項  

 

 

第２号様式（第３条関係） 

年  月  日  

 

 綾瀬市長 殿 

 

株式会社 アクティオ    

代表取締役       

 

応急対策資機材報告書 

 

 応急対策資機材の供給について、次のとおり報告します。 

災害状況及び活

動内容 

 

 

協力内容（供給資機材及び数量等） 

種類・性能等 数量 期間 運搬場所 

発電機 

(             ) 
   

照明機器 

(             ) 
   

通信機器 

(             ) 
   

冷暖房機器 

(             ) 
   

仮設トイレ 

(             ) 
   

仮設ハウス 

(             ) 
   

シャワーユニット 

(             ) 
   

車両 

(             ) 
   

重機 

(             ) 
   

 

(             ) 
   

 

(             ) 
   

その他必要事項  

 

 
 

資
料
-4-17-2 



別表 

 

  応急対策資機材一覧表 

種   類 

・発電機 

・照明機器 

・通信機器 

・冷暖房機器 

・仮設トイレ 

・仮設ハウス 

・シャワーユニット 

・車両 

・重機 

  ※上記以外の資機材についても、要請時に協議し、供給可能な場合は対象とする。 
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４－18 災害時等における地図製品等の供給等に関する協定書 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）は、災害時等における地図製品等の供

給等に関する協定を次のとおり締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、以下各号の事項を目的とする。 

(1) 甲の区域内で災害対策基本法第２条第１号に定める災害が発生し、又はそのおそれがある場合において、甲

が災害対策基本法第23条の２に基づく災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置したときの、乙

の地図製品等の供給及び利用等に関し必要な事項を定めること。 

(2) 甲乙間の平常時からの防災に関する情報交換を通じ、甲及び乙が連携して、防災・減災に寄与する地図の作

成を検討・推進することにより、市民生活における防災力の向上に努めること。 

（定義） 

第２条 この協定において以下の用語はそれぞれ以下の意味を有するものとする。 

(1) 「住宅地図」とは、綾瀬市全域を収録した乙の住宅地図帳を意味するものとする。 

(2) 「広域図」とは、綾瀬市全域を収録した乙の広域地図を意味するものとする。 

(3) 「ZNET TOWN」とは、乙の住宅地図インターネット配信サービス「ZNET TOWN」を意味するものとす

る。 

(4) 「ID等」とは、ZNET TOWNを利用するための認証 ID及びパスワードを意味するものとする。 

(5) 「地図製品等」とは、住宅地図、広域図及びZNET TOWNの総称を意味するものとする。 

（要請） 

第３条 乙は、甲が災害対策本部を設置したときは、甲からの要請に基づき、可能な範囲で地図製品等を供給する

ものとする。 

２ 甲は、地図製品等の供給を乙に要請するときは、物資の供給要請書（第１号様式）により行うものとする。た

だし、緊急を要する場合は、電話又はその他の方法により乙に対して要請できるものとし、後日、速やかに第１

号様式を提出するものとする。 

３ 乙は、地図製品等を供給するときは、甲に、物資の供給報告書（第２号様式）を提出するものとする。 

４ 本条に基づく地図製品等の供給にかかる代金及び費用は、次のとおりとする。 

(1) 乙が供給した地図製品等の代金は、別途甲乙が合意した場合を除き有償とする。 

(2) 地図製品等の搬送にかかる費用は、乙が負担するものとする。 

（地図製品等の貸与及び保管） 

第４条 乙は、第３条第１項の規定に基づく地図製品等の供給とは別途、この協定締結後、甲乙が別途定める時期、

方法により乙が別途定める数量の住宅地図、広域図及び ID 等を甲に貸与するものとする。なお、当該貸与にか

かる対価については無償とする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が貸与した住宅地図、広域図及び ID 等を甲の庁舎内において、善良なる管理者の注意

義務をもって保管・管理するものとする。なお、乙が、住宅地図及び広域図の更新版を発行したときは、乙は、

甲が保管している旧版の住宅地図及び広域図について、甲から当該住宅地図及び広域図を引き取りかつ更新版と

差し替えることができるものとする。 

３ 乙は、必要に応じ、甲に対して事前に通知したうえで、甲による地図製品等の保管・管理状況等を確認するこ

とができるものとする。 

（地図製品等の利用等） 

第５条 甲は、第１条第１号に基づき災害対策本部を設置したときは、災害応急対策、災害復旧・復興にかかる資

料として、第３条又は第４条に基づき乙から供給又は貸与された地図製品等につき、以下各号に定める利用を行

うことができるものとする。 

(1) 災害対策本部設置期間中の閲覧 

(2) 災害対策本部設置期間中、甲乙間で別途協議の上定める期間及び条件の範囲内での複製 

２ 甲は、前項に基づき住宅地図の利用を開始したときは、速やかに別途定める乙の報告先に報告するものとする。

また、当該住宅地図の利用を終了したときは、速やかに従前の保管場所にて保管・管理するものとする。 

３ 甲は、第１項にかかわらず、災害時以外の平常時において、防災業務を目的として、甲の当該防災業務を統括

する部署内において、広域図及びZNET TOWNを利用することができるものとする。なお、甲は、本項に基づ

き広域図を複製利用する場合は、別途乙の許諾を得るものとし、ZNET TOWNを利用する場合は、本協定添付

別紙のZNET TOWN利用約款に記載の条件に従うものとする。 
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（情報交換） 

第６条 甲及び乙は、平常時から防災に関する情報交換を行うとともに、相互の連携体制を整備し、災害時に備え

るものとする。 

（協議事項） 

第７条 この協定内容に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 

第８条 この協定は、締結の日から効力を有し、協定期間は締結した日から１年間とする。 

２ 協定期間満了の１ヶ月前までに甲または乙から期間を延長しない旨の申し出がない場合は、その期間を１年間

延長するものとし、以後もまた同様とする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各自その１通を保有するものとする。 

 

 

平成３０年２月９日 

 

 

甲）神奈川県綾瀬市早川550番地 

綾瀬市 

綾瀬市長 古塩 政由 

 

 

乙）神奈川県横浜市港北区新横浜2丁目13番13号  

KM第1ビルディング5F   

株式会社ゼンリン 第一事業本部 

神奈川・静岡エリア統括部 

統括部長 佐々木 斉 

【添付別紙】 

ZNET TOWN利用約款 

 

（定 義） 

第１条 本約款で次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定める意味で用いるものとします。 

(1) 「ID等」 

本サービスを利用するための認証 ID及びパスワードをいいます。 

(2) 「アクセス権者」 

対象機器を使用する甲の職員であり、かつ、ID等を使って本システムにアクセスする者をいいます。 

(3) 「対象機器」 

甲の庁内LANに接続された端末機器及び庁内業務での利用に限った端末機器をいいます。 

(4) 「本サービス」 

乙がアクセス権者からの要求に応じて本システムから対象機器に対して本データを送信するサービスをい

います。 

(5) 「本システム」 

本サービスを提供するための乙が第三者に管理・運用を委託する WWW サーバ、回線、周辺機器等の一連

のシステムをいいます。 

(6) 「本データ」 

本サービスにおいて乙から提供される住宅地図データ、道路地図データ、別記データ、一般種アイコン、そ

の他各種データをいいます。 

（本約款の適用） 

第２条 本約款は、本協定書の内容の一部を構成するものとし、本サービスを甲が利用することに関する一切に適

用されるものとします。 

（本サービスの内容） 

第３条 乙は、本サービスの内容を任意に、甲に事前通知することなく変更することができるものとします。 

（本サービスの中断・中止） 
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第４条 乙は、本サービスの改善などの理由により、甲に対する事前の通知なく本サービス内容の変更、追加、削

除を行うことができるものとします。 

２ 乙は、乙の事情により本サービスを中止する場合は、甲に事前に通知するものとします。 

３ 乙は、甲が本約款に違反したときは、事前の催告を要することなく、本サービスの提供を中止することができ

るものとします。 

（本データの使用許諾） 

第５条 乙は、甲に対して、本データについて、以下の権利を非独占的に許諾します。 

(1) 対象機器上で閲覧すること。 

(2) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、対象機器にPDF 形式でダウンロードし、当該ダウンロ

ードした対象機器に保存し、当該保存した本データを甲の防災業務内で使用すること。 

(3) 本サービスにおいて予め備えられた機能を用いて、前号所定の対象機器が設置された部署内における防災業

務の目的において紙媒体に印刷出力すること（本号に基づき印刷出力した本データを以下「印刷地図」という。）。 

（甲の遵守事項） 

第６条 甲は、以下の事項を遵守するものとします。 

(1) アクセス権者に限り、乙に本データの送信を求めさせること。 

(2) ID等を、善良なる管理者の注意をもって保管・管理するものとし、第三者に使用又は利用させないこと。 

(3) 乙の指定する利用環境を確保・維持すること。 

(4) 本条第(1)号のために、アクセス権者の認証にあたり、その仕組み、システム等について現時点で取り得る技

術的な対応等必要な措置を講ずること。 

(5) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データの一部でも複製、加工、改変、出力、抽出、転記、送信

その他の使用及び利用をしないこと。 

(6) 本約款で明示的に許諾される場合を除き、本データ（形態の如何を問わず、その全部又は一部の複製物、出

力物、抽出物その他の利用物を含む。）の一部でも有償無償を問わず、又は譲渡・使用許諾、送信その他いか

なる方法によっても第三者に使用させないこと。 

(7) 本データを印刷出力するにあたり以下の事項を遵守すること。但し、事前に乙の許諾を得た場合はこの限り

ではないものとします。 

イ） 印刷地図を第５条第(3)号所定の目的以外の目的で使用又は利用しないこと。 

ロ） 乙の指定する著作権表示等を印刷地図上に表示させること。 

ハ） 印刷地図を製本、冊子、ファイリング等のまとめた形態又は印刷地図同士を貼り合わせた形態にして使

用及び利用しないこと。 

ニ） 印刷地図を第三者に配布しないこと。 

ホ） 印刷地図のサイズはA３判以下とすること。 

(8) 本サービスの利用状況の記録（対象機器の台数、設置場所、アクセス権者の数等）を作成し、かつ、乙が要

請した場合には、これを閲覧又はコピーさせること。 

（不保証及び免責） 

第７条 乙は、本サービス又は本データが完全性、正確性、非侵害等を有することを保証するものではないものと

します。 

２ 乙は、甲の本サービスの利用に伴い、甲又は第三者が被った損害について免責されるものとします。 

（権利の帰属） 

第８条 本サービス及び本データに関する知的財産権は乙又は乙に権利を許諾した第三者に帰属するものとします。 

（その他） 

第９条 甲は、乙の書面による事前の承諾なくして、本約款に基づく本サービスの利用権を他に譲渡し又は担保に

供してはならないものとします。 

 

以 上 
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「災害時等における地図製品等の供給等に関する協定」細目 

 

１．趣旨 

この細目は、綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社ゼンリン（以下「乙」という。）が締結している「災害時等

における地図製品等の供給等に関する協定書」に基づき、地図の数量や提供数、連絡先について定めるものである。 

また必要に応じて順次修正をおこなうものとする。 

２．貸与する地図製品等の詳細 

地図製品の名称 詳細 数量 

住宅地図 綾瀬市 B4判住宅地図 ５冊 

広域図 綾瀬市を包括する広域図  ５部 

ZNET TOWN 綾瀬市 危機管理課 利用 閲覧地区：綾瀬市 １ID 

３．甲及び乙の連絡先 

甲乙間の連絡は原則として、以下に記載の連絡先を窓口として行われるものとする。 

甲 連絡先 危機管理課 住所：神奈川県綾瀬市早川550 

電話：0467-70-5641 

FAX：0467-70-5701 

乙 連絡先１ 第一事業本部 神奈川・静岡エリア統括

部 

横浜営業所 

住所：神奈川県横浜市港北区新横浜

2-13-13 

      KM第1ビルディング5F 

電話：045-478-0511 

FAX：045-478-0512 

連絡先２ 第一事業本部 神奈川・静岡エリア統括

部 

 

住所：神奈川県横浜市港北区新横浜

2-13-13 

      KM第1ビルディング5F 

電話：045-478-0583 

FAX：045-478-0688 

第１号様式（第３条第２項関係） 

 

物資の供給要請書 
 

平成  年  月  日 

 

㈱ゼンリン 殿 

綾瀬市長  

 

「災害時等における地図製品等の供給等に関する協定書」第３条第２項の規定に基づき、次の

とおり物資の供給を要請します。 

 

品 名 数量 
納 品 

希望場所 

納 品 

希望日時 
備 考 

     

     

     

 

 

担当 

住所 

                         職 

氏名 
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第２号様式（第３条第３項関係） 

 
物資の供給報告書 

 

令和  年  月  日 

綾瀬市長 殿 

㈱ゼンリン  

 
「災害時等における地図製品等の供給等に関する協定書」第３条第３項の規定に基づき、平成  

年  月  日で要請を受けた件について、次のとおり物資を供給したので報告します。 
 

品 名 
数量 

納品 

場所 

納品 

日時 
備 考 

     

     

     

     

 

 

＜物資納入者＞                

＜物資受領者＞                
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４－19 災害時提供施設(車両避難場所)に関する協定 
 

災害時における施設の使用等に関する協定書（日立キャピタルコミュニティ株式会社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と日立キャピタルコミュニティ株式会社（以下「乙」という。）は、

災害時における緊急避難等のため、甲が乙の管理する施設の一部（以下「災害時提供施設」という。）

を使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安全を図ることを目的として甲乙間に

おいて行う施設等の使用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害時提供施設」とは災害時に地域住民や車両避難者等が緊急避難等

のために一時的に使用する施設とする。 

 （使用施設等） 

第３条 災害時提供施設等は、次のとおりとする。 

 (1) 屋内駐車場   8,300㎡ （車両664台分） 

 (2) 屋外駐車場   1,925㎡ （車両154台分） 

 (3) 敷地外駐車場  4,962.5㎡（車両397台分） 

 (4) その他トイレ、洗面等提供可能な施設及び物資等 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第４条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、災害時提供施

設を使用することについて、施設使用要請書（第１号様式）により要請を行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、速やかに第１号様式を提

出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第５条 災害時提供施設の運営方法は、甲、乙で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第６条 災害時提供施設の使用の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、避難者は甲等が用意する場所に移動することとする。 

（使用料） 

第７条 災害時提供施設の使用料は、無料とする。ただし、第３条第１項第４号にかかる物資等の

提供があった場合、甲は災害発生前における適正な価格を支払うものとする。 

（災害時提供施設等の原状復旧） 

第８条 災害時提供施設として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、

甲が原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第９条 乙は、建築物の増改築等により、当該使用施設の面積等に変更が生じたときは、甲に報告

するものとする。 

（協議事項等） 

第１０条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１１条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成３０年５月２１日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 東京都港区西新橋一丁目３番１号 

日立キャピタルコミュニティ株式会社 

                    取締役社長 蓜島 郁夫 

                    （上記代理人） 

                    神奈川県綾瀬市深谷中一丁目１番１号 

                    不動産事業部施設管理部長 久安 亮 
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第１号様式（第４条関係） 
 

 施 設 使 用 要 請 書 
 

年  月  日  
 
神奈川県綾瀬市深谷中一丁目１番１号 

 日立キャピタルコミュニティ株式会社 
 不動産事業部施設管理部長 殿 
 

綾瀬市長 
 
 
 災害時における施設の使用に関する協定書第４条第１項の規定に基づき、次のとおり施設の使用

を要請します。 
使用施設名 使用面積等 使用期間 使用用途 備考 

     

     

     

     

     

 
  

 

 

 

 

           担当 職      氏名 

      連絡先 
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４－20 温浴施設利用に関する協定 
 

災害時における温浴施設の利用に関する協定書（東京建物リゾート株式会社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と東京建物リゾート株式会社（以下「乙」という。）は、災害時に

おける温浴施設の利用について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者等の健康及び清潔な生活環境の保持を目的とし

て甲乙間において行う温浴施設（以下「施設」という。）の使用について必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「施設」とは災害時に被災者等が利用する施設とする。 

 （利用施設等） 

第３条 災害時提供施設は、次のとおりとする。 

 (1) おふろの王様 海老名店  海老名市柏ケ谷５５５番地１ 

 (2) おふろの王様 高座渋谷店 大和市渋谷５丁目２２番地 IKOZA ５Ｆ 

 (3) おふろの王様 瀬谷店   横浜市瀬谷区目黒町２４番地６ 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

 （利用する施設の範囲） 

第４条 利用する施設の範囲は、各種入浴施設、シャワー施設、及び被災者等の健康と清潔な生活

環境の保持に必要な施設とする。 

（施設の使用要請等） 

第５条 甲は、災害により被災者等が入浴する必要があると認めたときは、乙に対し、災害時提供

施設を使用することについて、温浴施設利用要請書（第１号様式）により要請を行うものとする。

ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、速やかに第１号様式

を提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき施設を使用することができる。 

３ 大規模災害等の影響により、施設の利用が困難と乙が判断する場合は、甲の要請を断ることが

できる。 

（要請に対する措置） 

第６条 乙は甲から前条の要請を受けた場合、要請事項に応じて速やかに適切な措置 

 を執るとともにその措置状況を報告するものとする。 

（報告） 

第７条 乙は前条による要請事項が終了したときは、温浴施設利用報告書（第２号様式）により速

やかに報告するものとする。 

（費用の負担及び価格の決定） 

第８条 乙が実施した、温浴施設利用に要した費用は甲が負担する。 

２ 甲が負担する費用の価格は、災害発生直前における適正な価格を基準として算出し、甲乙協議の

上、決定する。 

（協議事項等） 

第９条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１０条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成３０年７月６日 

                 甲 神奈川県綾瀬市早川５５０番地 

                   綾瀬市 

                   綾瀬市長 古塩 政由 

 

                 乙 東京都中央区八重洲一丁目９番９号 

東京建物リゾート株式会社 

                   代表取締役社長執行役員 輿水 秀一郎 

資
料

-
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第１号様式（第５条関係） 
 

 温浴施設利用要請書 
 

年  月  日  
 

     殿 
 

綾瀬市長 
 
 
 災害時における施設の使用に関する協定書第５条第１項の規定に基づき、次のとおり施設の使用

を要請します。 
 

使用施設名 使用期間 使用用途 予定人数 備考 

   
 

 

   
 

 

   
 

 

   
 

 

   
 

 

 
  

 

 

 

 

           担当 職      氏名 

      連絡先 

 

 

 

 

 

第２号様式（第７条関係） 

 
 温浴施設利用報告書 

 
年  月  日  

 

 綾瀬市長 殿 

 

               

 

  災害時における施設の使用に関する協定書第７条の規定に基づき 年 月 日現在の施設利用

の状況を次のとおり報告します。 

 

使用施設名 使用期間 使用用途 人数 備考 

     

     

     

     

     

 

報告責任者職氏名： 

 

連絡先： 

 

資
料
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４－21 災害時提供施設(緊急避難等)に関する協定 
 

災害時における施設の使用等に関する協定書（株式会社メイコー） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と株式会社メイコー（以下「乙」という。）は、災害時における緊

急避難等のため、甲が乙の管理する施設の一部（以下「災害時提供施設」という。）を使用すること

について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安全を図ることを目的として甲乙間に

おいて行う施設等の使用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害時提供施設」とは災害時に地域住民や帰宅困難者等が緊急避難等

のために一時的に使用する施設とする。 

 （使用施設等） 

第３条 災害時提供施設等は、次のとおりとする。 

 (1) 本社食堂   300㎡ （150人） 

 (2) その他トイレ、洗面等提供可能な施設及び物資等 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第４条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、災害時提供施

設を使用することについて、施設使用要請書（第１号様式）により要請を行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、速やかに第１号様式を提

出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき災害時提供施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第５条 災害時提供施設の運営方法は、甲、乙で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第６条 災害時提供施設の使用の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、避難者は甲等が用意する場所に移動することとする。 

 

 

 

（使用料） 

第７条 災害時提供施設の使用料は、無料とする。ただし、第３条第１項第２号にかかる物資等の

提供があった場合、甲は乙に対し、災害発生前における適正な価格を支払うものとする。 

（災害時提供施設等の原状復旧） 

第８条 災害時提供施設として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、

甲が原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第９条 乙は、建築物の増改築等により、災害時提供施設の面積等に変更が生じたときは、甲に報

告するものとする。 

（協議事項等） 

第１０条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１１条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成３０年７月３０日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 綾瀬市大上５丁目１４番１５号 

株式会社メイコー 

                    代表取締役 名屋 佑一郎 

資
料

-
4
-
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1
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第１号様式（第４条関係） 
 

 施 設 使 用 要 請 書 
 

年  月  日  
 

 殿 
 

綾瀬市長 
 
 
 災害時における施設の使用等に関する協定書第４条第１項の規定に基づき、次のとおり施設の使用を要請します。 

使用施設名 使用面積等 使用期間 使用用途 備考 

     

     

     

     

     

 
  

 

 

 

 

           担当 職      氏名 

          連絡先 

 

資
料
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災害時における施設の使用等に関する協定書（トピー工業株式会社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）とトピー工業株式会社（以下「乙」という。）は、災害時における

緊急避難等のため、甲が乙の管理する施設の一部（以下「災害時提供施設」という。）を使用するこ

とについて、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安全を図ることを目的として甲乙間に

おいて行う施設等の使用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害時提供施設」とは災害時に地域住民や帰宅困難者等が緊急避難等

のために一時的に使用する施設とする。 

 （使用施設等） 

第３条 災害時提供施設等は、次のとおりとする。 

 (1) 綾瀬製造所 正門前通路  750㎡ （375人） 

 (2) 綾瀬製造所 北側駐車場  180㎡ （90人） 

 (3) その他トイレ、洗面等提供可能な施設及び物資等 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第４条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、災害時提供施

設を使用することについて、施設使用要請書（第１号様式）により要請を行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、速やかに第１号様式を提

出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき災害時提供施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第５条 災害時提供施設の運営方法は、甲、乙で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第６条 災害時提供施設の使用の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、避難者は甲等が用意する場所に移動することとする。 

 

（使用料） 

第７条 災害時提供施設の使用料は、無料とする。ただし、第３条第１項第３号にかかる物資等の

提供があった場合、甲は乙に対し、災害発生前における適正な価格を支払う（甲は価格について、

事前に乙の承諾を得る）ものとする。 

（災害時提供施設等の原状復旧） 

第８条 災害時提供施設として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、

甲が自らの負担で原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第９条 乙は、建築物の増改築等により、災害時提供施設の面積等に変更が生じたときは、甲に報

告するものとする。 

（協議事項等） 

第１０条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１１条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成３０年７月３０日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 綾瀬市大上２丁目３番１号 

トピー工業株式会社 綾瀬製造所 

所長 大庭 健太郎 

                                    

資
料
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第１号様式（第４条関係） 
 

 施 設 使 用 要 請 書 
 

年  月  日  
 

 殿 
 

綾瀬市長 
 
 
 災害時における施設の使用等に関する協定書第４条第１項の規定に基づき、次のとおり施設の使用を要請します。 

使用施設名 使用面積等 使用期間 使用用途 備考 

     

     

     

     

     

 
  

 

 

 

 

           担当 職      氏名 

          連絡先 

 

資
料

-
4
-
2
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災害時における施設の使用等に関する協定書（スピードファム株式会社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）とスピードファム株式会社（以下「乙」という。）は、災害時にお

ける緊急避難等のため、甲が乙の管理する施設の一部（以下「災害時提供施設」という。）を使用す

ることについて、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。以下「大

規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安全を図ることを目的として甲乙間に

おいて行う施設等の使用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害時提供施設」とは災害時に地域住民や帰宅困難者等が緊急避難等

のために一時的に使用する施設とする。 

 （使用施設等） 

第３条 災害時提供施設等は、次のとおりとする。 

 (1) 駐車場     1,801㎡ （900人） 

 (2) その他トイレ、洗面等提供可能な施設及び物資等 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第４条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、災害時提供施

設を使用することについて、施設使用要請書（第１号様式）により要請を行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、速やかに第１号様式を提

出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断により、

本協定に基づき災害時提供施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第５条 災害時提供施設の運営方法は、甲、乙で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第６条 災害時提供施設の使用の終了は、甲、乙協議の上決定する。 

２ 前項の決定がされた場合、避難者は甲等が用意する場所に移動することとする。 

 

 

 

 

（使用料） 

第７条 災害時提供施設の使用料は、無料とする。ただし、第３条第１項第２号にかかる物資等の

提供があった場合、甲は乙に対し、災害発生前における適正な価格を支払うものとする。 

（災害時提供施設等の原状復旧） 

第８条 災害時提供施設として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた場合は、

甲が原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第９条 乙は、建築物の増改築等により、災害時提供施設の面積等に変更が生じたときは、甲に報

告するものとする。 

（協議事項等） 

第１０条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第１１条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満了１か月

前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動的に１年間更新さ

れるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 

 

  平成３０年７月３０日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長 古塩 政由 

 

                  乙 綾瀬市大上４丁目２番３７号 

スピードファム株式会社 

取締役社長 小原 康嗣 

資
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第１号様式（第４条関係） 
 

 施 設 使 用 要 請 書 
 

年  月  日  
 

 殿 
 

綾瀬市長 
 
 
 災害時における施設の使用に関する協定書第４条第１項の規定に基づき、次のとおり施設の使用を要請します。 

使用施設名 使用面積等 使用期間 使用用途 備考 

     

     

     

     

     

     

 
  

 

 

 

 

           担当 職      氏名 

         連絡先 

 

 

 

資
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災害時における施設の使用等に関する協定書 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）と横浜森永乳業株式会社（以下「乙」という。）は、災

害時における緊急避難等のため、甲が乙の管理する施設の一部（以下「災害時提供施設」

という。）を使用することについて、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第 1条 この協定は、大規模な地震、風水害及びその他の災害（武力攻撃災害等を含む。

以下「大規模災害等」という。）が発生した場合に、被災者の生活の安全を図ることを

目的として甲乙間において行う施設等の使用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「災害時提供施設」とは災害時に地域住民や帰宅困難者等が

緊急避難等のために一時的に使用する施設とする。 

 （使用施設等） 

第３条 災害時提供施設等は、次のとおりとする。 

 (1) 屋外駐車場  ９２９．９４㎡ （４６４人） ※車両３５台程度 

 (2) 社員食堂   １０９．４４㎡ （５４人） 

 (3) 食料、水（１００人分×３日分）、スマートフォン充電用電源５０回分、アルミブ

ランケット１００枚 

 (4) その他トイレ、洗面等提供可能な施設及び物資等 

２ 災害時提供施設を使用するにあたり、施設等の安全確認は、乙が行うものとする。 

（施設の使用要請等） 

第４条 甲は、災害により被災者を収容する必要があると認めたときは、乙に対し、災害

時提供施設を使用することについて、施設使用要請書（第１号様式）により要請を行う

ものとする。ただし、緊急を要するときは、電話又はその他の方法により要請し、後日、

速やかに第１号様式を提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない場合は、被災者からの要請又は乙の判断

により、本協定に基づき災害時提供施設を使用することができる。 

（施設の運営） 

第５条 災害時提供施設の運営方法は、甲、乙で適宜協議する。 

（施設の退去） 

第６条 災害時提供施設の使用の終了は、甲、乙協議の上決定する。 
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２ 前項の決定がされた場合、避難者は甲等が用意する場所に移動することとする。 

（使用料） 

第７条 災害時提供施設の使用料は、無料とする。ただし、第３条第１項第４号にかかる

物資等の提供があった場合、甲は乙に対し、災害発生前における適正な価格を支払うも

のとする。 

（災害時提供施設等の原状復旧） 

第８条 災害時提供施設として使用することにより、乙の施設又は設備に損壊等が生じた

場合は、甲が原状復帰を行うものとする。 

（施設変更等の報告） 

第９条 乙は、建築物の増改築等により、災害時提供施設の面積等に変更が生じたときは、

甲に報告するものとする。 

（協議事項等） 

第１０条 本協定について疑義等が生じた場合は、その都度甲、乙が協議を行うものとす

る。 

（協定の効力及び更新） 

第１１条 本協定は締結の日から１年間をもって終了する。ただし、甲又は乙から期間満

了１か月前までに相手方に対して書面により別段意思表示がない場合は、本協定は自動

的に１年間更新されるものとし、以降も同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

  令和 ２年 １０月 １６日 

                  甲 綾瀬市早川５５０番地 

                    綾瀬市 

                    綾瀬市長    古塩  政由 

 

                  乙 綾瀬市吉岡東三丁目６番地１号 

                    横浜森永乳業株式会社 

                    代表取締役社長 宇賀地 直裕 
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４－22 情報発信に関する協定 
 

災害に係る情報発信等に関する協定書（ヤフー株式会社） 

 

綾瀬市（以下「甲」という。）及びヤフー株式会社（以下「乙」という。）は、災害に係る情報発

信等に関し、次のとおり協定（以下「本協定」という）を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、甲内の地震、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、甲が市民に対して

必要な情報を迅速に提供し、かつ甲の行政機能の低下を軽減させるため、甲と乙が互いに協力し

て様々な取組みを行うことを目的とする。 

（定義） 

第２条 本協定における取組みの内容は次の中から、甲及び乙の両者の協議により具体的な内容及

び方法について合意が得られたものを実施するものとする。 

（１）乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、甲の運営す

るホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供すること。 

（２）甲が、甲内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時からヤフーサ

ービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（３）甲が、甲内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフー

サービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（４）甲が、災害発生時の甲内の被害状況、ライフラインに関する情報及び避難所におけるボラン

ティア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、

一般に広く周知すること。 

（５）甲が、甲内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、この必要救

援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（６）甲が、甲内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、乙が提示する所定のフォ

ーマットを用いて名簿を作成すること。 

２ 甲及び乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先及びその担当

者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するものと

する。 

３ 第 1 項各号に関する事項及び同項に記載のない事項についても、甲及び乙は、両者で適宜協議

を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 

 

（使用料） 

第３条 前条に基づく甲及び乙の対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれ

の対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

（情報の周知） 

第４条 乙は、甲から提供を受ける情報について甲が特段の留保を付さない限り、本協定の目的を

達成するため、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外のサービス上で

の掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、乙は、本協定の目的以外

のために二次利用をしてはならないものとする。 

（公表） 

第５条 本協定締結の事実及び本協定の内容を公表する場合、甲及び乙は、その時期、方法及び内

容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

（協定の効力及び更新） 

第６条 本協定の有効期間は、本協定締結日から 1 年間とし、期間満了前までにいずれかの当事者

から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない限

り、本協定はさらに１年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

（協議事項等） 

第７条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた事項については、甲及び乙は、

誠実に協議して解決を図る。 

 

この協定の締結を証するために、本書２通を作成し、甲と乙両者記名押印の上、各自その１通を

保有するものとする。 

 

令和元年８月２９日 

 

甲 綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市 

綾 瀬 市 長  古 塩 政 由    

     

乙 東京都千代田区紀尾井町１番３号 

ヤフー株式会社 

代表取締役 川 邊 健 太 郎 
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４－２３ 要配慮者利用施設一覧 

（令和５年４月１日現在） 

 

№  名  称 所  在  地 該当区域 

１  綾瀬西デイサービスセンター 早川 1485-1 浸水想定区域 

２  道志会老人ホーム 早川城山 2-11-3 土砂災害警戒区域 

３  水車会 綾瀬の里 早川 1659-3 浸水想定区域 

４  リリィケア綾瀬 深谷中 3-6-3 浸水想定区域 

５  サンライズ・ヴィラ綾瀬 寺尾中 3-1-11 浸水想定区域 

６  グループホーム若葉 落合北 6-8-4 浸水想定区域 

７  ニチイケアセンター綾瀬 深谷上 1-13-8 浸水想定区域 

８  おとぎ保育園 早川 3067-5 浸水想定区域 

９  おとぎクラブ 早川 3067-5 浸水想定区域 

10  かえでチャイルドセンター 寺尾台 1-12-60 浸水想定区域 

11  深谷保育園 深谷上 3-1-29 浸水想定区域 

12  綾南幼稚園 上土棚中 1-10-6 浸水想定区域 

13  綾瀬すぎの子幼稚園 落合北 5-22-11 浸水想定区域 

14  春日幼稚園 吉岡 1360 浸水想定区域 

15  ファミール 深谷上 1-13-5 浸水想定区域 

16  児童養護施設唐池学園 吉岡 2377-ロ 土砂災害警戒区域 

 


